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新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の区域変更（案） 

 

令 和 ２ 年 ５ 月 2 1 日 

新型コロナウイルス感染症 

対  策  本  部  長 

 

 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）第 32 条

第１項の規定に基づき、令和２年４月７日、新型コロナウイルス感染症緊急

事態宣言をしたところであるが、下記のとおり、緊急事態措置を実施すべき

区域を変更することとしたため、同条第３項の規定に基づき、報告する。 

 

記 

 

 

(1)緊急事態措置を実施すべき期間 

令和２年４月７日（北海道については、同月 16 日）から５月 31日まで

とする。ただし、緊急事態措置を実施する必要がなくなったと認められる

ときは、新型インフルエンザ等対策特別措置法第 32 条第５項の規定に基

づき、速やかに緊急事態を解除することとする。 

(2)緊急事態措置を実施すべき区域 

北海道、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県の区域とする。 

(3)緊急事態の概要 

  新型コロナウイルス感染症については、 

・肺炎の発生頻度が季節性インフルエンザにかかった場合に比して相

当程度高いと認められること、かつ、 

・感染経路が特定できない症例が多数に上り、かつ、急速な増加が確認

されており、医療提供体制もひっ迫してきていることから、 

国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそれがあり、かつ、

全国的かつ急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大な影響を及

ぼすおそれがある事態が発生したと認められる。 

資料１ 
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新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針変更案（新旧対照表） 

（下線部分は改定箇所） 

変 更 案 現  行 

序文 

（略） 

令和 2年 5月 14 日に は、その時点での 感染状況の変

化等について分析・評価を行い、後述する 緊急事態措置

を実施すべき区域の判断にあたっての 考え方（以下「区

域判断にあたっての考え方」という。）を踏まえて総合的

に判断し、同日、法第 32条第 3項に基づき、緊急事態措

置を実施すべき区域を北海道、埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県、京都府、大阪府及び兵庫県とする変更を行っ

た。 

その後、令和 2 年 5 月 21 日に改めて感染状況の変化

等について分析・評価を行い、「区域判断にあたっての考

え方」を踏まえて総合的に判断し、同日、法第 32条第 3

項に基づき、緊急事態措置を実施すべき区域を北海道、

埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県とする変更を行う

序文 

（略） 

その後、令和 2年 5月 14日に 改めて 感染状況の変化

等について分析・評価を行い、後述する考え方を踏まえ

て総合的に判断し、同日、法第 32条第 3項に基づき、緊

急事態措置を実施すべき区域を北海道、埼玉県、千葉県、

東京都、神奈川県、京都府、大阪府及び兵庫県とする変

更を行 うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 
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こととする。 

なお、緊急事態措置を実施する必要がなくなったと認

められるときは、期間内であっても速やかに緊急事態を

解除する。 

（略） 

 

 

一 新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実 

我が国においては、令和２年１月 15日に最初の感染者

が確認された後、５月 19日までに、合計 46都道府県にお

いて合計 16,212人の感染者、771人の死亡者が確認され

ている。 

都道府県別の動向としては、東京都及び大阪府、北海

道、茨城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、石川県、岐阜県、

愛知県、京都府、兵庫県、福岡県の 13都道府県について

は、累積患者数が 100 人を超えるとともに、感染経路が

不明な感染者数が半数程度以上に及んでおり、また直近

1週間の倍加時間が 10日未満であったことなどから、特

に重点的に感染拡大の防止に向けた取組を進めていく必

 

なお、緊急事態措置を実施する必要がなくなったと認

められるときは、期間内であっても速やかに緊急事態を

解除する。 

（略） 

 

 

一 新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実 

我が国においては、令和２年１月 15日に最初の感染者

が確認された後、５月 12日までに、合計 46都道府県にお

いて合計 15,854人の感染者、668人の死亡者が確認され

ている。 

都道府県別の動向としては、東京都及び大阪府、北海

道、茨城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、石川県、岐阜県、

愛知県、京都府、兵庫県、福岡県の 13都道府県について

は、累積患者数が 100 人を超えるとともに、感染経路が

不明な感染者数が半数程度以上に及んでおり、また直近

1週間の倍加時間が 10日未満であったことなどから、特

に重点的に感染拡大の防止に向けた取組を進めていく必
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要がある都道府県として、本対処方針において特定都道

府県（緊急事態宣言の対象区域に属する都道府県）の中

でも「特定警戒都道府県」と称して対策を促してきた。 

（略） 

緊急事態措置を実施すべき区域の判断にあたっては、

これまで基本的対処方針においても示してきたとおり、

以下の三点に特に着目した上で、総合的に判断する必要

がある（区域判断にあたっての考え方）。 

（略） 

令和２年５月 14 日には、以上 の「区域判断にあたっ

ての考え方」を踏まえて総合的に判断したところ、北海

道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、京都府、大阪府

及び兵庫県 の８都道府県 については、直近１週間の累積

報告数が 10万人あたり 0.5人以上であることなどから、

引き続き特定警戒都道府県として、特に重点的に感染拡

大の防止に向けた取組を進めていく こととする一方、こ

れら 以外の 39 県については、緊急事態措置を実施すべ

き区域としないこととな った。 

その後、令和 2年 5月 21日に改めて感染状況の変化等

要がある都道府県として、本対処方針において特定都道

府県の中でも「特定警戒都道府県」と称して対策を促し

てきた。 

（略） 

緊急事態措置を実施すべき区域の判断にあたっては、

これまで基本的対処方針においても示してきたとおり、

以下の三点に特に着目した上で、総合的に判断する必要

がある。 

（略） 

以上を踏まえて、総合的に判断したところ、北海道、埼

玉県、千葉県、東京都、神奈川県、京都府、大阪府及び兵

庫県については、直近１週間の累積報告数が 10万人あた

り 0.5 人以上であることなどから、引き続き特定警戒都

道府県として、特に重点的に感染拡大の防止に向けた取

組を進めていく 必要がある。 

上記 以外の 39 県については、緊急事態措置を実施す

べき区域としないこととな るが、これらの地域において

も、後述する「（３）まん延防止６）緊急事態措置の対象

とならない都道府県における取組等」を踏まえ、基本的
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について分析・評価を行い、「区域判断にあたっての考え

方」を踏まえて総合的に判断したところ、北海道、埼玉

県、千葉県、東京都及び神奈川県の 5都道県については、

直近１週間の累積報告数が 10万人あたり 0.5人以上であ

ることなどから、引き続き特定警戒都道府県として、特

に重点的に感染拡大の防止に向けた取組を進めていく必

要がある。 

上記以外の 42府県については、緊急事態措置を実施す

べき区域としないこととなるが、これらの地域において

も、後述する「（３）まん延防止６）緊急事態措置の対象

とならない都道府県における取組等」を踏まえ、基本的

な感染防止策の徹底等を継続する必要があるとともに、

感染の状況等を継続的に監視し、その変化に応じて、迅

速かつ適切に感染拡大防止の取組を行う必要がある。 

（略） 

新型コロナウイルス感染症については、下記のような

特徴がある。 

（略） 

・ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

な感染防止策の徹底等を継続する必要があるとともに、

感染の状況等を継続的に監視し、その変化に応じて、迅

速かつ適切に感染拡大防止の取組を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

新型コロナウイルス感染症については、下記のような

特徴がある。 

（略） 

・ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
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る法律（平成 10年法律第 114号。以下「感染症法」と

いう。）第 12条に基づき、令和 2年 3月 31日までに報

告された患者における、発症日から報告日までの平均

期間は 9.0日であった。 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染力を調べた台湾の

研究では、新型コロナウイルス感染症は、発症前から

発症直後の時期に最も感染力が高く、発症６日目以降

は感染力が大きく低下することが示されている。 

・ 現時点では、対症療法が中心であるが、５月７日、レ

ムデシビルが、重症患者に対する治療薬として特例承

認された。これ以外のいくつかの既存の候補薬につい

ても、患者の観察研究等が進められている。また、５月

13日に、迅速診断用の抗原検査キットが承認されてい

る。 

（略） 

 

 

二 新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な

方針 （略） 

る法律（平成 10年法律第 114号。以下「感染症法」と

いう。）第 12条に基づき、令和 2年 3月 31日までに報

告された患者における、発症日から報告日までの平均

期間は 9.0日であった。 

 

 

 

 

・ 現時点では、対症療法が中心であるが、５月７日、レ

ムデシビルが、重症患者に対する治療薬として特例承

認された。これ以外のいくつかの既存の候補薬につい

ても、患者の観察研究等が進められている。また、５月

13日に、迅速診断用の抗原検査キットが承認されてい

る。 

（略） 

 

 

二 新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な

方針 （略） 
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三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要

事項 

（１） （略） 

（２）サーベイランス・情報収集 

①  （略） 

② 厚生労働省及び都道府県、保健所設置市、特別区

（以下「都道府県等」という。）は、感染が拡大する

傾向が見られる場合はそれを迅速に察知して的確に

対応できるよう、戦略的サーベイランス 体制を整え

ておく必要がある。また、社会経済活動と感染症予防

の両立を進めるためにも感染状況を的確に把握でき

る体制を持つことが重要であるとの認識の下、地方

衛生研究所や民間の検査機関等の関係機関における

検査体制の一層の強化、地域の関係団体と連携した

地域外来・検査センターの設置等を迅速に進めると

ともに、新しい検査技術についても医療現場に迅速

に導入する。都道府県は、医療機関等の関係機関によ

り構成される会議体を設けること等により、民間の

検査機関等の活用促進を含め、ＰＣＲ等検査の実施

三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要

事項 

（１） （略） 

（２）サーベイランス・情報収集 

①  （略） 

② 厚生労働省及び都道府県、保健所設置市、特別区

（以下「都道府県等」という。）は、感染が拡大する

傾向が見られる場合はそれを迅速に察知して的確に

対応できるよう、体制を整えておく必要がある。ま

た、社会経済活動と感染症予防の両立を進めるため

にも感染状況を的確に把握できる体制を持つことが

重要であるとの認識の下、地方衛生研究所や民間の

検査機関等の関係機関における検査体制の一層の強

化、地域の関係団体と連携した地域外来・検査センタ

ーの設置等を迅速に進めるとともに、新しい検査技

術についても医療現場に迅速に導入する。都道府県

は、医療機関等の関係機関により構成される会議体

を設けること等により、民間の検査機関等の活用促

進を含め、ＰＣＲ等検査の実施体制の把握・調整等を
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体制の把握・調整等を図る。さらに、厚生労働省は、

ＰＣＲ検査及び抗原検査の役割分担について検討・

評価を行う。また、これらを踏まえ、医療従事者はも

とよりその他の濃厚接触者等に対するＰＣＲ等検査

の実施の拡大に向けて取組を進める。 

③ 厚生労働省は、感染症法第 12条に基づく医師の届

出とは別に、市中での感染状況を含め国内の流行状

況等を把握するため、抗体保有状況に関する調査な

ど有効なサーベイランスの仕組みを構築する。仕組

みの構築にあたっては現場が混乱しないように留意

する。 

④ 厚生労働省は、医療機関や保健所の事務負担の軽

減を図りつつ、患者等に関する情報を関係者で迅速

に共有するための情報把握・管理支援システム

（Health Center Real-time Information-sharing 

System on COVID19. ＨＥＲ－ＳＹＳ）を早急に全国

展開する。また、本システムを活用し、都道府県別の

陽性者数やＰＣＲ等検査の実施状況などの統計デー

タの収集・分析を行い、適宜公表し、より効果的・効

図る。また、厚生労働省は、感染症法第 12条に基づ

く医師の届出とは別に、市中での感染状況を含め国

内の流行状況等を把握するため、抗体保有状況に関

する調査など有効なサーベイランスの仕組みを構築

する。仕組みの構築にあたっては現場が混乱しない

ように留意する。 

 

 

 

 

 

③ 厚生労働省は、医療機関や保健所の事務負担の軽

減を図りつつ、患者等に関する情報を関係者で迅速

に共有するための情報把握・管理支援システム

（Health Center Real-time Information-sharing 

System on COVID19. ＨＥＲ－ＳＹＳ）を早急に全国

展開する。また、本システムを活用し、都道府県別の

陽性者数やＰＣＲ等検査の実施状況などの統計デー

タの収集・分析を行い、より効果的・効率的な対策に
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率的な対策に活用していく。 

⑤ 政府は、医療機関の空床状況や人工呼吸器・ＥＣＭ

Ｏの保有・稼働状況等を迅速に把握する医療機関等

情報支援システム（Gathering Medical Information 

System. Ｇ－ＭＩＳ）を構築・運営し、医療提供状況

を一元的かつ即座に把握するとともに、都道府県等

にも提供し、迅速な患者の受入調整等にも活用する。 

⑥ 文部科学省及び厚生労働省は、学校等での集団発

生の把握の強化を図る。 

⑦ 政府は、迅速診断用の簡易検査キット等の開発の

支援を引き続き進め、可及的速やかに国内での供給

体制を整備する。 

⑧ 都道府県は、自治体間での迅速な情報共有に努め

るとともに、県下の感染状況について、リスク評価を

行う。 

（３） （略） 

（４）医療等 

①～⑥ （略） 

⑦ 都道府県は、感染者と非感染者の空間を分けるな

活用していく。 

④ 政府は、医療機関の空床状況や人工呼吸器・ＥＣＭ

Ｏの保有・稼働状況等を迅速に把握する医療機関等

情報支援システム（Gathering Medical Information 

System. Ｇ－ＭＩＳ）を構築・運営し、医療提供状況

を一元的かつ即座に把握するとともに、都道府県等

にも提供し、迅速な患者の受入調整等にも活用する。 

⑤ 文部科学省及び厚生労働省は、学校等での集団発

生の把握の強化を図る。 

⑥ 政府は、迅速診断用の簡易検査キット等の開発の

支援を引き続き進め、可及的速やかに国内での供給

体制を整備する。 

⑦ 都道府県は、自治体間での迅速な情報共有に努め

るとともに、県下の感染状況について、リスク評価を

行う。 

（３） （略） 

（４）医療等 

①～⑥ （略） 

⑦ 都道府県は、感染者と非感染者の空間を分けるな
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どを含む感染防御策の更なる徹底などを通して、医

療機関及び施設内での感染の拡大に特に注意を払

う。 

また、特に感染が疑われる医療、施設従事者及び

入院患者等については、率先してＰＣＲ検査等を受

けさせるようにする。加えて、手術や医療的処置前

などにおいて、当該患者について医師の判断により、

ＰＣＲ検査等が実施できる体制をとる。 

 

⑧・⑨ （略） 

（５）・（６） （略） 

 

（別添）緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業

者 （略） 

どを含む感染防御策の更なる徹底などを通して、医

療機関及び施設内での感染の拡大に特に注意を払

う。 

また、特に感染が疑われる医療、施設従事者及び

入院患者等については、率先してＰＣＲ検査等を受

けさせるようにする。加えて、検査体制を踏まえ、

手術や医療的処置前などにおいて、当該患者につい

て医師の判断により、ＰＣＲ検査等が実施できる体

制をとる。 

⑧・⑨ （略） 

（５）・（６） （略） 

 

（別添）緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業

者 （略） 
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                      ２保第228号 

令和２年５月20日  

 

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室 

室長 樽 見 英 樹 様 

 

                         愛媛県知事 中 村 時 広 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

感染状況等に関する報告について 

 

令和２年５月14日付け事務連絡で照会のあった標記の件について、下記のとおり回答します。 

記

１ 感染状況の把握 

 

Ａ病院は、松山市北部の山間地に位置し、昭和49年に開設した精神科、心療内科、内科を

標榜する許可病床数182床の病院である。 

本事例については、医療機関における集団感染という重大性に鑑み、保健所設置市である

松山市からの要請に基づき、県・市合同の対策本部会議を開催するなど、当初から両者が連

携して一体的な体制で取り組んできた。 

最初の感染者が判明した５月12日以降、当該施設における感染の実態を迅速に把握するた

め、できる限り広範に職員及び入院患者全員のＰＣＲ検査を実施する方針を決定し、症状の

出現した職員や濃厚接触者等から新たに感染者が確認されるたびに、当該感染者の関係者を

調査・特定し、自宅待機の要請及び健康観察による徹底的な「囲い込み」に努めた。 

ＰＣＲ検査の実施にあたっては、精神疾患患者等の看護を継続する必要があることや、入

院患者は他者との接触が制限された比較的管理された環境下にあることを踏まえ、次の方針

（優先順）により臨んだ。 

①最初に感染者が発生した２階病棟の全ての職員及び入院患者等を検査。 

②院外への感染拡大を防止するため、陽性が確認された者の濃厚接触者等を検査。 

③３、４、５階病棟は、まず全職員を検査し、続いて全入院患者を検査。 

※職員には、正規職員のほか、非常勤職員及び委託業者の職員を含む。また、入院患者

等には、退院患者１名を含む。 

※濃厚接触者が陽性を確認された場合は、当該感染者の濃厚接触者にも並行して検査

を実施。 

 

５月12日から５月19日までの間、職員138名、入院患者等162名、濃厚接触者等81名を

対象にＰＣＲ検査を実施した。その結果及び内訳は次のとおり。 

 

CS383319
スタンプ
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単位：人／５月19日現在 

 

 

２ 院内集団感染の分析 

 

(1) 職員及び入院患者等の感染者分布状況は次のとおり。 

           単位：人／５月19日現在 

区分 
１階 

外来 

２階 

病棟 

３階 

病棟 

４階 

病棟 

５階 

病棟 

６階 

医局 
計 

職員 ― ８ ２ ― ― ― 10 

入院 

患者等 
― 11 １ ― １ ― 13 

計 ― 19 ３ ― １ ― 23 

※入院患者等には、２階病棟から退院した１人含む。 

 

(2) 各病棟の状況は次のとおり。 

○１階には売店のほか作業療養室がある。また各階にはデイルームがある。 

○１階と２階以上の病棟とは動線が分離されている。また、２～５階病棟は全て閉鎖病棟

のため、入院患者が階をまたいで自由に移動することはできない。 

  

(3) 感染者は職員、入院患者等とも２階病棟に集中しているが、３階病棟の職員、患者にも陽

性が判明しており、閉鎖性が高いと思われる５階病棟の患者にも陽性が判明している。 

職員は基本的に病棟単位の勤務であり、入院患者も病院内での移動は自由にはできない環

境にある。また、入院患者の面会・外泊は原則禁止されており、主治医が許可した重症患者と

の面会については、面会者に入室時の手指消毒、手袋・ガウン・マスクの着用を指示してい

た。さらに、これまで陽性が確認された病院関係者23人については、発症前２週間における

海外渡航歴や県外移動歴は確認されていない。なお、院外の陽性確認者３人も同様である。 

何らかの理由により同一階の病棟内あるいは階をまたいだ病棟間でウイルスの伝染が発生

したと見られ、移動の自由度から見れば、入院患者よりは職員を介した伝染の可能性が示唆

されるが、感染経路の特定につながるような職員間、職員と入院患者、入院患者間の接触機

会は、現時点では把握されていない。人と人との接触のほか、ＤＶＤ等の共用備品、作業療法

区 分 職員 入院患者等 濃厚接触者等 計 

ＰＣＲ検査対象 138 162 81 381 

検査実施済 138 162 73 373 

陽性患者 10 13 ３ 26 

陽性率 7.2％ 8.0％ 4.1％ 7.0％ 
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室やデイルームの共用などの要因も考えられるが、全ての職員・入院患者について、それら

を把握することは困難である。院外からウイルスが持ち込まれて２階病棟を中心に感染が蔓

延し、周辺病棟に限定的に拡散したようにも見えるが、時系列を踏まえた院内感染の経路に

ついては推測の域を出ない。 

いずれにしても、現時点で、感染拡大リスクのある関係者の囲い込みはひとまず完了して

おり、濃厚接触者の２週間の経過観察が終了すれば、封じ込めが可能な状況と判断している。 

 

 

３ 院外感染拡大の防止 

   

 院内外への感染の広がりを把握してこれ以上の拡大を封じ込めるため、院内はもとより、

濃厚接触者の把握により関係先となった施設ごとに、積極的疫学調査に基づく徹底的な囲い

込みと、ＰＣＲ検査と自宅待機による封じ込めを行った。 

これまでに院外で確認された感染者は、濃厚接触者から確認された３人に留まっている。

迅速に調査を行い、特に地域社会で生活し病院外との接触が不可避である職員の感染者を早

期に把握したことにより、濃厚接触者の把握と自宅待機につなげることができた。現時点で

は、行動歴や濃厚接触者の把握ができず感染のリンクが追えなくなって関係者の囲い込みが

困難となり、院内から地域社会へと感染が蔓延するような事態は回避できている。 

また、調査の過程で把握された関係先のうち、特に感染拡大を警戒すべき施設（医療機関、

高齢者施設等）については、接触者のあった関係者を幅広く調査し、濃厚接触者には自宅待

機を要請し、協力いただくとともに、濃厚接触者だけでなく必要と考えられる関係者全員の

ＰＣＲ検査を実施している。濃厚接触者の健康観察期間の終了をもって封じ込めは完了する

ものと考えており、こうした施設から更に感染が拡大するリスクも回避できている。なお、

主な施設の対応状況は次のとおり。 

○他の医療機関 

・当該病院職員の感染者の濃厚接触者（家族）から陽性が判明し、同人の勤務先である他

の医療機関において接触があった同僚職員５人を把握したため、ＰＣＲ検査を実施し

た結果、全て陰性であった。 

   ・上記の状況から必要な囲い込みを終えており、封じ込め完了の見込み。 

  ○入居施設 

   ・当該病院を５月12日に退院した患者が、同日から入居施設に入所したが、肺炎の症状

が出現したため５月13日に感染症指定医療機関へ入院した。同日、ＰＣＲ検査を実施

した結果、陽性が判明した。 

   ・同人の濃厚接触者等として15人を把握したため、ＰＣＲ検査を実施した結果、全て陰

性であった。 

   ・上記の状況から必要な囲い込みを終えており、健康観察期間の終了をもって封じ込め

完了見込み。 
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本事例は、本県で19事例目となるが、18事例目の発生は４月20日で、それ以降、５月２

日に過去の事例に関連して１人の陽性確認があったものの、本事例以外に新規の感染事例は

発生しておらず、今回の集団感染を契機に市中に感染が広がっている兆候は見られない。 

 

 

４ 今後の取組方針 

 

  本県では、新たな感染者が発生すれば、知事自ら記者会見で経過等を説明するとともに、

感染拡大防止に向けた行動自粛等のお願いや、デマ・中傷等への注意喚起等、県民に伝える

べき情報を直接知事自身の言葉で発信している。 

  また、感染状況の把握、検査・調査結果の分析、今後の対応方針、担当課の繁忙状況や応援

の必要性等、新型コロナウイルスに関するすべての政策決定において、担当部署にとどまら

ず、知事が判断し指揮する体制が構築されている。 

今後とも、個別の感染事例については、１事例ごとに囲い込みと封じ込めを徹底的に行っ

て感染拡大防止を図るとともに、県が独自に定めた「感染第二波への対処戦略」の指標等に

基づき、県内の状況を総合的に判断して、本県の実態に即した対策を実施していくこととし

ており、当面、５月31日までは「感染警戒期」と判断し、警戒を緩めることなく、現在行っ

ている、県外や３密回避の行動自粛要請や、休業協力要請等を継続する方針である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛媛県保健福祉部 
社会福祉医療局 保健福祉課（特措法） 
TEL 089-912-2380／FAX 089-921-8004 

  E-mail hokenfukushi@pref.ehime.lg.jp 
健康衛生局 健康増進課（感染症） 

  TEL 089-912-2400／FAX 089-912-2399 
  E-mail healthpro@pref.ehime.lg.jp 

mailto:healthpro@pref.ehime.lg.jp


 
 

新型インフルエンザ等対策有識者会議の開催について 

 

 

 

 
 
 
 

新型インフルエンザ等対策の円滑な推進のため、新型インフルエンザ等対策閣僚会議の下に、

新型インフルエンザ等対策有識者会議（以下「有識者会議」という。）を開催する。 

１ 新型インフルエンザ等対策有識者会議 

（１）  有識者会議は、次に掲げる意見を、内閣総理大臣に対し述べることとする。 

①  新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年法律第 31号。以下「法」という。）第 6

条第 5 項の規定に基づく意見。 

②  ①に掲げるもののほか、新型インフルエンザ等対策の円滑な推進を図るために必要な

意見。 

（２）  有識者会議は、感染症に関する専門的な知識を有する者その他の学識経験者（以下「学

識経験者」という。）の中から内閣総理大臣が指名する構成員 40 人以内をもって構成する。 

（３）  内閣総理大臣は、構成員の中から有識者会議の長及び有識者会議の長の代理（以下「長

代理」という。）を指名する。 

（４）  長代理は有識者会議の長を補佐し、有識者会議の長に事故があるときは、長代理を有識

者会議の長とする。長代理が２人以上置かれている場合にあっては、あらかじめ内閣総理

大臣が定めた順序で、有識者会議の長とする。 

２ 基本的対処方針等諮問委員会 

（１）  有識者会議の下に、基本的対処方針等諮問委員会（以下「諮問委員会」という。）を開催

する。諮問委員会は、次に掲げる意見を、内閣総理大臣又は法第 16条第 1項の新型インフ

ルエンザ等対策本部長に対し述べることとする。 

① 法第 18 条第 4 項に基づく意見。 

② ①に掲げるもののほか、新型インフルエンザ等の発生時の対策に関する必要な意見。 

（２）  諮問委員会は、有識者会議の長及び長代理並びに内閣総理大臣が指名する有識者会議

の構成員をもって構成し、その総数は、有識者会議の長及び長代理を含め 20 人以内とす

る。 

（３）  諮問委員会の長は、有識者会議の長をもってこれに充て、諮問委員会の長の代理は、長

代理をもってこれに充てる。 

（４）  １（４）の規定は、諮問委員会の長の代理について準用する。 

（５）  内閣総理大臣において特に緊急を要するため諮問委員会の構成員に参集を求めるいと

まがないと認めるとき又は参集するよう努めたにもかかわらず、なお構成員の過半数が出

席できないときは、内閣総理大臣は、法第 18 条第 4 項に基づく意見を諮問委員会の長から

聴取するものとする。 

（６）  諮問委員会の長は、（５）の規定により、意見を述べたときは、その旨及び意見の内容を次

の諮問委員会において報告しなければならない。 

３ 分科会 

（１）  有識者会議は、次の表の上欄に掲げる分科会を開催し、それぞれ同表の下欄に掲げる事

平成 24年８月３日 

新型インフルエンザ等対策閣僚会議決定 

令和２年３月 26日 

一部改正 

 

 

（参考資料１） 



 
 

項について検討する。 

名称 医療・公衆衛生に関する分科会 社会機能に関する分科会 

検討事

項 

医療等の提供体制の確保に係る

事項等医療・公衆衛生に関する

事項。 

登録事業者の登録基準に係る

事項等社会機能に関する事項

（医療・公衆衛生に関する分科

会の検討事項を除く。）。 

（２）  分科会に属すべき構成員は、有識者会議の構成員の中から内閣総理大臣が指名する。 

（３）  内閣総理大臣は、当該分科会に属する構成員の中から分科会の長を指名する。 

（４）  分科会の長に事故があるときは、当該分科会に属する構成員のうちから内閣総理大臣が

あらかじめ指名する者を分科会の長とする。 

（５）  内閣総理大臣は、分科会に、特別の事項を検討させるため必要があると認めるときは、学

識経験者の中から臨時構成員を指名することができる。 

４ 構成員の参集 

内閣総理大臣は、有識者会議及び諮問委員会を開催するため、構成員の参集を求める。 

５ 関係行政機関の責務 

関係行政機関は、有識者会議、諮問委員会及び分科会（以下「有識者会議等」という。）の

運営に最大限協力するものとし、正当な理由がない限り、有識者会議等からの資料提出及び

説明聴取等の要請を拒むことはできないものとする。 

６ 意見の開陳等 

有識者会議等の長は、必要と認める者に対して、有識者会議等への出席を求め、その説

明又は意見の開陳を求めることができる。 

７ 庶務 

有識者会議の庶務は、厚生労働省等関係行政機関の協力を得て、内閣官房において処理

する。ただし、医療・公衆衛生に関する分科会に係るものについては、関係行政機関の協力

を得て、内閣官房との連携の下に厚生労働省において処理する。 

８ その他 

１から７までに定めるもののほか、有識者会議等の運営に関し必要な事項は、有識者会議

等の長が定める。 

 

 



肺炎の発症率

1

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
・軽症（肺炎のないもの～軽度肺炎）：80.9%
・中等症（呼吸困難など）：13.8%
・重症（呼吸不全など）：4.7%
・不明：0.6%

※中国疾病予防管理センター（China CDC）による報告。
※陽性確定例44,672人の解析（0-19歳：2.1% 20-59歳：66.7% ≥60歳：31.2%）

参照：China CDC weekly  2020, 2(8): 113-122 

インフルエンザ（成人）
① A(H1N1) pdm09：4.0%
② A(H1N1) ソ連型：2.3%
③ A(H3N2) 香港型：1.1％
※米国ウィスコンシン州で症状を呈した外来患者及び入院患者の検討結果（2007年-2009年）。
※①150人（18-49歳：75% 50-64歳：21% ≥65歳：3%）
②86人（18-49歳：86%、50-64歳：13% ≥65歳：1%）
③377人（18-49歳：68%、50-64歳：20% ≥65歳：12%）

参照：米国医師会雑誌 JAMA. 2010;304(10):1091-1098.

18.5%

（参考資料２）

http://weekly.chinacdc.cn/en/article/id/e53946e2-c6c4-41e9-9a9b-fea8db1a8f51?from=timeline&isappinstalled=0&fbclid=IwAR0vI2byMnOUzlbbZQsb4edDI_CVgETT6xdu3j4WUlfS2GIed4QaoQcbXnY
https://jamanetwork.com/journals/jama/fullarticle/186549


死亡率
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
・2.3%（罹患者数 44,762人、死亡者数1,023人）
※中国疾病予防管理センター（China CDC）による報告。

参照：China CDC weekly  2020, 2(8): 113-122 

インフルエンザ（超過死亡の割合）
・日本における年間推定死亡者数：約1万人（A）
・日本における年間推定感染者数：約1,000万人（B）
・A/B =約0.1%
※厚生労働省「新型インフルエンザに関するQ&A」を基に計算。

インフルエンザA (H3N2)
・香港における2009年7月～2011年12月の推定死亡率：0.07%
※英国インペリアルカレッジロンドンの報告による。

新型インフルエンザA（H1N1）
・日本における死亡率：0.000016%
※厚生労働省のデータを基に計算。

参照：国立感染症研究所ウェブサイト
https://www.niid.go.jp/niid/ja/typhi-m/iasr-reference/2471-related-articles/related-articles-477/9235-477r06.html
https://www.niid.go.jp/niid/ja/flu-m/590-idsc/8979-fludoko-2018.html
BMC Infectious Diseases. 2017, 17:337
厚生労働省ウェブサイト https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou01/qa.html

http://weekly.chinacdc.cn/en/article/id/e53946e2-c6c4-41e9-9a9b-fea8db1a8f51?from=timeline&isappinstalled=0&fbclid=IwAR0vI2byMnOUzlbbZQsb4edDI_CVgETT6xdu3j4WUlfS2GIed4QaoQcbXnY
https://www.niid.go.jp/niid/ja/typhi-m/iasr-reference/2471-related-articles/related-articles-477/9235-477r06.html
https://www.niid.go.jp/niid/ja/flu-m/590-idsc/8979-fludoko-2018.html
https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou01/qa.html


入院期間

3

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
・中央値：11日（四分位数範囲：7·0–14·0）
参照：Lancet. 2020 Mar 11. pii: S0140-6736(20)30566-3. 

新型インフルエンザA（H1N1）インフルエンザ
・中央値：3日（四分位数範囲：0－81）
参照： Croat Med J. 2011 Apr; 52(2): 151–158.

年齢ごとの死亡
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
・60歳以上：6.0％（り患者数 13,909人、死亡者数 829人）
・30歳未満：0.17%（り患者数 4,584人、死亡者数 8人）
※中国疾病予防管理センター（China CDC）による報告。

参照：China CDC weekly  2020, 2(8): 113-122. 

https://a.msip.securewg.jp/docview/viewer/docN5B30D9DA26473197b2da49e740b135d25e26b91ba930c56a45ee1905b3e1cc38bd96f3366e3f
https://jamanetwork.com/journals/jama/fullarticle/186549


健康観察の推奨期間

4

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
・国立感染症研究所の公表する積極的疫学調査の実施要領において、濃厚接触者については
14日間健康観察をすることが推奨されている。

参照：国立感染症研究所感染症疫学センター新型コロナウイルス感染症患者に対する積極的疫学調査実施要領（2020年4月
20日暫定版）. 

潜伏期間
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
・1～14日（一般的には約5～6日）
参照：WHOウェブサイト https://www.who.int/news-room/q-a-detail/q-a-coronaviruses

https://a.msip.securewg.jp/docview/viewer/docN5B30D9DA26473197b2da49e740b135d25e26b91ba930c56a45ee1905b3e1cc38bd96f3366e3f


5

ウイルスの遺伝子学的な特徴
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
・令和２年１月から２月にかけて、中国武漢から日本国内に侵入したウイルス株は、地域的
な感染クラスターを複数発生し消失に転じていることが確認された。

・ダイヤモンド・プリンセス号の大規模感染を引き起こしたウイルス株は、現在検出されず
日本においては終息したものと思われる。

・世界では３⽉初旬からヨーロッパおよび北⽶で感染拡⼤と感染爆発の傾向がみられ、⽇本
においてもヨーロッパ株を基点にしたウイルス株が検出された。

・令和年 3 ⽉末から４⽉中旬における⽇本の状況は、初期の中国経由（第１波）の封じ込め
に成功した⼀⽅、欧⽶経由（第２波）の輸⼊症例が国内に拡散したものと強く⽰唆された。

※日本国内陽性確定例562人の解析
※国立感染症研究所は、SARS-CoV-2のゲノム上にランダムに発生する変異箇所の足跡をトレースすることによりSARS-CoV-2のゲノム上にランダ
ムに発生する変異箇所の足跡をトレースすることにより、感染リンクの過去を遡り積極的疫学調査を支援している。

参照：国立感染症研究所病原体ゲノム解析研究センター新型コロナウイルスSARS-CoV-2のゲノム分子疫学調査
（令和2年4月27日）



6

日本の患者の特徴

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

・感染者の大部分は20歳以上。
・7.7％（167人/2157人）が重症化し、2.6％（56人/2175人）が死亡した。
・60歳以上の者の重症化する割合及び致死率が高い。
・重症化した者のうち、59％が男性であった。
（男性のうち10.3％、女性のうち4.3％が重症化した。）

※令和２年１月の患者発生からから３月末までの日本人患者2175人における報告。

参照：Furuse Y, et al. Jpn J Infect Dis. 2020 Apr 30

https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Furuse%20Y%5BAuthor%5D&cauthor=true&cauthor_uid=32350228


7

日本での経済的な影響

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

・人との接触が多い業態では、2020年３月後半の支出が10％以上減少しており、人との接触
が通常程度の業態では、約５％減少している。

・在宅勤務（テレワーク）の実施が困難な業態では、2020年３月後半の支出が８％以上減少
しており、在宅勤務（テレワーク）の実施に柔軟な業態では、約５％減少している。

※JCB消費NOWによるクレジットカードの支出額の昨年度との比較。

参照：Kikuch, S. et al (2020). “Heterogeneous Vulnerability to the COVID-19 Crisis and Implications for Inequality in 
Japan”, RIETI Discussion Paper Series, 20-E-039, 2020 April.  



8

台湾における追跡調査

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

・接触者2,761人中、二次感染は22例。
・二次感染のうち４例は無症状であり、二次発症率は0.7% (95% CI, 0.4%-1.0%) (18/2,761
人)
・22例の二次感染はすべて、感染者との接触が６日以内の間に起きた。
・発症６日以降の接触における二次発症率は0% (95% CI, 0%-0.4%) (0/851人)
・発症前の接触における二次発症率は1.0% (95% CI, 0.5%-2.0%) (10/735人)

※2020年１月15日から３月18日までの台湾における患者100人及びその接触者2,761人における報告。

参照：米国医師会雑誌 Cheng, H. et al; Contact Tracing Assessment of COVID-19 Transmission Dynamics in Taiwan and 
Risk at Different Exposure Periods Before and After Symptom Onset, JAMA Intern Med. 2020 May. [Epub ahead of print]



（１）感染の状況（疫学的状況） （２）①医療提供体制（療養状況）
A B C D E F G H I J K L

時点 2019.10 ~5/20(1W) ~5/20(1W) ~5/13(1W) ~5/15(1W) 5/13,15 5/13,15 5/7 5/7 5/14,15 5/11

単位 千人 人 人 ％ 人 人 人 人 人 人

北海道 5,250 36 0.686 69 0.52 32% 241 18 306 19 58 71
埼玉県 7,350 23 0.313 53 0.43 21% 152 8 262 16 30 51
千葉県 6,259 13 0.208 20 0.65 45% 110 11 245 18 25 37
東京都 13,921 78 0.560 173 0.45 53% 1,077 53 1,511 93 108 129
神奈川県 9,198 99 1.076 73 1.36 23% 203 34 214 34 59 60
京都府 2,583 1 0.039 16 0.06 10% 45 2 75 5 12 15
大阪府 8,809 21 0.238 69 0.30 33% 341 41 466 61 98 142
兵庫県 5,466 4 0.073 21 0.19 0% 78 19 163 24 26 29

青森県 1,246 0 0.000 1 0.00 - 6 0 10 0 0 0
岩手県 1,227 0 0.000 0 - - 0 0 0 0 - -
宮城県 2,306 0 0.000 0 - - 5 0 10 1 1 2
秋田県 966 0 0.000 0 - - 1 0 3 0 0 0
山形県 1,078 0 0.000 0 - - 11 2 15 2 0 0
福島県 1,846 0 0.000 1 0.00 - 24 2 36 1 4 4
茨城県 2,860 0 0.000 0 - - 33 4 54 5 5 7
栃木県 1,934 7 0.362 3 2.33 50% 19 5 26 5 0 0
群馬県 1,942 1 0.051 0 - - 51 2 69 1 4 8
新潟県 2,223 1 0.045 3 0.33 0% 26 0 29 0 4 4
富山県 1,044 5 0.479 6 0.83 17% 64 2 87 1 7 7
石川県 1,138 6 0.527 13 0.46 0% 90 3 113 6 21 24
福井県 768 0 0.000 0 - - 16 3 25 3 0 1
山梨県 811 3 0.370 1 3.00 100% 6 1 10 1 1 0
長野県 2,049 0 0.000 3 0.00 0% 26 2 40 2 0 0
岐阜県 1,987 0 0.000 0 - - 15 1 37 1 0 0
静岡県 3,644 0 0.000 0 - - 12 2 29 2 0 0
愛知県 7,552 5 0.066 6 0.83 75% 76 4 122 7 9 11
三重県 1,781 0 0.000 0 - - 10 0 15 0 0 0
滋賀県 1,414 3 0.212 1 3.00 100% 23 1 31 1 4 6
奈良県 1,330 0 0.000 3 0.00 0% 18 0 29 1 1 2
和歌山県 925 0 0.000 2 0.00 0% 12 0 17 0 - -
鳥取県 556 0 0.000 0 - 50% 2 0 2 0 0 0
島根県 674 0 0.000 0 - - 10 1 16 1 0 0
岡山県 1,890 0 0.000 2 0.00 0% 4 0 8 0 0 -
広島県 2,804 1 0.036 0 - - 32 2 63 3 10 10
山口県 1,358 0 0.000 0 - - 4 1 6 1 0 0
徳島県 728 0 0.000 0 - - 0 0 1 0 0 0
香川県 956 0 0.000 0 - - 6 0 15 0 0 0
愛媛県 1,339 23 1.718 3 7.67 5% 5 0 7 2 6 2
高知県 698 0 0.000 0 - - 5 0 8 0 1 1
福岡県 5,104 2 0.039 6 0.33 33% 69 10 138 13 30 35
佐賀県 815 1 0.123 1 1.00 - 14 0 21 3 2 6
長崎県 1,327 0 0.000 0 - - 1 0 3 0 - -
熊本県 1,748 0 0.000 1 0.00 - 15 1 28 3 0 0
大分県 1,135 0 0.000 0 - - 4 0 13 0 0 0
宮崎県 1,073 0 0.000 0 - - 5 0 6 0 0 0
鹿児島県 1,602 0 0.000 0 - - 3 0 5 0 0 0
沖縄県 1,453 2 0.138 0 - - 27 4 60 5 0 1
日本 126,167 335 0.027 550 0.61 32% 2,997 239 4,449 341 526 665

※：人口推計　第４表   都道府県，男女別人口及び人口性比－総人口，日本人人口（2019年10月１日現在）
※：累積陽性者数は、感染症法に基づく陽性者数の累積（各都道府県の発表日ベース）を記載。なお、5/19及び5/20分については、厚生労働省に報告があった件数を記載。
※：入院確定数は、一両日中に入院すること及び入院先が確定している者の数。
※：重症者数は、集中治療室（ICU）等での管理、人工呼吸器管理又は体外式心配補助（ECMO）による管理が必要な患者数。
※：入院患者・入院確定数については、８都道府県については5/15時点、それ以外の県については5/13時点。
※：宿泊患者数については、８都道府県については5/15時点、それ以外の県については5/14時点。

人口 直近１週間
累積陽性者数

対人口10万人
B/(A/100)

その前１週間
累積陽性者数

うち
重症者数

入院患者・
入院確定数

うち
重症者数 宿泊患者数

直近１週間と
その前１週間の比
（B/D）

入院患者・
入院確定数

感染経路不明
な者の割合

（アンリンク割合）

5月21日 第７回基本的対処方針等諮問委員会 参考資料3-1
※I・J列の入院患者・入院確定数、うち重症者数のデータを修正（4/28時点の数値になっていたもの。）

参考資料３－１



（２）②医療提供体制（病床確保等） （３）検査体制の構築
M N O P Q R S T U V W

時点 5/1 5/1 5/1 5/15 5/15 5/14,15 ～5/13(1W) ～5/6(1W) 5/6(1W)→
5/13(1W) ~5/13(1W) ~5/6(1W)

単位 床 床 室 件 件 人 人

北海道 済 済 済 693 1,547 930 1,743 1,786 0.98 69 188

埼玉県 済 済 済 602 602 1,055 4,810 3,617 1.33 53 70

千葉県 済 済 済 807 1,700 666 2,684 2,290 1.17 20 36

東京都 済 済 済 3,300 4,000 2,865 12,620 9,254 1.36 173 638

神奈川県 済 済 済 1,296 2,800 2,359 3,369 2,723 1.24 73 131

京都府 済 済 予定 264 400 338 1,638 1,374 1.19 16 25

大阪府 済 済 済 1,137 3,000 1,565 4,095 3,748 1.09 69 105

兵庫県 済 済 予定 515 515 578 1,391 1,320 1.05 21 33

青森県 済 済 済 126 225 30 102 59 1.73 1 0

岩手県 済 済 済 93 166 - 64 29 2.21 0 0

宮城県 済 済 済 388 400 200 344 343 1.00 0 0

秋田県 済 済 済 105 105 16 31 35 0.89 0 0

山形県 済 済 予定 150 150 203 154 241 0.64 0 1

福島県 済 済 済 229 800 200 748 467 1.60 1 8

茨城県 済 済 済 151 600 175 1,431 1,055 1.36 0 6

栃木県 済 済 済 130 250 111 582 360 1.62 3 0

群馬県 済 済 済 170 280 150 463 391 1.18 0 1

新潟県 済 済 済 411 766 50 495 406 1.22 3 3

富山県 済 済 済 500 500 100 536 480 1.12 6 21

石川県 済 済 済 233 520 170 389 366 1.06 13 21

福井県 済 済 済 165 350 115 254 345 0.74 0 0

山梨県 済 済 済 80 400 21 1,152 1,109 1.04 1 3

長野県 済 済 済 300 300 200 371 355 1.05 3 7

岐阜県 済 済 済 353 458 265 294 245 1.20 0 1

静岡県 済 済 済 200 200 155 745 657 1.13 0 5

愛知県 済 済 済 500 1,500 1,300 1,497 1,075 1.39 6 12

三重県 済 済 済 175 175 64 217 223 0.97 0 0

滋賀県 済 済 予定 184 570 62 284 242 1.17 1 2

奈良県 済 済 済 240 500 108 478 414 1.15 3 5

和歌山県 済 済 予定 124 160 - 370 498 0.74 2 2

鳥取県 済 済 済 322 322 412 104 97 1.07 0 0

島根県 済 済 済 253 253 45 130 88 1.48 0 1

岡山県 済 済 済 117 300 78 227 159 1.43 2 0

広島県 済 済 済 266 270 130 711 768 0.93 0 10

山口県 済 済 済 384 384 594 124 193 0.64 0 5

徳島県 済 済 済 172 200 208 92 89 1.03 0 0

香川県 済 済 済 43 125 101 193 185 1.04 0 0

愛媛県 済 済 済 203 203 67 157 158 0.99 3 1

高知県 済 済 済 77 200 16 125 152 0.82 0 0

福岡県 済 済 済 430 1,800 826 1,722 1,589 1.08 6 12

佐賀県 済 済 済 146 214 230 146 233 0.63 1 4

長崎県 済 済 済 102 903 - 471 231 2.04 0 0

熊本県 済 済 予定 312 312 867 481 429 1.12 1 0

大分県 済 済 済 258 300 65 339 271 1.25 0 0

宮崎県 済 済 済 106 231 150 99 97 1.02 0 0

鹿児島県 済 済 済 253 253 188 156 127 1.23 0 0

沖縄県 済 済 済 225 430 262 684 914 0.75 0 1

日本 - - - 17,290 30,639 18,290 49,312 41,287 1.19 550 1,358

※：受入確保病床数は、ピーク時に新型コロナウイルス感染症患者が利用する病床として、各都道府県が医療機関と調整を行い、５/15時点で確保している病床数。実際には受入れ患者の重症度等により、変動する可能性がある。
※：受入確保想定病床数は、ピーク時に新型コロナウイルス感染症患者が利用する病床として、各都道府県が見込んでいる（想定している）病床数であり変動しうる点に特に留意が必要。また、実際には受入れ患者の重症度等により、変動
    する可能性がある。受入確保病床数が、受入確保想定病床数を超える都道府県にあっては、受入確保病床数を受入確保想定病床数として記載。
※：宿泊施設確保数は、受け入れが確実な宿泊施設の部屋として都道府県が判断し、厚生労働省に報告した室数。都道府県の運用によっては、事務職員の宿泊や物資の保管、医師・看護師の控え室のために使用する居室等として、一部
　　使われる場合がある。（居室数が具体的に確認できた場合、数値を置き換えることにより数値が減る場合がある。）数値を非公表としている県又は調整中の県は「-」で表示。８都道府県については5/15時点、それ以外の県については5/14時点。
※：PCR検査件数は、①各都道府県から報告があった地方衛生研究所・保健所のPCR検査件数（PCR検査の体制整備にかかる国への報告について（依頼）（令和２年３月５日））、②厚生労働省から依頼した民間検査会社、大学、医療
　　機関のPCR検査件数を計上。一部、未報告の検査機関があったとしても、現時点で得られている検査件数を計上している。
　　PCR検査件数は、祝日・休日になると減少する傾向にある。特に5/6の週はゴールデンウィークと重なり、大きく検査件数が減少していることが考えられる。

患者受入れ
調整本部
の設置状況

新型コロナ対策
協議会の
設置状況

変化率 (参考)それぞれの週
の陽性者数

周産期医療
の協議会
開催状況

受入確保
病床数

受入確保
想定病床数

宿泊施設
確保数

最近１週間の
PCR検査件数

2週間前の
PCR検査件数



地保第 ６３２ 号 

令和２年(2020 年)５月１９日 

厚 生 労 働 大 臣 様 

北 海 道 知 事 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制の  

現状に関する認識について（回答） 

 令和２年５月１４日付け厚生労働省発健 0514 第８号により照会のありましたこの 

ことについて、別添のとおり回答します。 

保健福祉部健康安全局地域保健課  

（新型コロナウイルス感染症対策本部） 

電話：011-231-4111（内線 38-955） 
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北海道における医療提供体制及び検査体制について 

１． 現状 

（１）医療提供体制

○ 道では、新型コロナウイルス感染症患者を受け入れるため、国立病院

機構や日本赤十字社北海道支部、全国自治体病院協議会北海道支部など

公立・公的病院の全道規模の団体等に要請し、必要な病床を確保してき

たところ。

○ 患者数が大幅に増加している札幌圏については、札幌市が、市内の基

幹的な医療機関と協議の場を設け、病床拡大に向けて取り組んできてい

るが、道としても、圏域内の患者の受入が可能となるよう、大学病院な

ど複数の医療機関に対して、病床拡大の要請を行ってきたところ

○ 陽性患者の入院受入可能医療機関は5月１８日時点で５９医療機関、

６９３床、そのうち重症患者受入病床１００床、札幌圏は３８４床、そ

のうち重症患者受入病床５２床となっている。

そのほか、札幌市内に軽症者等の入所施設として、3 棟で最大９３０

人の受入可能な宿泊療養施設を設置したところ。 

○ 道内における陽性患者数は 5 月１８日時点で３１９名（うち宿泊療

養４７名）、札幌圏の患者は２７６名（うち宿泊療養４７名）となって

おり、人工呼吸器等必要な重症者患者は１６名である。

○ 北海道の感染状況は一時より改善しているが、依然として厳しい状況

が続いており、特に札幌圏においては、第一波のピーク時と同程度の状

況にあり、全国的に見ても札幌は高い水準が続いている中、関係者の協

力を得て、必要な医療を提供している状況。

（２）検査体制

○ 道では、これまで、迅速な検査が行えるよう、道立衛生研究所や１０

カ所の道立保健所での検査体制を整えたほか、医療機関や民間検査機関

に対しても働きかけ、検査機関の拡充を図ってきたところ。
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○ その結果、現在、１日当たりの検査能力は、道と保健所設置市における

検査分で４４０人程度、医療機関、民間検査機関分で２６０人程度、合計

７００人程度となっている。

○ 直近１週間（5 月 11 日～5 月 17 日）の平均検査件数は 176.3 件、

これまで１日最大３２０件であり、検査が滞っていたことはない。

○ 地域外来・検査センターについては、５月１日に札幌市内に開設し、

５月３日から開業している。

２． 今後の対応 

（１） 医療提供体制におけるピーク時に備えた検討など

○ 道では、各圏域において、厚生労働省が 3 月 6 日付けで示した「ピ

ーク時推計」を踏まえ、感染患者数が大幅に増えたときの対応方法（ど

の病院で重症・中等症の患者をどの程度受け入れられるか、どのような

役割分担が必要か）に関する議論を進めている。

○ 札幌圏域のように、実際に感染拡大が進んでいる地域では、現に、通

常の医療提供体制（役割分担）を変更しながら、患者の発生状況に応じ

て、最大限の病床確保を進めていただいているところ。

一方、患者発生数が少ない地域では、現実的な病床数の議論は困難な

面もあることから、想定する病床数の多寡ではなく、まずは、患者数が

大幅に増えたときの課題や役割分担等について認識共有を図ること（プ

ロセス）が重要と考えている。

○ 現在、患者発生数が少ない地域も、今後、感染拡大が進むおそれはあ

る。現時点において、各圏域における議論の状況を集計した数値として

は、「１,５４７床（うち重症病床１３２床）」であるが、今後も、地域の

医療機関には、患者数が大幅に増えたときにどのように対応する必要が

あるか、感染拡大が進んでいる地域の事例も参考にしながら、引き続き、

議論頂くこととしている。

道としては、今後とも、患者の増加に備え、必要な病床確保に努める。 
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（２）検査体制の構築における今後の対応 

 ○ 今後、道立衛生研究所などでの検査体制の効率化や医療機関、民間検査 

機関へのさらなる働きかけなどにより、今月中に１日１,０００人分の検 

査が可能となるよう検査体制を拡充する見込み。 

 

 ○ 地域外来・検査センターについては、札幌市以外の地域においても、地 

域の医師会や自治体、医療機関等が連携し、その設置が検討されており、 

今後、順次整備していく予定。 
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令和２年５月 19 日  

青 森 県  

 

青森県の新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制に係る現状と課題等について 

 

１ 医療提供体制について 

 ⑴ 病床確保について 

   本県では、令和２年５月 15日現在、126床の病床（感染症病床含む。）を確保して

いるが、県ではピーク時に必要とされる病床数として最大 225床必要と試算してお

り、まだ充足している状況ではない。また、医療資源の乏しい本県では、圏域の３次

救急などを担い高度医療を提供する医療機関が感染症指定医療機関も担っているた

め、同医療機関が新型コロナウイルス感染症患者の重症者だけでなく、軽症者等につ

いても診療しなければならない状態となっており、地域の中核的病院である感染症指

定医療機関の負担が増加している。 

   こういった状況を踏まえ、県内の感染症指定医療機関や医師会等の関係機関と協議

を行い（これまでに５回開催）、現状と課題を共有し、十分な病床が確保されるよう

図るとともに、圏域における協議についても進めている。 

   また、不足する病床を補うため、軽症者等が療養するための施設として、１棟 30

室のホテルを借り上げ、病床が枯渇したときに備えるとともに、患者の発生状況を踏

まえ、更なる宿泊療養施設の確保について検討しているところである。 

 

 ⑵ 医療従事者確保について 

本県は、医師をはじめとした医療従事者数が総じて全国最下位レベルと不足が顕著

であることから、平時における高度・専門医療、救急医療を担っている中核的医療機

関の医療従事者の負担が大きくなっており、これらの医療提供体制を維持することが

厳しい状況にある。 

これに加え、今回の新型コロナウイルス感染症の発生拡大に係る帰国者・接触者外

来の設置、入院患者の受入、院内感染防止対策の実施などが加わったことにより、更

に高度・専門医療、救急医療を担っている中核的医療機関における医療従事者の負担

が（特別警戒区域を除く）他都道府県の医療従事者に比べて高くなり、一層疲弊感、

不安感も強くなっている。 

 本県においては、今後の新たな感染症の発生をも見据え、医療従事者の増加、質的

向上、医療連携体制の強化などについてより一層強く取り組む必要があると考えてお

り、国においても、地方と連携しながら幅広い職種と人材を派遣し、現場を支援する

体制を整備するなど、各種の支援、助言等についてお願いしたい。 

 

 ⑶ 公衆衛生医師の確保について 

   新型コロナウイルス感染症対策において、保健所は、帰国者・接触者相談センター

を設置して住民の相談に対応しているほか、積極的疫学調査や健康観察などの重要な
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業務を担っている。また、保健所は、地域健康危機管理の中核的な役割を担ってお

り、とりわけ非常時において保健所長は、迅速な情報収集と分析を行い、組織を指揮

監督する重要な立場にある。 

   そうした中、全国的に公衆衛生医師の不足は深刻であり、本県においても保健所長

の兼務が生じているほか、５名の保健所長のうち４名が 65 歳を超えるなど、今後の

公衆衛生医師の確保は極めて厳しい状況にある。現状において、仮に、兼務している

双方の保健所管内でクラスターなどの大規模な事案が発生した場合、保健所がその機

能を十分に果たすことができるのか不安がぬぐえない状況にある。 

   本県としても、これまで、①広報活動、②キャリアパスの提示、③医師ネットワー

クの構築によるリクルートの実施などの公衆衛生医師確保策を講じてきたが、そもそ

も多くの医師は臨床分野に進むため、若い人材を長期的に確保するのが難しく、県の

取組にも限界を感じているところである。 

   そこで、国においては、公衆衛生行政の指導的役割を担う公衆衛生医師が不足して

いることは、国全体の健康危機管理に関する機能の低下を招くことになり兼ねず、臨

床医不足よりも危機的状況であることを認識した上で、公衆衛生医師の確保と育成に

向けて、若手医師の誘導策など必要な対策を講じていただきたい。 

 

 

２ 検査体制について 

⑴ 本県の検査体制の現状 

○ 青森県環境保健センター（地方衛生研究所） 

    配置人員：４名 

    検査能力：26件／日（瞬間最大 40件／日） 

  ○ 民間検査機関への委託 

    20件／日程度 

 

⑵ 本県の認識等 

現状においては、検査需要を満たしていると考えているが、今後、クラスターの発

生など、特定警戒都道府県と同等に感染が拡大した場合、現状の検査能力では不十分

であると考えている。 

県としては、感染拡大に備えて、ＰＣＲ検査機器の更新、行政検査の民間検査機関へ

の委託、地域外来・検査センターの設置等により、引き続き検査能力の強化を図ってい

るところであるが、国においても、それに対応するための人材の派遣、検査機器等の導

入等の支援体制の整備をお願いしたい。 
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新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制の 

現状の認識について 
 

１ 医療提供体制の確保について 
（１）地域医療体制の確保 
① 現状 

   ・ 受入施設については、感染症病床 38 床と併せて、一般病床において、簡

易陰圧装置を 55台整備し、合計 93床を確保済みである。 

・ 入院等搬送調整班、ＤＭＡＴを配置し、患者の症状にあわせ、搬送先や搬

送手段を調整する体制を構築している。 

② 今後の課題等 
・ 入院等搬送調整班をはじめとして、長丁場を見据えた体制づくりが必要で

ある。 

・ 妊娠中の看護職員や感染症に罹患した医療従事者の代替職員確保の支援等、

地域医療を支えることができる医療体制の構築が必要である。 

 

（２）外来医療体制の強化 
① 現状 
・ ５月 18 日に、県内の２つの二次医療圏に、ドライブスルー方式による発

熱外来（地域外来・検査センター）が設置された。 

・ 他の医療圏においても発熱外来（地域外来・検査センター）の早期設置に

向けて、郡市医師会や関係団体、市町村等と協議を進めている。 

② 今後の課題等 
・ 地元医師会等と連携した運営体制の構築、発熱外来（地域外来・検査セン

ター）設置に必要な資器材の確保が必要である。 

 

（３）入院医療体制の強化 
① 現状 
・ 軽症者等の宿泊療養施設として、まずは 60～100室程度の宿泊施設を１棟

借り上げることで調整を進めている。 

・ 県全体では 300室程度を確保する方向で、宿泊施設管理者等との調整を進

めている。 

・ ＥＣＭＯ（対外式膜型人工肺）、人工呼吸器、簡易陰圧装置の整備に係る

経費を措置し、現在、整備を進めている。 

 

令和２年５月 20日  

岩 手 県 
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② 今後の課題等 
・ 感染管理に適した軽症者等宿泊施設の運営体制の構築が必要である。 

・ 重症患者発生時に対応する医療人材の派遣や医師が感染した際の代替医師

の派遣等、医療機関間の支援体制の構築が必要である。 

・ 医療従事者の宿泊施設の確保が必要である。 

・ 結核病床、休床病床の活用の検討が必要である。 

・ 医療物資（マスク、個人防護具、試薬等、消毒用機器等）の確保が必要で

ある。 

・ 新型コロナウイルス感染症に対応する診療報酬の適切な評価が必要である。 

 

２ 検査体制の構築について 
（１）ＰＣＲ等検査体制の強化 
① 現状 
・ 岩手県環境保健研究センターにＰＣＲ検査機器を増設し、検査能力を拡充

した。（40件/日⇒80件/日） 

・ＰＣＲ検査の民間委託を開始した。（４月～） 

② 今後の課題等 
・ 緊急時など、医師が必要と判断する場合のＰＣＲ検査等の受託検査態勢の

拡充が必要である。 

・ 手術前・入院前検査の報酬算定化（現在は救急入院時のみ報酬算定が認め

られている）が必要である。 

・ 民間検査機関におけるＰＣＲ検査の更なる拡充が必要である。 

・ 医療機関におけるＰＣＲ等検査機器の導入を促進し、行政検査体制を拡充

することが必要である。 

・ ＰＣＲ検査の試薬及び検体採取容器等の確保が必要である。 

・ 抗原検査及び抗体検査の導入や技術開発が必要である。 
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宮城県知事の認識について 

 

１ 医療提供体制について 

 

⑴ 本県の現状 

本県では，令和２年３月３１日に開催した県内主要病院長会議において，新型コ

ロナウイルス感染症患者数が大幅に増えた場合の医療機関の役割分担について協議

した結果，感染症患者を重点的に受け入れる医療機関を設けず，県内の主要病院に

おいて可能な範囲で患者を受け入れることで合意している。 

感染症指定医療機関（７病院）及び入院協力医療機関（１３病院）では，県内感

染期（まん延期・ピーク時）において３８８床（重症者５７床・中等症の者３３１

床）の受入協力をいただけるとの回答を得ている。 

更に感染が拡大する場合には，県医師会等の協力をいただきながら，２０病院以

外での患者の受入について検討を進めていくこととしている。 

現在の本県の医療提供体制及び調整本部の運営状況は，次のとおり。 

 

【医療提供体制】（５月１８日現在） 

・確保病床数 ８６床（重症９床，重症以外７７床） 

・入院療養中の者 ２名（軽症） 

・利用可能なＥＣＭＯ１２台，人工呼吸器（成人用）９２台，人工呼吸器（小児・

新生児用）１６台 

・宿泊療養先として，民間宿泊施設（２００室）を確保。最大１１人だった入所者

は，５月１５日から０人。 

・帰国者・接触者外来は２３カ所設置。そのうち1カ所は大規模なドライブスルー

方式で検体採取を行い，軽症者を効率的に検査できる体制を構築。 

・発熱外来は１カ所設置。さらに，県内の複数箇所で医師会と連携して効率的な外

来・検査の流れを検討中。 

・帰国者・接触者相談センターの負担軽減のため，２４時間対応の新型コロナウイ

ルス感染症に関する健康電話相談窓口（コールセンター）を仙台市と共同で設

置。 

 

【宮城県調整本部の運営状況】 

・新型コロナウイルス感染症対策宮城県調整本部を設置（４月９日）。 

・構成員は，有識者９名（感染症分野６名，救急医療分野２名，集中治療分野１

名）に加え，患者搬送コーディネーター５名（統括ＤＭＡＴ等の有資格者等）。 

・呼吸器科，産科，新生児科，小児科，透析，精神等の専門領域についても助言を

いただく医師に協力依頼済み。 

・当初，各保健所で入院先を調整していたが，４月１６日からの宿泊療養施設での

受入開始に伴い，仙台市分も含めて県調整本部に集約。陽性患者の基本情報を県

調整本部で受け，入院（転院）先医療機関の調整，宿泊療養施設への入所決定等

を一元的に実施。 
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・新型コロナウイルス感染症患者の受入可能病床数については，感染症指定医療機

関及び入院協力医療機関の協力の下，宮城県救急医療情報システムを活用し，関

係者が迅速に把握・共有できる体制を構築。 

 

⑵ 認識 

当面の間，新型コロナウイルス感染症患者の受入れには十分に対応できると考え

ている。 

医療機関の負担増とならないよう，国の補助金も含めた財政支援のあり方が課題

である。 

 

２ ＰＣＲ等の検査体制について 

 

⑴ 本県の現状 

検査開始以来，検査方法の見直しや人員の拡充，県医師会の協力などにより，検

査能力の拡充を図り，現在，宮城県及び仙台市における１日当たりの検査可能件数

は１８０件となっている。 

これまでの１日当たりの最大検査数は１４４件，５月１８日時点の直近１週間の

平均検査件数は約４０件である。 

これまで累積２，５７５件を検査し，陽性率は３．４％，直近２週間の陽性率は

０％である。 

 

⑵ 認識 

当面は十分な検査体制が確保できていると考えている。 

今後，クラスターの発生等により，感染疑い者が大幅に増加した場合には，次の

ような対策を考えている。 

 

【対策】 

・地方衛生研究所の検査体制の見直し（検査人員の増強） 

・民間検査機関の活用（全国２９社中，２０社が本県内から受託可能） 

・大学及び病院内の検査機能の活用 

 

本県ではＰＣＲ検査調整会議を設置しており，これらの対策について，当該会議

で検討しながら，機動的・効率的にＰＣＲ等の検査を推進していく。 
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新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状と課題について 

 

秋 田 県  

 

１ 現状認識 

（１）医療提供体制 

○ 当県では、幸い、これまでの感染者数が１６名と少なかったことから、入

院病床については、現在確保している１０５床の中で対応することができた。 

○ また、当県は、医師不足のほか、ＩＣＵや感染症病床の病床数など医療資

源はかなり厳しい状況にあるが、日頃から、行政、医療機関、大学及び医師

会等の関係団体が一体となって課題に取り組む体制が構築されていることも

あり、発熱などの症状がある救急患者の搬送先が決まらない、いわゆる「た

らい回し」が生じなかったほか、広域での調整も含め、感染者の入院受入れ

が円滑に行われた。 

○ ただ、今後の第二波や第三波の発生、又は１０人を超える規模のクラスタ

ー発生といった局面を想定すれば、現在の病床数では対応できなくなること

から、地域バランスも考慮した上で、なお相当数の病床を確保する必要があ

ると認識している。 

○ また、新型コロナウイルス感染症は軽症者や無症状者が極めて多いことか

ら、宿泊療養施設等の確保についても、現在の１６室、最大２９名の体制で

は十分とは言えないことから、より多くの受入体制の準備を進めていると同

時に、秋田市以外の地域においては病院内の休床病棟の活用を検討している。 

 

（２）ＰＣＲ等検査体制 

○ ＰＣＲ検査件数は、４月１４日のピークにおいて６３件であったが、これ

らの検査に当たっては、医師の総合的判断により的確に行政検査に結びつけ

ることができたほか、スピードを重視し、原則として患者が帰国者・接触者

外来を受診した当日に検体を採取して検査結果が判明したことで、迅速に入

院へ移行し、患者の重症化や濃厚接触者等への二次感染を防止できたものと
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認識している。 

○ 現在、３機関で１日当たり１００件のＰＣＲ検査体制を整えているが、第

二波以降の発生をにらみ、全自動検査機器の導入を含め、更なる検査体制の

拡充に向けて準備に取りかかっている。 

○ また、検体採取については、医師会や市町村の協力を得て、既存の帰国者

・接触者外来を補完する体制を整えるべく準備を進めているところであり、

県土の面積の広い当県においても、身近な地域で検査が可能な体制を整備す

る必要があると考えている。 

 

２ 今後の課題 

○ 検体採取、ＰＣＲ検査、入院治療いずれの局面においても、未知のウイル

スとの戦いであることに伴う、医療従事者の確保が大きな課題となっている

ほか、一般県民の極めて大きな不安が人材確保の妨げとなっている。 

  具体的には、検体採取や宿泊療養にあたる医療人材の確保に苦慮している

ほか、それらを行う場合に付近の住民から示される強い不安を解消しきれな

い、という問題が生じている。 

  この点については、是非、国において、全国民に向けて、強力かつ積極的

な啓発をお願いしたいと存じている。 

○ また、公設診療所（ＰＣＲ検査センター等）の整備に当たり、医療従事者

等に対する感染時の補償等について、国としての基準や財政支援等のルール

があれば、従事者の不安を取り除くことができ、更に円滑に進められるもの

と考えている。 
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＜回答＞ 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状に関する認識 

 

 

１ 医療提供体制について 

  本県の感染者は、３月３１日に初めて確認して以来、５月１９日時点で６９人にの

ぼり、うち６１人が既に退院している。 

  県としては、入院患者の増加に備え、患者を重点的に受け入れる「重点医療機関」

を中心に約１５０床の病床を確保するとともに、軽症者・無症状者を受け入れるため

宿泊療養施設を３施設借り上げ、約２００名分の受け入れ枠を確保した（借上げ期間

５月１日～９月３０日）。 

  現在、新たな感染者の発生は収まっているが、県の医療専門家会議では、今後の第

二波、第三波に加え、冬季に向けて感染者が再び増加に転ずる恐れがあるとの御意見

をいただいているところである。 

  県としては、今後も引き続き関係機関・団体と協力して、重症者等に対応する病床

の上積みを図るとともに、第二波、第三波に備え、軽症者等向けの宿泊療養施設につ

いても一定程度確保していくことが必要と考える。 

 

２ ＰＣＲ等の検査体制について 

本県の新型コロナウイルスに係るＰＣＲ検査は、帰国者・接触者相談センターを県

内５保健所に、また、帰国者・接触者外来を県内の１５医療機関に設置しており、Ｐ

ＣＲ検査は県衛生研究所で実施する体制を構築している。 

県衛生研究所では、通常、一日あたり８０検体の検査が可能であるが、本県では濃

厚接触者などを幅広に検査しており、これまで最も多い日で一日１６２検体のＰＣＲ

検査に対応している。 

現在、県内の一部の医療機関や保健所においてもＰＣＲ検査が実施できる体制を整

備中であり、整備後は、検査件数の拡充のほか、検体搬送に要する時間の節減による

検査の効率化を図ることも可能となる。 

また、多数のＰＣＲ検査の実施は、職員の負担も大きくなり、長期にわたる継続は

難しいことから、この検査体制に民間検査機関へのＰＣＲ検査委託も組み合わせて実

施していくことで、当面は、患者の増加にも対応できるものと考えるが、今後、第二

波、第三波に備えるためにも、抗原の迅速検査キットの精度向上や普及にも期待した

い。 
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２ コ 対 第 ７ ４ 号  

令和２年５月１９日  

 

 厚生労働大臣 様 

 

                福 島 県 知 事 

                （ 公 印 省 略 ） 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制 

及び検査体制の現状に関する御認識について（回答） 

 令和２年５月１４日付け厚生労働省発健０５１４第８号にて照会のありまし

たこのことについては、別紙のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         事務担当 福島県新型コロナウイルス感染症対策本部 

              総括班 庄司 電話 024-521-7872（内 5710） 
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新型コロナウイルス感染症発生下における 
医療提供体制及び検査体制の現状について 

 

令和２年５月１９日 

福 島 県 

 

１ 医療提供体制について 

（１）現 状 

 〇 当県における陽性者は８１名であり、入院者１３名及び宿泊療養者２名

の１５名に医療提供を行っており、病床利用率は確保病床２２９床に対し

て５．７％である（５月１８日現在）。 

 〇 病床利用率のピークは４月８日の４６．４％で、当時の確保病床数５６床

に対して２６名が入院となったことから病床確保が逼迫しつつあった。 

 〇 現在、帰国者・接触者外来は３６医療機関で実施している。 

 〇 地域外来（いわゆる発熱外来）は、郡市地区医師会や病院を中心に５か所

に設置済であり、さらに増える見込みである。 

 

（２）対応状況 

 〇 病床確保目標については、４月２８日開催の第３回県医療調整本部会議

において、患者数が増加した場合に備え、最大８００床程度（重症２０床、

中等症２００床、軽症・無症状６００床）とした。 

 〇 現時点の確保病床等については、県医師会等の関係機関の協力により、Ｉ

ＣＵ等（１５床）を含む２２９床を確保するとともに、軽症者等を対象とし

た宿泊療養施設３００室を確保し、受入病床等数は合わせて５２９床とな

っている。 

 

（３）医療提供体制に関する現状認識 

 〇 当県ではピーク時の確保想定を８００床程度としており、現在の確保病

床等数５２９床については、現時点の感染状況、さらには一定程度の感染拡

大に対しては対応可能な規模と認識している。 

 〇 緊急事態措置解除後の影響を注視しつつ、当面は現体制を維持する。 

 〇 リスク管理の観点から、従来の確保目標として掲げていた８００床につ

いては、感染拡大状況を踏まえつつ、必要に応じて確保を進めていく。 

 

（４）今後の課題 

 〇 感染症指定医療機関を始め、入院協力医療機関においては、陽性患者の受
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入病床の確保、院内感染防止のための周辺の空床措置、院内感染防止対策、

手術等の延期、入院制限、外来制限、人員確保等に取り組んでおり、対応の

長期化に伴い、医療従事者の負担や病院の経営等に影響が生じている。 

 〇 政策的に病床確保を進めていくには、空床補償範囲の拡大や入院稼働に

見合う補償単価の設定など医療機関の負担に見合う措置が不可欠であり、

当県では、国の補助単価への上乗せや対象外経費への独自支援を行うこと

としているが、本来、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金におい

て措置すべきものであり、対象範囲を拡大するとともに、十分な交付額の確

保をお願いしたい。 

 

２ PCR検査体制について 

（１）現状と対応状況 

 〇 PCR検査については、帰国者・接触者外来で医師が必要と認めた場合に行

政検査を実施している。 

 〇 ５月１８日現在で、本県の検査可能検体数は、衛生研究所及び中核市保健

所で１００検体、民間機関への委託で１００検体の合計２００検体となっ

ている。一方、検査実施数は、１日の検査最大数が１４６件、１００件を超

えた日は６回となっている。 

 

（２）PCR検査体制に関する認識 

 〇 当県では、現在２００検体分の検査体制を確保するとともに、さらに検査

機器整備により１２０検体分を増強予定である。 

 〇 このほか、医療機関における民間検査機関への委託拡大も行っており、一

定程度の感染拡大局面には対応可能な体制と認識している。 

 〇 ただし、リスク管理の観点から更なる感染拡大局面も想定し、民間検査機

関等を活用し、検査体制の強化を図っていく。 

 

（３）今後の課題 

 〇 PCR検査について、現時点で逼迫した状況とはなっていないが、クラスタ

ーの発生や第２波への備えとして余裕があるとは言いがたい。 

 〇 検査に係る衛生研究所等の人員体制についても、現状ではこれ以上の実

施は難しい。 

 〇 民間検査機関への検査業務を委託するための事業が包括交付金では認め

られていないため、経費の捻出が困難となっている。民間等への委託増加な

どにより、更なる検査可能数の上積みを行う必要があるため、検査委託事業

を認めていただくようお願いしたい。 
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事  務  連  絡 

令和２年５月１９日 

 

厚生労働省 

新型コロナウイルス感染症対策推進本部長 殿 

 

茨城県保健福祉部長 

（公 印 省 略） 

 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における 

医療提供体制及び検査体制の現状に関する認識について（回答） 

 

 

平素より，本県の新型コロナウイルス感染症対策につきまして，ご理解ご協力を賜

り厚く御礼申し上げます。 

令和 2年 5月 14 日付け厚生労働省発健 0514 第 8 号付け文書でご照会いただいた，

標記については別紙の通り回答いたしますので，ご査収くださいますようお願いしま

す。 

 

 

 

  

＜担当＞ 
茨城県保健福祉部厚生総務課 関 
TEL：029-301-3121 
E-mail：yo.seki@pref.ibaraki.lg.jp 
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１ 医療提供体制の確保 

・本県では，感染症指定医療機関を中心とした１５１床（うち重症３０床）を確保す

るとともに，宿泊療養施設を１７５室確保し，本庁に設置した入院調整本部において，

医師が全県下一元的に入院調整を行ってきたところ。 
 
・入院患者数は，４月中旬の８２名（重症６名）をピークに，新規感染者数の鈍化や

宿泊療養の推進等により減少し，５月１８日現在で１８名（重症１名）となっており，

これまで適切に対応できたものと考えている。 
 
・今後，第二波の感染拡大の恐れもあることから，ピーク時の病床数を１，０００床

と想定し，病院単位や病棟単位での確保を進めているところであり，宿泊療養施設を

拡充することも含め，適時適切に対応してまいりたい。 
 
・なお，ピーク時の医療提供体制について，医師数・看護師数が極端に少ない本県に

とっては医療従事者の確保が最大の懸念となることから，広域的な応援体制の構築や

人員配置基準の緩和など，国による支援をお願いしたい。 
 
２ ＰＣＲ等の検査体制 

・これまで本県では，医師が必要とするＰＣＲ検査は全て実施しているところであり，

衛生研究所などの行政機関や，医療機関，民間の検査機関のＰＣＲ検査可能件数は１

日約 300 件を超えており，累計で 6,600 件以上の検査を行ってきたところ。 
 
・そのような中，本県でも医療機関，高齢者や障害者福祉施設でクラスターが発生し，

医療提供体制にも甚大な影響を与えた経験を踏まえ，これらの施設については，クラ

スターの発生を絶対に抑える体制を作らないといけない。 
 
・したがって，本県では，これらの施設に働く従事者，感染症指定医療機関や入院協

力医療機関などに新たに入院する患者に対し，速やかにＰＣＲ検査を実施し，新型コ

ロナウイルス感染症を早期に発見するよう強くお願いしており，病院や施設の従事者

を守り抜く方針としている。 
 
・一方，今後，第２波や大規模のクラスターの発生などを考えると，現状の検査可能

数でも対応しきれないことも想定されるため，これまで本県では，ＰＣＲ検査機器の

整備を始め，ＰＣＲ検査機器を有する医療機関等の関係機関と連携した行政検査の実

施などにより，可能件数を増加させてきたが，今後は，民間検査機関を更に活用した

ＰＣＲ検査体制の拡充を目指している。 
 

（茨城県） 
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・併せて，各地域における地域外来・検査センターの早期設置や，抗原検査や唾液に

よる検査などの動向を注視し，目的によって的確な検査方法を組み合わせながら，検

査体制の充実・強化を図っていきたい。 
 
・なお，医療機関，高齢者・障害者福祉施設内の感染リスクを可能な限り低減するた

め，以下のＰＣＲ検査の要件緩和について，国においてぜひ検討いただき，ご支援を

いただきたい。 
 
 ＊医療関係者や高齢者・障害者施設関係者については，無症状でも定期的に検査で

きるようにすること。 

 ＊感染症指定医療機関と入院協力医療機関の入院前の患者（本県では約 600 人／日）

について，無症状であったとしても，全患者に対する一律の検査を可能とするこ

と。 
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健康第 243号  

令和２（2020）年５月 19日  

 

 厚生労働大臣 加藤勝信 様 

 

 

栃木県知事 福田富一  

 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制

の現状に関する認識について（回答） 

 本県の新型コロナウイルス感染症対策の推進につきまして、日頃より御指導

賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、標記のことにつきまして、下記のとおり回答いたしますので、よろしく

お願いします。 

記 

１ 医療提供体制に関する現状認識 

現在、入院患者数は４月下旬のピーク時（38名）の約半分となり、病床稼働

率も 14.6％（19 床/130 床）、重症病床稼働率 23.8％（5 床/21 床）となるな

ど、全体としては、入院患者の受け入れがひっ迫している状況にはないと考え

ている。  

しかしながら、断続的に陽性者の確認が続いていることに加えて、緊急事態

宣言解除による人の動きの活発化や、地域外来・検査センターの順次スタート

による検査数の増加などといった要因によって、一定程度、陽性者の確認が増

加傾向となることも想定される。 

また、ひとたびクラスターが発生すれば、入院患者が一気に増加することに

も十分留意する必要がある。 

このため、引き続き、更なる病床の確保に努めながら、重症者から中等者、

軽症者まで確実に対応できるよう、医療提供体制を強化していくことが必要と

考えている。 

本県としては、人工呼吸器等の設備整備支援、空床補償、さらには医療従事

者向けの応援金、医療機関向けの協力金等の支援メニューを用意し、現在確保

している 130床の約２倍となる 250床の早期確保を目指していく。 

国においても、各種交付金について、更なる上乗せと、交付要件の柔軟化、

地方の裁量の拡大など特段の配慮をお願いしたい。 
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２ 検査体制に関する現状認識 

 栃木県のＰＣＲ検査は、地方衛生研究所である栃木県保健環境センター及び

宇都宮市衛生環境試験所の２箇所で実施しており、検査機器の増設や検査技術

者の増員等により検査能力の強化を図ってきており、１日当たり最大 164 件

（５月下旬から）の実施が可能である。 

 本県においては、大規模な施設内感染が発生していないことから、これまで

の１日当たりの最大検査実施数は 86 件であり、地方衛生研究所の検査能力の

範囲内となっている。 

 また、感染拡大に備え、帰国者・接触者外来の増設（現在 19 箇所）をはじ

め、保険適用に伴う行政検査の実施委託（現在 20医療機関）、地域外来・検査

センターの整備（目標 10 箇所、現在１箇所）等に取り組んでいるところであ

り、検査が必要な県民が着実に検査を受けられる体制整備を進めている。 

 更に今後、感染の第２波が想定されている中で、これによる検査需要の急増

や大規模なクラスター発生時における対応の課題（基本的には民間検査機関の

活用を想定しているが検査委託の件数や時間が課題）がある。 

また、抗原検査や唾液によるＰＣＲ検査など新たな検査手法の開発・普及が

想定されるが、これらの検査について目的・対象を明確にした上で、地方が行

うべき検査体制の構築に支援をお願いしたい。 
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2

新型コロナウイルス感染症発生下の医療体制及び検査体制の現状と課題

Ｒ２．５．１９

群馬県

１ 医療体制

（１）病床の確保状況

・医療機関と調整の上、１７０床（感染症病床５２床、一般病床１１８床）を確保。

・うち重症者に対応可能な病床は２３床（うち超重症は７床）となっている。

・本県では接触を６０％削減した場合のピーク時の患者数９００人（群馬大学の流行シ

ミュレーションによる）のうち重症、中等症者、高齢者等の患者数を勘案し、２８０

床（うち重症者に対応可能な病床は５０床）の確保を目標としている。

・また、軽症者・無症状者向けの宿泊療養施設を１５０室確保。５月中に１，３００室

の確保を目標としている。

（２）課題

・本県で発生した有料老人ホームにおけるクラスターでは、要介護度の高い患者を受け

入れた医療機関で院内感染事案が発生した。医療機関が要介護度の高い高齢者の受入

に消極的になっている。

、 、 、 、 、 、・また 救急患者 透析患者 妊婦 小児 精神疾患の患者のスムーズな受入に向けて

医療機関の役割分担の明確化が課題。

・ＰＰＥ等の医療資機材が不足（特にガウン、Ｎ９５マスク等）している。

・重症化した患者に対応する体外式膜型人工肺、人工呼吸器を使用できる病床数の確保

に加え、これらの機械を扱える医療従事者の確保が必要。

・新型コロナウィルス感染症に多くの病床、医療従事者等の資源が投入される状態が長

く続くことにより、医療従事者の疲弊、医療機関の減収額の増加、手術の先送りなど

の他の疾患の診療への影響が懸念される。
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3

２ 検査体制

（１）検査体制の現状

・帰国者・接触者外来は県内２３か所、一日最大で約１３０検体を採取できる体制を確

保。

・また、地域外来・検査センターは県内２か所設置済み（5 16現在 。/ ）

・検査機関では、１日あたり衛生環境研究所において６０検体、県内病院において１０

検体の検査が可能。

・現状では、必要な検査に対応できているが、今後の患者の大幅増、クラスター発生に

向け、ＰＣＲ検査体制のさらなる拡充が必要と考える。

・具体的には、地域外来・検査センターの増設のため、県内の郡市医師会、市町村に協

力を要請している。また、県内医療機関において検査を実施できる体制を一層整えて

いくこととしている。

（２）課題

・検査試薬、スワブ、個人防護具等の資機材が不足している、または入手に時間がかか

るとの現場の声がある。

・帰国者・接触者外来は、感染症指定医療機関や地域の中核病院であることが多く、入

院患者受け入れや救急医療の機能も担っていることから、検体採取に多くの人員を割

くことは難しく、特に休日などの検査体制が弱くなっている。

・地域外来・検査センターにおいても、リスクの大きい検体採取業務にあたる医師、看

護師等の人材確保が課題である。

・今後、鼻咽頭拭い液より採取が容易な唾液による検査や迅速診断キットによる抗原検

査をどのように活用していくか検討していく。検討にあたり、診断キットがどの程度

配分されるかが不明。

・経済・社会活動を再開するプロセスの中でＰＣＲ検査の需要が高まり、検査体制を拡

充することにより、検査件数が増加することが見込まれるが、特に、呼吸器症状を呈

するハイリスク者や濃厚接触者など、より積極的に検査すべき患者の検査が遅滞なく

行われるような体制とする必要がある。
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保 政 第 ２ ５ ２ 号 

令和２年５月１９日 

 

 厚生労働大臣 加藤 勝信 様 

 

                          埼玉県知事 

                            大野 元裕  

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制 

及び検査体制の現状に関する認識について 

  

 国においては、本県の累次にわたる緊急要望に対し、迅速に御対応いただき、深

く感謝いたします。 

 本県では、４月７日の緊急事態宣言を受けた後、可能な限り感染者数のピークを

後ろにずらし、医療崩壊を防ぐという観点から、多くの県民の協力のもと、行動変

容を中心とした措置を講じてまいりました。こうした対策により一定の効果は見

られるものの、残念ながら５月１４日の緊急事態宣言解除の地域には至っており

ません。 

 現状認識について、下記のとおり回答致します。今後の対応についても引き続き

御支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 医療提供体制 

本県においては、患者の急増により一時多数の自宅待機者が生じましたが、受

入病床の及び宿泊施設の確保を進めたことに加え、新規発生患者も減少したこ

とにより、５月７日に待機者を解消することができました。 

この間、人口当たりの医師数、看護師数及び一般病床数が全国で最も少ない本

県にあって、いかに安心安全な医療提供体制を確保するか、関係者による協議会

等で議論を重ねてまいりました。 

受入病床については、民間を含め広く医療機関の協力を求め、４月１７日時点

の３００床から３週間で実際に入院できる病床を３００床積み増して、６０２

床を確保しました。３月６日に厚生労働省から示された患者数が大幅に増えた

時の想定病床数も踏まえ、さらなる病床の確保を図ってまいります。 

無症状あるいは軽症者の療養先となる宿泊施設についても、３週間で８施設

１，０５５室を確保しました。 

新規発生患者数は５月１０日以降５人/日以下となっており、また、５月１８

日現在の入院患者数は１４０人、宿泊施設入所者数は２８人となっています。こ

れらの状況を鑑みると、現時点では、本県の医療提供体制は逼迫した状況にはな

いと考えています。病床・宿泊施設の確保に当たり、厚生労働省の御支援をいた
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だいておりますことに感謝申し上げます。 

一方で、東京都との行き来が多い本県は、東京都をはじめ首都圏全体で考える

ことが必要であり、引き続き近隣都県との連携を図ってまいります。 

 

本県の目下の課題は、疑い患者への対応、院内感染対策、受入医療機関の経営

問題、そして確保病床の維持です。 

疑い患者用として１００床を超える病床を確保する見込みであり、５月１３

日付け厚生労働省事務連絡を踏まえ、速やかな搬送・入院調整を図るため、消防

部門等との協議を進めております。 

また、院内感染リスクを低減するため、医師会と研修会を共催するほか、感染

管理の認定・専門看護師を広く医療機関に派遣する事業を開始しています。しか

し頻繁に派遣できる状況にはなく、必要な医療機関に広く派遣を行うには一層

の財政支援が必要です。 

次に、病床確保を進める上で最も苦労したのは受入医療機関の経営との兼ね

合いです。長期化するほど減収幅が増大し深刻さを増すため、安定した経営の維

持のためには包括支援交付金を柔軟に運用してきめ細かな財政支援を行うこと

が必要です。すでに要望書を提出させていただいているところですが、貴職の御

理解を賜るようお願い申し上げます。 

さらに、関連しますが、患者数の減少局面で過度に病床を空けておくと経営を

圧迫します。確保した病床や宿泊施設をどの程度の余裕をもって維持すべきか

については知見が少なく、厚生労働省からの技術的助言が望まれます。 

 

２ 検査体制 

本県は全国に先駆け１月２４日に２４時間３６５日の県民相談窓口を設置し、

またＰＣＲ検査の基準を明確化するなど、必要な方を速やかに検査につなげる

体制を整備してまいりました。この結果、累積検査数は全国３番目の件数となっ

ております。 

現在、医師会への委託によるＰＣＲセンターの設置を全県域で進めています。

かかりつけ医の診断に基づきＰＣＲセンターが検査をする新たな流れを定着さ

せることで、保健所の負担を増やすことなく、必要な人が円滑に検査を受けられ

る体制を強化してまいります。 

今後は、抗原検査も活用して検査体制の一層の充実を図りたいと考えており、

抗原検出用キットを直ちに使用できるよう、厚生労働省には格段の御配慮をお

願い申し上げます。 

 

検査数を拡大する場合の課題に、検体を採取する医療スタッフの安全の確保

があります。安全が確保されないと、検査が拡大するほど検体採取する医療機関

における感染リスクが高まります。厚生労働省において、唾液による検査など、

より安全な検査法を早急に実装化することが望まれます。 
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疾 病 第 ２ １ ８ 号 

令和２年５月１９日 

 

厚 生 労 働 大 臣 様 

 

                 千 葉 県 知 事 森 田 健 作 

                                 

                  

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状について（回答） 

 

 新型コロナウイルス感染症対策につきましては、日ごろより御支援いただき感謝申し上

げます。 

 令和２年５月１４日付け厚生労働省発健０５１４第８号により照会のありましたこの 

ことについて、別添のとおり、本県としての医療提供体制及び検査体制について、現状を 

お示しするとともに、今後の感染者の急増に備えた体制構築についての認識を回答いたし

ます。 
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1 

千葉県における「医療提供体制」及び「検査体制」の現状について 
 

令和２年５月１８日 

千 葉 県 

 

千葉県のコロナウイルス感染症に関する「医療提供体制」及び  

「検査体制」の現状については、以下のとおりですが、今後これまで

を超える、第２波、第３波の感染者の急増があったとしても、当面、

重症患者への対応も含め、医療提供体制は逼迫した状態にはならない

ものと考えます。 
 
また、検査体制についても、現状においても十分な体制が構築  

されておりますが、第２波、第３波に向けて、検査体制の拡充をして

いるところです。 

 

１ 感染の状況について【別添図表１－1】 

直近１週間の累積感染者数１８名は、その前１週間と比べ３名の減少

となっています。さらに、その前１週間と比べると、２９名の減少と  

なっています。 

また、直近１週間の、１０万人あたりの累積感染者数は０.２９、  

感染経路不明者の割合は、２７.８％となっています。 

 

２ 千葉県の医療提供体制について 

 

（１）医療提供体制の計画等 

千葉県では、新型コロナウイルスの感染状況に応じた病床計画を策

定し、医療提供体制の整備を進めています。病床計画では、蔓延期   

（ピーク時）に１,７００床（うち、重症患者対応３００床）を目標   

設定して、必要な病床の確保に努めています。 

また、軽症患者に対応するため、２,０００室を目標に、宿泊療養の

ためのホテルの確保に努めています。 

  本県における新型コロナウイルス感染症対策に関する協議会等  

として、既存の「千葉県感染症対策審議会」や「千葉県新型インフル  

エンザ対策連絡会議 専門部会」等を活用し、入院医療体制から宿泊 

療養への移行や検査体制等について専門的な御意見をいただきながら、 

27



2 

医療体制の整備を進めています。 

 

（２）入院等療養が必要な感染者の発生状況【別添図表２－１】 

千葉県においては、３月下旬以降、感染者数が拡大しましたが、入院

等療養が必要な感染者は、４月２５日の６５０人をピークに減り始め、

５月１６日現在２０４人まで減少しています。 

また、人工呼吸器管理又はＥＣＭＯによる管理が必要な重症患者に

ついては、４月１４日の２３人をピークに、５月１６日現在１１人まで

減少しています。 

  なお、「千葉県医療調整本部」を立ち上げ、地域の保健所とともに、

感染者の具体的な入院調整を行っています。 

 

（３）入院医療体制等整備状況【別添図表２－２】 

５月１８日現在、主に中等症以上に対応する入院病床数８０７床 

（各病院からのピーク時を想定した報告数に基づくもの）、軽症者等に 

対応するホテルの宿泊療養室数６６６室を合わせて、 １,４７３人の

患者に対応できる状況にあります。これは、過去ピーク時における対応

必要患者数の約２.３倍に当たります。 

また、人工呼吸器管理又はＥＣＭＯによる管理が必要な重症患者 

への対応として、５月１８日現在８２床を確保しています。これは、 

過去ピーク時における対応必要患者数の約３.６倍に当たります。 

今後、これまでを超える、第２波、第３波の感染者の急増があった  

としても、当面、重症患者への対応も含め、医療提供体制は逼迫した 

状態にはならないものと考えます。 

なお、医療関係者の御尽力により、医療提供体制を維持していただい

ているところですが、個人防護具・消毒液等が不足する中、医療関係者

の安全を確保するためには、これらの安定供給が不可欠であると考え

ます。 

 

３ PCR 検査等の検査体制について 

 

（１）検査件数【別添図表３－１】 
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 直近１週間の PCR 検査数は、その前 1 週間と比べると総数で２９３

名、疑い患者で２４５名、陰性化確認患者で４８名の増加となって  

います。 

（２）検査体制の状況【別添図表３－２】 

令和２年１月下旬から、県衛生研究所で１日当たり１２０検体、千葉

市環境保健研究所で３２検体、３月中旬から７保健所で１２０検体、 

船橋市及び柏市保健所でそれぞれ２０検体の検査を開始しました。 

その後、順次拡大し、５月１８日現在の検査体制としては、千葉県  

全体で 1 日検査可能数は５４６件（県（衛生研究所・保健所）：４７４件、   

千葉市・船橋市・柏市：７２件）という状況です。 

３月２６日～５月１３日の間の累積検査数（陰性化確認含む）の１日

当たりの中央値は２６２件、最大値は４月２２日で４５１件、最小値は

３月２６日で５９件となっており、これまでは、１日検査可能数を  

超える日はありませんでした。 

なお、県内で１２１名の感染者数となった「障害者福祉施設」のクラ

スター発生時においても、対応することができました。 

また、帰国者・接触者外来を設置している医療機関から民間検査機関

へ PCR 検査の委託を可能としています。これにより、これまでの最大

値４５１件と１００名以上のクラスターの検査が重なった場合で  

あっても、現時点での１日検査可能数（５４６件）を超えて対応が可能

となります。 

さらに、「地域外来・検査センター」を運営する地域の医師会等と  

委託契約を締結し、PCR 検査を民間検査機関で行う新たな検査の流れも

開始し、順次進めているところです。 

今後も、第２波、第３波に向けて、検査体制を拡充してまいります。 

 

（３）陽性割合【別添図表３－３、図表３－４】 

陽性検体の占める割合（１週間平均）は、３月下旬以降、着実に減少

しています。 

  ※千葉県の定義： 

 陽性割合(%)＝当日確定した陽性者数／当日確定した陽性者と陰性者の和 

29



4 

別添 

【図表１－１】 直近１週間の累積感染者数等 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

人 口 
直近 1週間 

累積感染者数 

対人口 

10 万人 

(A/(B/10)) 

その前 1週間 

累積感染者数 

直近 1週間と 

その前 1週間 

の比(B/D) 

感染経路 

不明者の割合 

2019.10.1 ～5/17 ～5/17 ～5/10 － ～5/17(1w) 

６,２５９ 

千人 
１８人 ０.２９ ２１人 ０.８６ ２７.８％ 

 

G H I J L K 

入院患者・ 

入院確定数 
うち重症者数 

入院患者・ 

入院確定数 
うち重症者数 宿泊者数 

5/17 5/17 5/10 5/10 5/17 5/10 

１０９人 １１人 １８５人 １２人 ２２人 ３２人 
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【図表２－１】療養を必要とする者の推移（4月 8日以降） 

 

 

 

【図表２－２】 入院医療体制等整備状況（令和２年５月１８日現在） 

 
確保状況 

① 

過去ピーク時の 
対応必要患者数 

② 
①－② ①／② 

入院病床数  ア ８０７ 

６５０ 
（4月 25 日） ８２３ 2.27 宿泊療養室数 イ    ６６６ 

計（ア＋イ） １,４７３ 

うち重症患者対応病床 ８２ 
     ２３ 
（4月 14 日）    ５９ 3.57 
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31



6 

【図表３－１】 直近１週間の PCR 検査件数等 

 
直近 1週間の PCR

検査件数（人） 

その前 1週間の PCR

検査件数（人） 
変化率 

期 間 ～5/13 ～5/6  

総 数 ２,２１４ １,９２１ １.１５ 

内

訳 

疑い患者 １,６４４ １,３９９ １.１８ 

陰性化確認患者 ５７０    ５２２ １.０９ 

※県衛生研究所、県保健所、千葉市、船橋市及び柏市実施分 

 

【図表３－２】 PCR 検査件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表３－３】 ＰＣＲ検査の陽性割合（１週間平均） 

 3/26～4/1 ～4/8 ～4/15 ～4/22 ～4/29 ～5/6 ～5/13 

陽性割合(%) １３.５ １２.８ １２.８ ８.４ ３.５ １.９ ０.８ 

※陰性確認検査を除いた数 

0

100

200

300

400

500

ＰＣＲ検査件数の推移

県 千葉市 船橋市 柏市
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【図表３－４】 ＰＣＲ検査状況（令和２年５月１７日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33



令和２年５月 19 日 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状 

 

１ 医療提供体制 

新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制についての基本的な考え方

として、都内の医療資源を最大限に活用すべく重症度に応じた体制を整備する

こととし、通常診療や救急医療体制を維持しながら、流行状況に応じて、段階

的に体制を拡大している。 

感染症指定医療機関や公的医療機関を中心に病床確保を推進しており、特に

都立・公社病院は都内の感染症対策の中核を担う医療機関として位置づけてい

る。なお、重症・重篤な患者への医療提供を確保するため、必ずしも入院治療

が必要でない無症状・軽症者については宿泊療養を原則としている。 

都では、都立・公社病院を中心に、民間医療機関の協力も得て、感染拡大に

応じた病床を今年 4 月に約 3,300 床（うち重症・重篤者用 400 床）確保し、５

月 18 日現在の入院患者数は 935 人（うち重症者 52 人）となっている。 

病床確保に向けた都の主な支援策として、陰圧設備の整備支援、空床確保料

の補助、集中治療室等で従事する医師・看護師の確保支援、人工呼吸器・体外

式膜型人工肺装置の整備支援などを実施している。 

また、院内感染防止のため、患者を受け入れている医療機関に対し、都が備

蓄している個人防護具を定期的に配布している。 

さらに、重篤・重症患者に対し適切な医療を提供できるよう、軽症者・無症

状者用に宿泊療養施設を 5 か所、2,865 室確保しており、5 月 18 日現在の宿

泊療養者数は 54 人となっている。 

患者数は現時点では減少しているが、今後モニタリング指標を設定し、注意

深く感染動向を把握するとともに、必要に応じてアラート発信による都民への

注意喚起を行うなど、迅速かつ的確な感染症対策の充実に努めていく。 

 

今後の対応策 

・感染の再拡大期も見据えた病床確保 

・新型コロナウイルス感染症患者及び疑い例を重点的に受け入れる医療機

関の整備 

・医療機関における感染症対策人材の育成・確保 

・病院や施設での感染防止対策の強化 

・医療物資の安定的な確保 
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２ 検査体制 

PCR 検査の実施体制については、新型コロナウイルス感染症の疑いがある

方の検査を確実に行えるよう、新型コロナ外来を設置している医療機関等に対

し、受入れ体制の拡充を支援している。 

３月６日から、検査が保険適用となったことを受け、都内の民間検査機関に

対する PCR 検査機器の導入を支援するとともに、４月からは、PCR センター

の設置を支援するなど、検査体制の拡充を図っている。 

採取した検体の検査については、都健康安全研究センター及び民間検査機関

で実施されている。５月 18 日現在、都内での検査実施可能件数は最大一日約

3,100 件となっており、5 月 11 日から 16 日までの１日あたりの平均実施件数

は 1,309 件、これまでに実施した東京都での PCR 検査件数は５万 6 千件余り

となっている。 

現在、国立感染症研究所において、唾液を用いた PCR 検査の精度確認が行

われているが、この検査手法は、医療従事者の感染リスクの低減や検査の効率

化に大きく寄与することから、国として早急にその導入を図られたい。 

今後、都としても検査を受ける必要がある方が、必ず迅速に検査を受けられ

るよう、検査処理能力の拡大や検査方法の工夫により、検査体制の充実に努め

ていく。 

  

今後の対応策 

・迅速に検査を受けられる体制の充実 

・新たな検査機器、試薬、抗原検査等の活用 

・設備整備等の促進による検査能力増強 

 

３ その他 

海外において患者発生が継続している状況下においては、国内侵入を阻止す

るための水際対策が、新たな患者発生・感染拡大を防止する上できわめて重要

であり、検疫所の体制強化や帰国者等の一時滞在施設の確保、ICT を活用した

行動歴の的確な把握・情報共有など、検疫体制の強化について関係省庁が連携

した対応をお願いする。 

また、都においては多くの患者が発生し、相談、検査、入院、宿泊施設の準

備運営など、様々な施策に要するコストが膨大なものとなっており、新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創成臨時交付金や新型コロナウイルス感染症緊急

包括支援交付金については、都の置かれている状況や実態を十分に反映できる

よう、新たな補正予算や予備費を充当するなど、国の責任において新型コロナ

ウイルス対策に必要な追加の財源を確保すること。その際には、自治体の財政

力による補正を行わないことをお願いする。 

35



健危第 123号 

令和２年５月 19日 

 厚生労働大臣 殿 

 

神奈川県知事  

（公印省略）  

 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制の 

現状に関する認識について（回答） 

 

 

令和２年５月 14日付け厚生労働省発健 0514第８号厚生労働大臣より照会のありま

した件について、別紙のとおり回答いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先 

 健康危機管理課 𠮷田、山田 

電 話 045-210-4791（直通） 

 ﾌｧｸｼﾐﾘ 045-633-3770 
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【別紙】 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制

の現状に関する認識 

 

神奈川県 

 

１ 医療提供体制について 

  本県では、医療崩壊を防ぐ新たな医療提供体制「神奈川モデル」を構築し、

着実に実行しています。 

  具体的には、中等症患者を集中的に受け入れる「重点医療機関」を設置し、

無症状・軽症の方には自宅や宿泊施設で療養していただくことで、新型コロナ

ウイルス感染症の患者に対応できる病床を確実に確保しています。 

  引き続き、患者数の規模を目安に、フェーズに応じた医療提供体制を構築し

てまいります。 

① 新型コロナウイルス感染症の重症者数が減少傾向であり、医療提供体制が逼

迫していないこと 

本県の新型コロナウイルス感染症の重症者数（ICU入院又はECMO・人工呼吸

器使用者数）は、４月17日の46人をピークに、５月18日は30人と減少傾向にあ

る。 

 

 

② 今後の患者急増に対応可能な体制が確保されていること 

▶協議会及び都道府県調整本部（仮称）等の設置状況 

協議会については、既存の神奈川県感染症対策協議会を活用し、現協議会委

員に、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、消防機関、県立病院機構を構

成員に加えた会議を設置しており、すでに４回開催した（３月19日、４月１日

（書面）、４月27日（書面）、５月15日）。 
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調整本部は、３月24日に設置し、患者の受入れや搬送調整を実施している。 

このほか、医療機関向け会議や、小児周産期、透析など分野別の会議を開催

するなど、対策の検討体制及び執行体制は確保できている。 

▶確保病床数及び入院者数 

重症患者数、中等症患者数の規模を目安にフェーズに応じた医療提供体制を

構築している。 

病床確保状況は次のとおりとなっており、現状では、病床は十分確保できて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重症患者 

 フェーズ０ フェーズ１ フェーズ２ 

重症患者数 20人まで 20から100人 100から300人 

病床確保 － 60から300床 60から300床 

確保状況 

（5/18現在） 
確保数89床、使用数30床、使用率33.7％ 

 

中等症患者 

 フェーズ０ フェーズ１ フェーズ２ 

中等症患者数 100人まで 100から500人 500から2500人 

病床確保 － 240から2500床 240から2500床 

確保状況※ 

（5/18現在） 
確保数1207床、使用数90床、使用率7.5％ 

※重点医療機関のみ。重点医療機関協力病院は含まない。 
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▶宿泊療養確保室数及び使用数 

確保状況 

（5/18現在） 
確保数2387床、使用数41床、使用率1.7％ 

 

 

２ 検査体制の構築について 

  本県では、診療・検査のキャパシティを拡大するため、地域の実情に応じ

て、医師会や病院協会などの医療関係団体と連携し、ＰＣＲ検査場の設置を進

めています。 

しかし、検査可能件数は、検査を必要とするすべての人々に行き渡らせるこ

とができる規模では到底ないことから、検査について優先順位をつけて実施し

ています。 

具体的には、次のとおりです。なお、１～４の検査を優先するため、５と６

については、検査は実施しません。 

１ 中等症以上の症状を有する疑い患者（基礎疾患を持つ者も含む） 

２ 認知症・精神疾患等のハイリスク者の疑い患者・濃厚接触者 

３ 医療・福祉・介護などに従事するケアワーカーの疑い患者・濃厚接触者 

４ 軽症以下の患者・濃厚接触者 

５ 療養期間（14日間）を終えた軽症患者で症状がある人 

６ 療養期間（14日間）を終えた無症状の人 

 

① PCR等検査件数の動向（５/17現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

累計：13,236 件 ※行政検査のみ 
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医 本 第 1 3 号 

令和２年５月 19日 

 

厚生労働大臣 加藤 勝信 様 

 

 

新潟県知事 花角 英世   

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状に関する認識について（回答） 

 

 令和２年５月 14 日付厚生労働省発健 0514 第８号により照会のあった件につ

いて、下記のとおり回答します。 

 

記 

 

【本県における直近の感染者の推移について】 

○ １週間ごとの患者数の推移は、４月 16 日に本県が緊急事態宣言をした２

過間後以降、29日からの１週間における感染者数は３名、翌週の５月６日

(休業要請をした２週間後)からの１週間における感染者数は３名で、人口

10万人あたり発生数は0.13人であり、感染者数は大幅に減少しています。 

 

【医療提供体制について】 

○ 本県では、外来・入院（重症者受け入れを含む。）の双方に対応できる十分

な医療提供体制を整備しています。 

○ 新型コロナウイルス感染症に係る入院可能病床数については、４月末時点

で 411床確保しています。 

○ ５月 15日現在で、病床の利用率は 4.6%、宿泊施設の利用率は 6.0%であり、

患者の受け入れには十分な病床数等が確保されています。 

○ また、重症者に対応可能な医療機関は 15機関（現状 112床、ピーク時目標

病床数 208床）あります。 

○ ５月 15日時点で、県内に重症患者はおらず、重症者の受け入れについても

十分な体制が整っています。 

○ また、外来については、「帰国者・接触者外来」対応医療機関（31 医療機

関）で対応しているほか、今後、各医療圏域に「地域外来・検査センター」

を設置し、診療体制を増強する予定です。 
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【検査体制について】 

○ 本県は、担当医が検査するべきと判断した場合は検査を実施できる十分な

検査能力を有しており、現段階では検査に係るニーズを満たしています。 

○ 当県では行政検査として、新潟県及び新潟市の検査機関において、１日あ

たり 170件のＰＣＲ検査が可能です。 

○ また、県内４医療機関に検査を委託し、約 20件の検査が実施可能です。 

○ このほか、今後の感染状況を踏まえながら、民間検査機関の活用も予定し

ています。 

○ 当県では、最も多い週で 532 件（１日平均 76 件）の検査を実施していま

す。 

○ 今後感染者が増えた場合を想定し、地域の医師会と連携し、各医療圏域に

「地域外来・検査センター」を設置することで、検査体制を増強し、更な

るニーズに対応できる体制を整備することとしています。すでに、県内２

箇所に設置済みであり、今後順次開設予定です。 
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新型コロナウイルス感染症発生下における 

医療提供体制及び検査体制の現状に関する認識 

 

富山県知事 石井 隆一 

 

１ 本県の感染者の状況 

本県内の新型コロナウイルス感染症については、３月 30 日に県内最初の感

染者が確認されて以来、5/19 現在までの感染者数は 227 人、そのうち感染経

路が不明な方は 37 人（16.3％）となっている。また、227 人のうち、入院中

又は入院等調整中の方が 42 人（うち宿泊療養施設入所者３人）、退院した方が

165 人、亡くなった方が 20 人となっている。 

感染者の約 85％にあたる 192 人が富山市内で確認されているが、これは介

護老人保健施設富山リハビリテーションホーム、富山市民病院などでクラスタ

ーが発生したことによる面が大きい。 

すなわち、富山リハビリテーションホームでは、入所者 41 人、職員 18 人の

計 59 人、関連する通所介護事業所デイサービスめぐみにおいては利用者９人

の感染が確認された。また、富山市民病院関連では、患者 21 人、職員 18 人の

計 39 人の感染が確認されており、これらの施設や病院における感染者の合計

が 107 人と、県内感染者の半数近くを占める状況となっている。 

一方、その他の市町村の感染者は、高岡市７人、射水市７人、南砺市５人、

滑川市４人、朝日町４人、氷見市２人、上市町２人、立山町２人、県外２人と

なっており、魚津市、黒部市、砺波市、小矢部市、舟橋村、入善町の６市町村

では感染者が確認されていない。 

このように、富山県の感染者の状況は感染者の多くが県内最大の都市である

富山市で確認され、また、県全体の 47.1％が前述の施設・病院に関する者とな

っており、全国的に見ても特殊な状況ではないかと考えている。一方、感染者

数の累計は比較的多いものの、感染経路が不明な例は少なく、ここ数週間の新

規感染者数も減少傾向にあることから、市中感染は抑制されており、まだまだ

予断は許さないが、これまで県民・事業者にお願いしてきた外出自粛・休業要

請等の効果が相当程度現れてきているものと考えている。 

 

43



２ これまでの本県の取組状況 

新型コロナウイルス感染症対策については、１月 30 日に政府の対策本部が発

足したことを踏まえ、直ちに即日、県の対策本部を立ち上げたほか、２月 28 に

は、国の方針・要請を踏まえて、市町村にも呼びかけ、県立学校、小中学校、特

別支援学校の臨時休校の実施を通知するとともに、東京都、大阪府など感染者数

の多い地域との不要不急の往来の自粛、「３つの密」を回避する行動について協

力要請を行ってきた。また、補正予算の編成や予備費の活用などにより、検査体

制の充実、医療提供体制等の整備、感染の予防・拡大防止など、必要な対策を迅

速に講じてきた。また、３月 30 日に県内で最初の感染者が確認された翌日（３

月 31 日）には、感染症指定医療機関や救急医療機関、学識経験者などからなる

「富山県新型コロナウイルス感染症対策協議会」及びその下にワーキンググル

ープを設置し、局面ごとに専門的・科学的見地からご意見を伺うとともに、感染

者用の病床数を最大 500 床確保する等の措置を講じている。 

これまでの本県の具体的な取組みのうち、医療提供体制の整備、検査体制の充

実については後述することとし、ここでは、感染の拡大防止に向けた取組状況を

紹介する。 

富山県では、これまで県民の皆様に「３つの密」の回避、感染拡大地域などへ

の往来自粛や曜日や昼夜を問わない不要不急の外出自粛をお願いし、また４月

１６日の国の緊急事態宣言の対象区域が全国に拡大された翌日には、①曜日や

昼夜を問わず県内外への不要不急の外出・往来、特に大型連休期間の都道府県を

またいだ不要不急の移動の自粛、②スーパー等での社会的距離の保持、③接客を

伴う飲食店等への出入り自粛などを富山県の緊急事態措置としてお願いした。

さらに、４月２３日から５月６日までの期間、遊興施設、運動・遊戯施設、劇場、

商業施設等の事業者の皆様には休業等をお願いした。 

このような経過の中で、県民の真摯な自粛協力や事業者の全面的な協力の成

果が現れてきたことから、５月 14 日、特措法による国の緊急事態宣言の対象区

域から、東京都、大阪府等の８都道府県を除き、本県など 39 県が除かれたとこ

ろである。 

本県では、県内における新たな感染者数が減少傾向にあること、感染経路が不

明な感染者が比較的少なくなってきていることなどを踏まえ、専門家のご意見

もお聞きしたうえで、５月 13 日に「活動再開の基本方針とロードマップ」とし
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て、県独自の５項目にわたる活動再開の判断指標を明示しており、これに沿って

５月 15 日から、この「活動再開の基本方針とロードマップ」に基づく「ステー

ジ２」の措置として、外出自粛のお願いや、休業要請を一部緩和したところ。 

引き続き、気を緩めることなく、緊張感を持って、感染拡大防止に取り組み、

早期に「ステージ１」に移行できるよう努力するとともに、社会経済活動の本格

的な回復を図っていく必要がある。そのためには、社会経済活動を再開しつつも、

「身体的な距離の確保」、「マスクの着用」、「手洗い」をはじめとする基本的な感

染防止対策を継続するとともに、日常生活の各場面においても感染のリスクを

低下させるなどの「新しい生活様式」の徹底を県民の皆さんに呼びかけ、一丸と

なって、この未曾有の災害ともいうべき事態に打ち克ってまいりたい。 

 

３ 医療提供体制等への認識 

 本県では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を見据え、新型コロナウイル

ス感染症対策協議会に設置したワーキンググループによる検討を経て、入院に

必要な病床が 100 床、300 床、500 床と拡大した場合に、５つの感染症指定医

療機関を含む１９の公的医療機関の協力を得て、段階的に病床を確保するスキ

ームを４月中旬に構築することができた。確保病床数については、４月６日の国

の対策本部において、安倍首相が全国で５万床を確保すると表明していること

との比較からも、一定の水準であると考えている。 

 重症者については、基本的に、体外式人工肺装置（エクモ）の運用に習熟した

スタッフを擁する県立中央、富山大学附属、厚生連高岡の３病院が治療を行うこ

ととしている。人工呼吸器は県内に 247 台、エクモは購入予定を含めて 20 台と

相当数の配備があり、重症者が増えた場合は機材を上記３病院に集約するなど

機動的に運用することとしているが、今後、さらに重症者が増加するような場合

に備え、体制の整備に努めてまいりたい。 

 また、本県では、自宅療養による家族内感染等のリスクを懸念し、当初から感

染者は無症状でも原則入院としていたが、軽症者・無症状者の急増を踏まえ、４

月 25 日に宿泊療養のための施設（100 室）を開設したことにより、医療機関で

はより多くの中等症以上の患者の受入れが可能になっている。 

 こうした体制を構築したうえで、各医療圏内での患者受入れを基本としつつ、

困難な場合は県の調整本部（新型コロナウイルス感染症対策本部・医療グループ）
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が医療圏を超えた調整を行っており、最多時で 126 床（4 月 28 日）を使用した

ものの、5 月 18 日現在は 48 床（疑似症隔離含む）となるなど、医療提供体制

の維持は図られているものと考えている。 

 なお、本県では、治療にあたる医療従事者用に宿泊施設を確保する医療機関に

対する助成制度を全国に先駆けて設けたが、最前線で強い責任感を持って、献身

的な努力をしていただいている、医療従事者へのサポートが今後さらに重要に

なるものと考えている。 

 一方、富山市内の介護老人保健施設において入所者及び職員に多数の感染者

が発生した事例においては、施設外から医師等を派遣し要介護度の高い感染者

の療養に対応したところ。今後、再び同様の事例が発生した場合にも、迅速な対

応ができるよう、例えば感染症対策や医療支援のチームを配備するなど、十分な

体制を構築してまいりたい。 

 また、介護保険施設や障害福祉施設などの社会福祉施設等が提供するサービ

スは、利用者・入所者の方々やその家族の生活を継続するうえで欠かせないもの

であり、感染拡大防止対策をソフト面のみでなくハード面についても徹底して

行ったうえで、必要なサービスを継続的に提供できるようにすることが大切で

ある。そのためにも、具体的な感染防止の手法についての職員への周知・教育、

感染防止の観点からの施設のあり方の見直し、当該施設等における衛生用品の

備蓄及び適切な使用などの取組みを進めることが重要であり、引き続き必要な

支援を行ってまいりたい。 

 新型コロナウイルス感染症対策協議会では、新型コロナウイルス感染症の患

者は基本的に公的医療機関が受け入れ、その他の医療機関はその他の疾病の医

療を担うという役割分担や、新型コロナウイルス感染症用の病床拡大のために

必要な場合は他疾患の入院患者を別の病院で受入協力するなど、県内の医療界

が協力してコロナ対策に立ち向かうことで一致している。仮に、今後再び患者数

が増加した場合も、医療提供体制が維持できるよう、医療機関と行政が全力を尽

くし一体となって取り組んでまいりたい。 

 

４ ＰＣＲ等の検査体制 

 ＰＣＲ等の検査体制については、１月 30 日に県衛生研究所で検査を開始して

以降、①衛生研究所でのＰＣＲ検査機器の追加配備、②検査員の増員や台帳管理
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を行う事務職員の配置などの人員体制の強化、③富山大学への検査委託、④厚生

センター（保健所）でのＰＣＲ検査の実施などにより、現在は１日 90 件以上（こ

れまで最大：155 件/日）の処理が可能となっている。 

 また、さらなる検査件数の増加に対応するため、４月下旬から帰国者・接触者

外来を設置する医療機関が民間検査機関を活用できるよう体制を整備したほか、

６月上旬を目途に３台目のＰＣＲ検査機器及びＲＮＡ抽出装置を衛生研究所に

追加で配備し、１日 130 件以上の検査が可能となる予定である。 

 また、検体採取の体制を確保するため、車に乗ったまま検体採取ができる「ド

ライブスルー方式」の導入促進に必要なテントやプレハブ等の設備整備を支援

するとともに、地域の医師会等が運営し、診療所等からの紹介で診療やＰＣＲ検

体採取が受けられる「地域外来・検査センター」について、富山市医師会が中心

となって運営する「富山医療圏 PCR センター」を５月 18 日からスタートしたほ

か、他の県内の郡市医師会とも設置に向けた協議を行っており、今後、県内４医

療圏すべてに設置する方向で検討している。 

 本県の人口千人あたりのＰＣＲ検査件数は、５月 17 日現在、2.75（全国６位）

であることからも、これまで検査需要には十分対応しているものと認識してい

るが、第２波、第３波への対応はもちろん、今後の感染拡大を抑えつつ社会経済

活動との両立を図るうえで、検査体制の拡充が重要であり、民間検査機関におけ

る検査や抗原検査の検査特性を踏まえた活用、検査精度及び検査意義の確立後

の抗体検査の導入も含め、引き続き、検査体制の強化を図ってまいりたいと考え

ている。 
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（医療提供体制） 

 ・本県では、新型コロナウイルス感染症の患者を受け入れる病床について、これ

まで１７０床を確保してきたが、４月の感染拡大の局面においては、３週連続

で５０人以上（最大で週７０人）の患者を受け入れ、一時的に逼迫した状況を

迎えたことから、医療機関と増床について協議を続け、現在、２３３床を確保 

 ・このうち、人工呼吸器、ＥＣＭＯによる管理を行う重症病床として、３０床を

確保（これまで最大で８床使用） 

 ・さらに、無症状や軽症で状態が安定している方を受け入れる宿泊施設として、

当面１７０床（最大３４０床）を確保 

 ・現状では、一時の逼迫した状況を脱するとともに、今後想定される第２波、第

３波による感染拡大の局面にも対応できる医療提供体制の確保を図った 

 ・また、新型コロナウイルス感染症の患者を受け入れる医療機関では、過酷な環

境のもと、昼夜を問わず、感染者の治療や感染拡大の防止を図るため、献身的

に業務を行っていただいている 

・こうした医療機関では、専用病床の確保に伴い、一般の入院病床が減少したこ

とや予定手術を延期したこと、さらには、外来患者の受け入れを制限せざるを

得なかったことなどによる、経営の悪化が課題 

 ・新型コロナウイルスに積極的に対応すればするほど利益が低下し、経営が立ち

行かなくなるとすれば、この先、第２波、第３波がきたときに適切に対応でき

なくなるおそれがあることはもとより、地域の医療崩壊にもつながりかねない 

・こうしたことから、新型コロナウイルス感染症への医療提供にしっかりと対応

する医療機関の取り組みを評価し、経営面での支援を行うことで、医療提供体

制の確保を図っていただきたい 

 ・そのほか、現場における医療資機材の確保のほか、医療従事者向けの宿泊施設

の確保といった医療従事者の就労環境の改善等に対する支援にも、引き続き、

対応していただきたい 
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（検査体制） 

・県の検査体制の強化及び県内の大学、民間検査機関にもご協力をいただき、 

ＰＣＲ検査可能件数は増加 

 ・本県では、相談から、受診、検査までを、県医師会と共同で作成したフローチ

ャートに基づき対応 

 ・こうしたことにより、基本的には、これまで滞ることなく検査を実施 

 ・医療機関や医師会の協力のもと、安全で、効率的な検体採取ができるドライブ

スルー方式を、空調設備を備えた屋内施設で実施する「いしかわＰＣＲ検体採

取センター（仮称）」を開設し、次なる感染拡大が発生した場合にもしっかり

と対応できる体制を整えることとしている 

・一方で、４月に複数のクラスターが発生した際、厚生労働省のクラスター対策

班の派遣をいただき、検査の順序や施設内のゾーニングなどのご指示をいただ

くとともに、指示された全ての検査を本県で実施すれば、クラスター以外の検

査が滞り、濃厚接触者の健康観察指示などに支障が出ることも想定されたこと

から、国（国立感染症研究所）において検査をいただいた 

・今後想定される第２波、第３波に備える意味でも、局所的に急速に感染が拡大

するような非常時においては、国が地方のＰＣＲ検査をサポートするといった

システムが必要 

・報道によれば、農林水産省・文部科学省の試験研究機関では、ＰＣＲ検査機器

を保有し、適宜ＰＣＲ検査を実施しているとのこと 

・今後、国において、クラスター発生など一定の条件を設けた上で、こうした各

省庁の検査機器の活用をルール化し、地方からの要請に応じて速やかに検査を

行う支援体制も構築していただきたい 
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保予第 ４１６ 号 

地医第 ４６８ 号 

令和 2年 5月 19日 

 

 

   厚 生 労 働 大 臣   様 

 

 

                      福 井 県 知 事 

                      （公 印 省 略） 

 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状に関する御認識について（回答） 

  

 新型コロナウイルス感染症対策につきましては、さまざまなご指導、ご支援を賜

り、御礼申し上げます。 

 5 月 14 日付厚生労働省発健 0514 第 8 号にて照会のありましたみだしの件につ

いて、別紙のとおり回答いたしますので、引き続きご支援賜りますよう、よろしく

お願いいたします。 

  

福井県健康福祉部保健予防課 宮下、野路 

〃    地域医療課 加藤、山本 

TEL   0776-20-0344 

E-mail iryou@pref.fukui.lg.jp 
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福井県の新型コロナウイルス感染症発生下における 
医療提供体制及び検査体制の現状に関する認識について 

 

○ 本県の医療提供体制については、県内医療機関の協力を得て、第２波の感染拡

大に対応できるよう、４月の入院患者数のピークであった８１人の約４倍にあ

たる３１８床まで病床を増やす体制としている。 

 

○ また、ＰＣＲ検査体制については、県内１３か所の帰国者・接触者外来で採取

した検体について、現在、１日あたり最大２３６検体分の検査が可能であり、

今後さらに、３２６検体分まで検査能力を強化することとしており、今後の感

染拡大に十分対応できるものと考えている。 

 

○ なお、地方においては、体制拡充に当たり、国の制度や対応が支障となってい

るケースがあり、特に以下の４点について改善をお願いしたい。 
 

・感染者の重篤化に備え、ＩＣＵ病床をあらかじめ確保する必要がある中、都市

圏に比べＩＣＵの少ない地方では、一般病床の高度化により対応しているた

め、転用の際、ＩＣＵの５分の１となっている病床確保料を引き上げること 
 

・感染患者受入れのため、各医療機関では一般患者の診療や手術等を制限してお

り、経営に与える影響が非常に大きいことから、診療抑制による今年度の減収

分を補填できるよう支援すること 
 

・また、救急や手術等を抑制していることから、来年度の診療報酬単価について

加算引き下げなどを行わないよう制度運用すること 
 

・抗原検査など新たな検査方法を採用する場合は、特定地域に偏ることなく全国

一斉に行い、検査キットの供給体制を国の責任において確保すること 

 
 
〔本県の医療提供体制・検査体制〕 

・感染拡大に備え、各医療機関と合意が得られている確保病床数     
            １５医療機関１７３床、４宿泊施設１４５床 
 
・帰国者・接触者外来 １３か所設置（うち４か所 ドライブスルー方式） 
 
・ＰＣＲ検査  県衛生環境研究センター １日当たり最大 198検体→264検体に強化 

県内３医療機関        〃    38検体→ 62検体に強化 
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本県の現状認識について 
 

令和２年５月 19 日 
山梨県知事 ⻑崎幸太郎 

 
本県の新型コロナウイルス感染症の感染者数は、５月 18 日時点で累計 58 人にのぼ

りますが、新規発生者は５月になってから５人、直近１週間では２人であり、感染制
御が強く効いている状況と認識しています。 

こうした感染状況を踏まえ、医療提供体制及び検査体制について、以下のとおり現
状認識をお示しします。 
 
１ 医療提供体制について 

(1)  現在の病床の逼迫度合い 
○ 病床 80 床、宿泊療養施設 21 室を確保済みであり、十分余力がある状況。 

・ 現在、患者数は７人（うち重症１人）であり、逼迫している状況にはない。 
・ これまでの最大患者数 36 人に対して約３倍の余力があり、当面は十分な病

床を確保できている。 

(2)  ピーク時に向けた体制 
○ 地域の基幹病院を中心に 400 床の確保に向け準備中だが、課題もある。 

・ 病床確保に向けては、周辺医療機関からの応援体制の構築、救急医療等の
機能分担、空床補償などが課題。 

○ ピーク時には、このほか宿泊療養施設を追加で確保するとともに、臨時医療
施設の活用も検討。 

・ 宿泊療養施設については、保健師・看護師の確保が課題であるほか、滞在中
の生活の質（QOL）を上げるための取り組みへの支援が必要。 

 
２ 検査体制について 

○ PCR 検査実績は、全国的にも高い水準。 
・ 検査件数は、５月 18 日までに累計 3,395 件（人口 10 万人あたり 419 件）、 

直近１週間では、１日あたり 53 件。 
・ 人口比では全国的にも最高水準の検査実績であり、医師が必要と判断した検

査は、全件迅速に実施。 
○ 検査能力の更なる拡充に向けて継続して取り組んでいる。 

  ・ 重症化を未然に防ぐ「早期発見・早期治療」を実現するため、第２波の到来に
向けて、更なる検査体制の拡充が必要。 

・ ⺠間の人材を活用した人員の増強や検査装置の増設による PCR 検査体制の強
化、抗原検査・抗体検査との併用検討などを進めている。 
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２保疾第 197号 

令和２年(2020年)５月 19日 

 

 

 厚生労働大臣 様 

 

 

                          長  野  県  知  事 

                           （公 印 省 略） 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制の 

現状に関する認識について（回答） 

 

 

令和２年５月 14 日付け厚生労働省発健 0514 第８号通知で貴職から照会がありました

このことについて、別添のとおり回答します。 

 

 

長野県健康福祉部保健・疾病対対策課 

課長：西垣明子  担当：酒井和幸 

電話：０２６－２３５－７１４１（直通） 

FAX ：０２６－２３５－７１０９ 

E-mail：kansen@pref.nagano.lg.jp 
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新型コロナウイルス感染症発生下における 

医療提供体制及び検査体制の現状認識  

長野県 

 

【医療提供体制】 

 長野県では、新型コロナウイルス感染症の患者が 500 人規模で発生し

た場合を想定し、医療機関で 300 床（うち重症者用 33 床）、宿泊施設で

200 人を受け入れる体制を構築しているところである。 

現時点の新型コロナウイルス感染症の陽性者の状況(5 月 18 日現在)

は次のとおりであり、感染が一定程度に落ち着きを見せる中で、当面は

この体制の中で対応しうるものと考えている。 
 

・直近 1 週間の新規陽性者数：１人 

・上記の人口 10 万人当たりの数：0.05 人 

・入院患者数（うち重症者数）：22 人（１人）  ＊5 月 17 日現在 
 

 今後、第２波、第３波に備えて、受入体制を整えることが重要と認識

している。更なる医療提供体制の充実を図っていくためには、各都道府

県がそれぞれの考え方で取り組むのではなく、国において必要な病床数

の確保に対する統一的な考え方を示すとともに、患者数が確保した病床

数を超えた場合にはバックアップする仕組みを構築すべきであると考

える。 

 

 

【検査体制】 

検査については、感染者の重症化予防及び感染拡大防止の観点から、

医師が必要と判断した場合、確実にＰＣＲ等検査が実施可能な体制を 

構築することが重要と認識している。 

本県におけるＰＣＲ等検査処理能力については、１日あたり 250 件

で、当面は 300 件を目標としている。また、県内 28 か所の帰国者・   

接触者外来に加えて、10 の医療圏にＰＣＲ検体採取を集中的に行う  
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外来・検査センターの設置を進めているところで、今月中には６医療圏

で運用が開始される予定である。 

直近１週間の１日平均ＰＣＲ実施人数（陰性確認を含む）は 45.0 人

であり、順次検査体制が整う中、現時点で必要な検査は確実に実施して

いるものと考えている。 

 今後も、濃厚接触者等に対する検査をより積極的に行うことなども 

含め、流行の第２波や集団感染に備えた検査体制のさらなる強化充実に

取り組んでまいる。 
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健政第１２７号 

令和２年５月１９日 

 

 

厚生労働大臣 様 

 

 

岐阜県知事  古田 肇    

 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制の現

状に関する認識について（回答） 

 

 令和２年５月１４日付厚生労働省発健０５１４第８号で照会のあった標記に

ついて、下記のとおり回答します。 

 

記 

 

１ 総括 

・ 岐阜県は５月１４日に、特定警戒都道府県から一気に緊急事態措置の区域

からも解除された。２月２６日の１例目の感染者を確認して以降、保健所設

置市である岐阜市とともに「クラスター対策合同本部」を設置し、不特定多

数という特徴を持つクラスター対策に取り組むなど、「オール岐阜」で感染

防止に取り組んできた結果であると認識している。 

 ・ しかし、第２波、第３波の危険性に備えるため、引き続き医療提供体制及

び検査体制の充実強化を図る必要があると考えている。 
 

２ 医療提供体制について 

 （病床の確保） 

・ 当県では、現在、休病棟の活用等により、入院患者受入確保病床として既

に３５３床を確保している。さらに、受入確保想定病床を４５８床（感染症

病床３０床、一般病床４２８床）としている。 

・ 過去の入院患者数の最大は１１６人であったが、国の基準の倍に相当する

独自の空床補償制度（32,000 円/床（参考：国の基準 16,000 円/床））を創

設するなど、引き続き、更なる積み上げを図っている。 

 

（後方施設の設置） 

・ さらに、無症状者又は軽症者が療養する後方施設を設置し、入院病床の確

保に努めていく。４月２１日には、岐阜県羽島市内のホテルを借り上げて 

２６５室を確保し、受け入れを開始している。５月１８日には岐阜県大垣市

内のホテルに５２室を確保したほか、恵那市内のホテルにも４５室を確保

できる見込みである。 
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・ 後方施設は、県内の５地域（岐阜、西濃、中濃、東濃、飛騨）に少なくと

も各１か所を設置することとしており、他の地域についても今後、地元のご

理解を得ながら早急に準備を進めてまいりたい。 

 

３ 検査体制について 

 （ＰＣＲ検査体制） 

・ 当県の行政検査の能力は１日４０件であったが、これを最大１２０件まで

増強している。 

・ また、医療機関内での検査能力も１日１３２件まで強化するとともに、

「地域外来・検査センター」を４月３０日に東濃に設置、運用開始したこと

により、これまでに１日２７２件の検査能力を確保するに至っている。 

・ さらにＬＡＭＰ法等による検査機器及び試薬の購入経費の全額を県が補

助することにより、１日１２２件の検査体制を整えていくほか、「地域外来・

検査センター」も設置済みの東濃地域に加え、西濃地域と中濃地域は６月上

旬に、岐阜地域は６月中旬の予定でそれぞれ設置ができるよう調整を進め

ているところである。これらすべてを合計し、１日４７０件程度の検査能力

を確保する方針としている。 

・ 当県ではこれまで、医師が新型コロナウイルス感染症を疑う事例について

積極的にＰＣＲ検査を行っており、４月中旬には、連日１００件を超え、最

大１６８件もの検査を実施した。 

・ 今後も、ＰＣＲ検査を必要とする方に適切に検査を実施する体制を整える

ため、引き続き、地域医師会のご協力も得ながら県内各地域での地域外来・

検査センターの設置を進め、県内における検査体制の強化を図りつつ、引き

続き積極的なＰＣＲ検査を実施してまいりたい。 

 

 （抗原検査） 

・ また、５月１３日に新型コロナウイルス感染症の診断のために使用する抗

原迅速キットが薬事承認、保険適用とされた。 

・ キットの供給量が限られていることから、まずは患者発生数の多い都道府

県の帰国者・接触者外来等から供給が開始されると聞いているが、今後の供

給量拡大を見据え、本県でも積極的な活用を検討していく。 

 

以上 
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令和２年５月 19日 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制 

及び検査体制の現状に関する認識について【静岡県】 

（担当:健康福祉部医療局疾病対策課） 

１ 静岡県の新規感染者等 

  ○ 本県の感染者数は、５月 18 日現在、73 人が確認されている。その内、感染経路が不明

な感染者数は 11人である。なお、集団感染は発生していない。 

  ○ 新規感染者数は、５月２日から 18日まで 17日連続でゼロとなっている。 

○ 入院感染者数は、５月 18日現在、２人となり、総受入可能病床数 200床に比べて小さい。 

○ 以上から、静岡県では、感染の拡大は抑えられていると判断している。 

 

２ 医療提供体制の確保 

  ○ 重症、中等症患者については、感染症指定医療機関に加え、一般病院の病床に受入を拡

充することで、合計 200床を確保している。 

  ○ ＰＣＲ検査の充実に伴い、増加することが予想される軽症患者の受入施設については、

民間宿泊施設などを借上げ、先週末に約 110人を収容できる１施設を確保した。今後予測

される第２波、第３波への対応も見据え、さらに 300人分まで受入できるよう、宿泊施設

を追加していく。 

○ これまで入院している患者数が最も多かったのは、４月中旬に陽性確認が多発した際の

40人であり、その８割程度が無症状、軽症患者であったことから、今後予測される第２波

における患者の発生に対しても、十分に対応できるものと考えている。 

 

３ 検査体制の構築 

  ○ 新型コロナウイルスＰＣＲ検査については、地方衛生研究所における行政検査に加え、

民間検査機関等へ委託することで検査可能数を１日 600件に強化し、適切に対応している。 

○ これまでの最大の一日あたりの検査件数は、４月下旬と５月上旬の 156件であり、十分

に対応できると考えているが、更なる感染拡大に備え、段階的に１日 1,000件まで検査が

可能となるよう、民間機関の検査機器の増設等、体制拡充を支援する。 

○ 一方、かかりつけ医が診察・相談を行った患者に対して、ＰＣＲ検査が必要と判断した

際に速やかに検査実施できるよう、市町及び医師会等と協力しＰＣＲ検査を集中的に行う

地域外来・検査センターを 8医療圏域ごとに 1箇所以上設置し、検査体制を拡充していく。 

○ なお、迅速検査キットの供給や唾液による検査等の進展に伴い、検査体制が大きく変動

すると考えられるため、国には現場が混乱しない制度設計をお願いする。 
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２ 健 対 第 ８ ５ ７ 号  

令和２年５月１９日 

 

 厚 生 労 働 大 臣 殿 

 

愛 知 県 知 事 

 

（ 印 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状に関する認識について（回答） 

 

令和２年５月 14 日付け厚生労働省発健 0514 第８号の照会については、別添

のとおりです。 

 

 

担 当 保健医療局健康医務部健康対策課 

新型コロナウイルス感染症対策室 

感染症グループ 

電 話  052-954-7475（ダイヤルイン） 

ﾌｧｸｼﾐﾘ  052-954-6917 

電子ﾒｰﾙ kenkotaisaku@pref.aichi.lg.jp 
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新型コロナウイルス感染症発生下における 

本県の医療提供体制及び検査体制について 

本県では、これまで、愛知県新型コロナウイルス感染症対策本部会議を９回開催するとと

もに、医療関係者による専門家会議や意見交換会を随時開催し、医療提供体制及び検査体制

について、検討を重ねてきた。医療現場においては、関係者の皆様の献身的なご尽力により、

医療崩壊を起こすことなく必要な医療・検査を提供できている。現在、今後の第２波、第３

波に備え、以下のとおり医療・検査体制の整備を進めており、患者数の増加にも対応できる

ものと考えている。 

≪医療提供体制≫ 

○現在の状況 

・入院病床は感染症指定医療機関（12 病院 72 床）、その他協力医療機関（58 病院 428 床）

を合わせ、計 70 病院 500 床を確保している。 

・重点医療機関は 15 病院を確保し、専門的治療を有する受入医療機関は、がん患者 25 病

院、透析患者 13 病院、妊産婦３病院、小児患者 12 病院を確保している。 

・宿泊療養施設は 1,300 室を確保している。 

・第２波の発生に備え新型コロナウイルス感染症専門病院の設置を予定している。 

○今後の対応について 

本県では、判断基準となる指標を策定し、新規感染者数、陽性率、入院患者数の過去７日

間平均の数値を基準として、注意（警戒）領域（イエローゾーン）を一つでも上回れば、警

告を発し一部規制モードに入り、危険領域（レッドゾーン）をすべて上回れば、厳しく規制

することとしている。 

第２波の発生においても、現状の本県の医療体制で対応可能（これまでの１日あたりの入

院・入所者数の最大値は 247 人（４月 24 日））と考えているが、万全を期すために、特措法

における臨時の医療施設として、新型コロナウイルス感染症専門病院を設置する予定である。 

そこで、国におかれては、緊急事態宣言が発令される事前段階から、臨時の医療施設を開

設できるようにしていただくとともに、治療の効率性の観点から、緊急事態宣言解除後も、

新型コロナウイルス患者の受け入れができるようにしていただきたい。 

2020 年５月 19 日 

愛 知 県 
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≪検査体制≫ 

○ＰＣＲ検査能力の拡充 

衛生研究所の機能強化（検査機器の追加配備、検査要員の増）並びに民間検査機関や医療

機関における検査可能件数の増により、検査能力は別紙のとおり拡充する予定である。 

○ＰＣＲ検査能力の拡充を検査件数の増加につなげる取組 

 PCR 検査の需要増大に備えるとともに、帰国者・接触者外来の負担を軽減するため、県直

営で５月 15 日にドライブスルー方式の PCR 検査所を開設した。５月中に名古屋市と豊橋市

においても PCR 検査所が開設される予定であり、さらに県内各地域において状況に応じた増

設を検討中である。 

 相談・受診の目安の改訂も含め、検査対象者の拡大を保健所等に５月の２日、６日、８日

付けで、周知した。 

また、唾液を使った検査法が導入されれば、検査件数を大きく増やすことが可能となるの

で、現在、その具体的な手順を検討中である。 

なお、今後とも、検査希望者をできるだけ多く検査に結びつけていけるように幅広く検査

手法を検討しているところである。 

○抗原検査及び抗体検査の実施 

 迅速抗原検査キットについては、早期診断や院内感染対策などでの有効性が期待できるこ

とから、PCR 検査と併せて、役割分担しながら、広く実施していく必要がある。 

 抗体検査キットについては、感染率（既感染）の把握に有用と考えられるため、国の性能

評価の結果等により精度を確認しながら、広く実施できるよう検討していく必要がある。 

61



5/10現在 5/12 5/18 5/29 6月中旬 秋

300 638 758 880 1,100 1,300

120 120 240 280 320 480

180 180 180 220 220 220

338 338 380 560 600

※１～４　衛生研究所における検査体制の強化・充実

検査能力

120件

240件

280件

320件

480件

※５　民間検査機関の検査可能件数の増　40件増加

※６～９　県内の医療機関に協力依頼して応じて頂いたＰＣＲ検査可能件数

検査能力

338件

380件

560件

600件

 保健所設置市
 民間検査機関

ＰＣＲ検査能力の拡充

　県　　全　　体

 県衛生研究所

 医療機関（52）

時期

5/10

5/18

強化・充実の内容

・８名１班体制
・検査機器（３台）
・40件/回×３回

・４名増員（12名２班体制）
・40件/回×６回

5/29

6月中旬

秋

・４名増員（16名２班体制）
・40件/回×７回

・技術研修による処理件数の増加
・40件/回×８回

・８名増員（24名３班体制）
・技術研修による処理件数の増加
・検査機器の追加（３台追加）
・40件/回×12回

５月12日時点での14医療機関における検査可能件数

19医療機関（新規５か所）における検査可能件数（42件増加）

21医療機関（新規２か所、充実・強化１か所）における検査可能件数
（180件増加）

23医療機関（新規２か所）における検査可能件数（40件増加）

強化・充実の内容

6月中旬

秋

時期

5/12

5/29

※５

※１ ※２ ※３ ※４

※６ ※７ ※８ ※９

別 紙
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令和２年５月１９日 

厚 生 労 働 大 臣   

加 藤  勝 信  殿 

 

三 重 県 知 事   

                 鈴 木 英 敬   

（ 公 印 省 略 ）   

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状に関する認識について（回答） 

 

令和２年５月 14 日付けにて照会のありました標記の件につきまして、下記

のとおり回答いたします。何とぞ宜しくお願いいたします。 

記 

１ 医療提供体制 

  本県では、患者数が大幅に増加した場合に備え、感染症病床 24床に一般病

床等 151 床を加えた計 175 床の病床確保を医療機関に依頼しております。た

だし、実際に 175 床が満床となった場合には、通常診療への影響も大きいこ

とから、一定程度入院患者が増加した場合は、入院後に軽快しＰＣＲ検査の陰

性化待ちとなった患者等を宿泊施設で療養する方針とし、64 室を確保してい

ます。 

１月 30 日の第１例目から本日（５月 19 日）までに計 45 例の陽性患者の発

生があり、いずれも県内の医療機関にて入院加療を行いました。４月中旬に患

者数が増加したため、４月 18日から一般病床での受け入れを開始しましたが、

最大 32 名の入院患者で第一波を終えることができ、宿泊施設を使用すること

はありませんでした。 

緊急事態措置を解除する際、再び県内で感染が拡大し、医療への負荷がかか

ることを防ぐため、ＰＣＲ検査件数、ＰＣＲ検査陽性率、新規感染事例数、新

規感染者数、感染経路不明者数、入院患者数等を指標として、引き続きモニタ

リングを実施し、患者数が大幅に増加した４月中旬と同様の状況が生じる予兆

を察知した際には、直ちに感染拡大への警戒を呼び掛けることとしており、以

下の判断基準を設けております。 
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【判断基準となる主な指標とその目安】 

指標 水準 期間 

新規感染事例数 ３ 
直近５日間 

新規感染者数 １０ 

入院患者数 ２０  

 

新型コロナウイルス感染症患者への医療提供と通常診療のバランスを取り

ながら医療提供体制を維持していく必要があるため、病床数としては、現在確

保している数にて適正と考えております。 

再び感染が拡大することにより医療が逼迫し、経済活動を止めざるを得ない

事態とならないためにも医療提供体制の確保は重要です。医療提供体制を維持

するためには、病院の空床確保や宿泊施設の確保が必要となることから、国か

らの十分な財政的支援が必要と考えております。 

 

２ ＰＣＲ等の検査体制 

  本県では、保健環境研究所（地方衛生研究所）、県内２医療機関、及び、民

間検査機関でＰＣＲ検査を行っております。５月 15 日時点の集計(n=2,553)

では、保健環境研究所 80%、医療機関 5%、民間検査機関 15%の実施割合でした。

１日最大の検査実施件数は 122件で、迅速に検査が実施できております。 

ＰＣＲ等の検査体制３つのプロセスである①検体採取、②検体搬送、③検査

の実施については、今後患者数が大幅に増えた場合やクラスターが発生した場

合に備え、 

① 検体採取については、地域外来・検査センターの設置に向け、各地域に

おいて、郡市医師会、基幹病院、地元自治体と調整を行っているところ

であり、準備ができ次第、順次、開設していく予定です。 

② 検体搬送については、県内の交通事業者と委託契約を締結し、各保健所

から保健環境研究所への搬送体制を強化しました。 

③ 検査の実施については、保健環境研究所の人員を増員するとともに、Ｐ

ＣＲ検査機器を追加整備中です。また、民間検査機関と県が直接、検査

の委託契約を締結するなど、検体数が急激に増加した際には、民間検査

機関も活用することとしております。 

なお、今後の抗原検査の動向により検査体制は変更される可能性がありま

すが、ＰＣＲ検査としては、上記の体制強化にて対応可能と考えております。 

 

以上 
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滋 健 福 政 第 ６ ４ ２ 号  
令和２年(2020 年)５月１９日  

 
厚 生 労 働 大 臣  様 

 
滋 賀 県 知 事     

（公印省略） 
 
 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制の 
現状に関する認識について（回答） 

 
 
令和 2 年 5 月 14 日付厚生労働省発健 0514 第 8 号により照会のありましたことについ

て、下記のとおり回答します。 
 

記 
 
 
 
 

別紙のとおり 
 
 
 
 
 
 
 
 健康医療福祉部 

新型コロナウイルス感染症対策班 
総務チーム（担当：平田、林） 
電話  077-528-3578 
e-mail coronataisaku2@pref.shiga.lg.jp 
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別紙 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における 

医療提供体制及び検査体制の現状に関する認識 

 
 
１．医療提供体制の確保について 

（１）入院医療提供体制について 

４月上旬から中旬にかけて多くの新規感染者の発生が続き、一時的に患者数が確保病

床数を上回る状況もあったが、その後、病床数の確保が一定進むとともに、感染者の発

生も減少していることから、５月１８日時点では、本県における確保病床数２４２床の

稼働率は９．５％に留まっており、現時点の入院医療提供体制としては逼迫している状

況にはない。 
しかしながら、現在、４月に想定した目標病床を目指し、「確保する可能性のある最

大病床数」として４２３～６０３床を見込み、その確保に向けて取り組んでいるところ

である。なお、県内の感染動向を踏まえて、新たな目標病床数の設定を検討している。 
今後の入院医療提供体制としては、感染者の発生が一定収まっている間は、コロナ対

策用の体制から通常に近い状態へと戻し、感染拡大の局面を迎えたときには即座にコロ

ナ対策用の体制に切り替えることが望ましい。しかしながら、実際には、医療機関の体

制構築には一定の期間を要するため、こうした対応は困難なことから、現実に必要とな

る空床確保のための経費について十分な財源措置を願いたい。 
加えて、医療機関においては、新型コロナウイルス患者用の病床を確保するため、病

棟単位での閉鎖、予定手術や予定入院の延期、外来受診の抑制、医療人材の重点配置な

どの対応により、４月だけで２億円の減収となっている病院や、極めて厳しい資金繰り

となっている病院があるなど、地域医療を担う病院に甚大な影響が生じており、個々の

病院から県に対して財政支援を要望する切実な声が寄せられている。 
また、患者を受け入れていない病院においても、常に感染の危険があり必要な対策に

多くの経費を要することに加えて、感染リスクを心配した受診抑制等による外来・入院

患者の減少により病院経営が急速に悪化している状況であり、新型コロナウイルス感染

症だけでなく、他疾患を含めた地域医療提供体制全体に対し中長期にわたる影響が強く

懸念されることから、さらなる財政支援について早急に検討をお願いしたい。 
 
（２）宿泊療養施設について 

 必要な医療提供体制を確保するための軽症者・無症状者の宿泊療養場所については、

本県では、１施設６２室を確保しているところ、５月１８日時点の稼働率は６．５％に

留まっており逼迫している状況にはない。 

滋賀県 

66



 今後の宿泊療養施設の確保については、感染者の発生状況に応じて柔軟に確保数を調

整できることが望ましいが、医療支援のための医師・看護師の確保や、生活支援用のた

めのスタッフの確保等に一定の時日を要することから、今後の急激な患者の増加に備え

て、更なる宿泊療養施設の開設に向けて準備を行っている。ついては、今後の円滑な宿

泊療養施設の確保・運営に向けて、十分な財源措置をお願いしたい。なお、必要な宿泊

療養施設数については、現在、病床数とともに検討中である。 
 
 
２．検査体制について 

（１）ＰＣＲ検査 

４月時点では、本県のＰＣＲ検査は衛生科学センターのみで対応しており、一時的に

は検査体制が逼迫する状況もあったが、検査の必要な疑い例については全て対応してき

た。 
現時点では、一時期と比べて検体数が少なくなっており逼迫した状況にはないが、医

師が検査を必要と判断する人や基礎疾患のある方、妊産婦等を対象に、より柔軟に検査

を受けられる体制とするためにも、行政検査の外部委託や、保険適用による検査のでき

る医療機関の増加、地域外来・検査センターの設置に取り組み、ＰＣＲ検査数の拡大を

進めているところである。 
そのため、民間検査機関の実施能力の拡充への支援と、試薬や綿棒等の検査の実施に

必要な物資の安定供給をお願いしたい。 
 
（２）抗原検査・抗体検査 

 既に一部運用が始まっている抗原検査については、迅速かつ簡便に陽性患者を確定で

きることから、ＰＣＲ検査と併用することにより、クラスターの発生時の濃厚接触者へ

の一斉検査や緊急を要する重症患者の検査に、有効に活用できるものと認識している。

全都道府県への早期の安定供給に対応いただきたい。 
 また、抗体検査については、抗体獲得の効果等について十分な情報が無いことから、

社会に混乱をもたらすことがないよう、国の責任において抗体検査の現時点における評

価と今後の将来予測について、国民に対し十分に説明と周知をいただきたい。 
 
（３）接触確認アプリの導入を見据えた検査体制等の整備 

現在、国において導入を検討されている接触確認アプリや、本県において検討を進め

ている感染拡大防止システムなど、スマートフォンを活用して感染者との接触情報を受

け取ることのできるシステムの検討を進めているところである。 
こうしたシステムの導入により、接触情報の通知を受け取った多くの方から相談や検

査を求める声が予想されることから、これらの求めに対応できる相談体制や検査体制の

拡充が必要であり、効率的な検査方法の整備も含め、必要な対策を検討いただきたい。 
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京都府における医療提供体制及び検査体制の現状について 

 

 「新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制の現

状に関する御認識について（照会）」（令和２年５月14日付け厚生労働省発健0514

第８号）において御質問のありました、本府における新型コロナウイルス感染

症発生下の医療提供体制及び検査体制の現状等に関して、以下の通り回答いた

します。 

 

Ⅰ 京都府内の発生状況 

 

 

府内の初発感染者は１月 30日に中国から帰国した者であった。 

その後、３月初旬に入り、大阪市内のライブ参加者やその家族等の陽性

が判明、うち１名が医療従事者であったことから、院内感染に発展するも、

積極的な PCR検査の実施等によりクラスターの拡大を抑え、2名の感染に留

まった。 

次いで、３月 28日には、欧州から帰国した大学生を発端にクラスターが

発生し、卒業、就職等とも重なり府県を越えた広域的クラスターとなった。

府内においても、５次感染まで確認され、府内感染者数は５５名に達した。 
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４月に入り、院内感染（入院患者、医療従事者、その家族等陽性者 33人）

や高齢者施設内や事業所内での集団感染がみられたところである。 

 

感染経路の不明な陽性者については、3月 10日から散見され始め、4月 7

日以降、感染経路不明者割合（7日間移動平均）は 40％を超え、4月 10日

国に対し、緊急事態宣言発出要請を行った。 

４月 17日には全国に緊急事態宣言が発令されるとともに、京都府が特定

警戒都道府県に位置づけられたことを受け、本府における緊急事態措置を決

定し、府域全域における徹底した感染拡大防止に取り組んできたところであ

る。 

新規感染者数は、4 月は 251 件と、1 日平均約８件であったが、5 月に入

っては、1 日平均は約 2.0 件（計 38 件）と着実に減少し、5 月 15 日以降新

たな感染者はなくなっている状況である。 

 

 今後、第２波の発生に備え、感染者が減少しているこの時期に、医療提供

体制や検査体制の整備を進めていくことが重要である。それぞれの現状と今

後の取組等について次に述べる。 

 

Ⅱ 京都府の医療提供体制 

１．病床の確保状況等の現状について 

 確保病床数 

（５月 19日時点） 

病院 中等症～重症 80床 

軽症～中等症 121床 

軽症・無症状 63床 

施設療養 軽症・無症状 338床 

 

京都府では、５月 19 日現在、新型コロナウイルス感染症入院患者の受入病

床として 264床（うち 80床は重症患者用）を確保している。 

病床使用率は、４月初旬（４月１日時点 68床）には 60％後半から 70％を超

える高水準で推移していたが、受入病床の確保を進めたことや、重症化リスク

の高い患者の受入医療施設の確保に努力するとともに、軽症・無症状者につい

ては宿泊施設での療養を開始（４月 15日）したことなどにより、５月 19日現

在では医療機関で病床使用率 12.1％、病床と宿泊療養施設を合わせた使用率

は 10％を下回るまで減少している。 

人工呼吸器やＥＣＭＯを装着した重症者は一時 12 名まで増加した時期もあ
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ったが、直近７日間は重症患者用病床使用率1において２％程度で推移してい

る。 

 

 

 

京都府では、医療提供体制の確保のため、これまで以下のような病床確保の

取組及び入院調整の取組を進めている。 

① ３月から４月上旬にかけて、感染症指定医療機関や特定集中治療室、救

命救急センターを有する病院を中心に、ＥＣＭＯや人工呼吸器による治療

が必要な中等症、重症者に対応可能な受入病床の確保を図った。 

② ４月上旬からは、府域を北部、中部、南部地域に大別し一般病院におい

て、軽症から中等症に対応できる病床の確保を図るとともに、４月中旬か

らは、基礎疾患が無い無症状・軽症者や陰性確認待ちの患者に対応する宿

泊施設の運用（４月 15日開始、68室。その後、５月７日に、270 室の運用

開始）を開始した。 

③ 円滑な入院調整等を行うため、入院医療コントロールセンターを３月 27

日には設置し、救急治療コーディネーターやＤＭＡＴ等が常駐して全患者の

病態を把握するとともに、受入れ病院・施設の状況も毎日確認し、病床の効

率的運用及び重症者を中心とする患者の円滑な受入を実施している。 

 

これらの取組及び５月以降における京都府内の患者発生状況を考慮すると、

当面は病床が急激に逼迫することはなく対応可能な体制が構築できている。 

 

                                                   
1 重症患者用病床に占める ECMO または人工呼吸器の使用者割合 

2.5%

12.1%

70.1%

6.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

4/1 4/6 4/11 4/16 4/21 4/26 5/1 5/6 5/11 5/16

病床使用率

重症者病床使用率 病床使用率 病床・宿泊療養使用率

150床確保

250床確保

5/19

70



２．今後の取組の方向性について 

感染者数が小康状態であるうちに、次の患者急増に備えた医療提供体制を強

化していく必要があることから、受入病床を５月中には 400床まで拡充を図る。

特に、中北部地域において、人工呼吸器を活用し重症者を受入れることができ

る病床を確保するとともに、周産期母子医療センターや透析医療機関などにお

ける新型コロナウイルス感染症患者の受入れの役割分担を進めている。 

また、中長期的な対応を想定し、新型コロナウイルス感染症受入れ以外の医

療機関も含め、地域医療確保のために各医療機関の役割を改めて確認すること

としている。 

 

Ⅲ 京都府のＰＣＲ等の検査体制 

１． ＰＣＲ検査体制の現状について 

ＰＣＲ検査実施件数※１ 陽性数※１ 陽性率※１ 

（累計） 

陽性率※２ 

（７日間移動平均） 

7,228件 358件 5.0％ 0.3％ 

※１ ５月 19日時点の数字 

※２ ５月 13日～19日の７日間移動平均値 

 

（１）ＰＣＲ検査体制の充実 

 ＰＣＲ検査については、令和元年に合築した京都府保健環境研究所と京都市

衛生環境研究所が連携し、相互に協力しながら行政検査を実施している。3月末

には、ＰＣＲ検査機器を追加整備し、検査可能件数の拡充を図るとともに、5月

18 日からは、府北部の拠点として、京都府中丹西保健所にＰＣＲ検査機器を新

たに整備し、北部で発生した事案に対し迅速に対応できるよう体制を強化した。 

また、民間検査所に対する機器整備支援を行い、さらなる検査可能件数の拡

充を図り、現在１日 300検体まで検査ができる体制を確保している。 

その結果、５月 19日現在において、ＰＣＲ検査の陽性率は７日間移動平均値

で 0.3％であり、検査体制が逼迫している状況にはない。 

 

（２）帰国者・接触者外来の設置 

京都府においては、１月 30日初発感染者が発生したことを受け、２月６日か

ら帰国者・接触者外来を 23カ所設置した。検査ニーズが高まる中、京都市内の

医療機関を中心にゾーニングの確認などを実施する中で、現在は、感染症指定

医療機関を中心に 39カ所の医療機関で実施している。 
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（３）京都検査センターの設置 

新型コロナウイルス感染症の患者が増加するに伴い、帰国者・接触者外来に

加えて、検査を必要とする患者が適切に検査を受けることができるよう、また、

患者、かかりつけ医双方の感染リスクや負担軽減につなげることを目的に、京

都府医師会の全面的協力のもと、４月 29日京都検査センターを創設した。かか

りつけ医からの相談や検査を実施しており、現在は京都市内２カ所に設置済で

あり、最終的には府内で５カ所の検査場所を設置することとしている。 

 

２． 今後の取組の方向性について 

今後、京都府では、希望する妊婦に対するＰＣＲ検査の全額負担や、緊急手

術前等のＰＣＲ検査などの取組の開始により更なる需要が見込まれることから、

医療機関へのＰＣＲ検査機器を整備するとともに、企業と連携した臨時の衛生

検査所の設置などにより、夏までに１日 670 検体までの検査体制を構築する予

定である。 

さらに、今後の第２波の到来時に備え、ＰＣＲ検査の強化を図ることが重要

であることから、下記により検査体制を強化する。 

 

（１）帰国者・接触者外来の見直し 

① 帰国者・接触者外来と入院の両方を担っている病院の負担軽減を図るため、

入院機能を持つ医療機関と外来診療を行う医療機関で機能分担を行う。 

② 合わせて、接触者外来を行う一般医療機関を増やすとともに、検査センタ

ーの設置により、外来機能の強化を図る。 

 

（２）新たな検査手法の活用 

新型コロナウイルスを 30分で検出できる抗原検査キットは、ＰＣＲ検査

より精度はやや劣るが、ウイルス量が一定程度ある患者を陽性と判定できる

ことから、早期に感染の芽を捉えるため、陽性が強く疑われ、かつ迅速な対

応が求められる患者に優先的に使用する。 

一方で、陰性患者については、改めてＰＣＲ検査を実施する必要があるた

め、主に、救命救急センター等において、高熱や重度の肺炎等新型コロナウ

イルス感染症が疑われる重症患者に対する迅速検査に活用するとともに、ク

ラスター発生時には、多数の接触者に対するスクリーニング検査として活用

する。  
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【R2.5.19 】

PCR検査の状況（陽性者数は検査結果判明日で統一）

１日（金） ２日（土） ３日（日） ４日（月） ５日（火） ６日（水） ７日（木） ８日（金） ９日（土） １０日（日） １１日（月） １２日（火） １３日（水） １４日（木） １５日（金） １６日（土） １７日（日） １８日（月） １９日（火）

陽性者数 5 6 2 1 4 3 6 1 4 0 4 0 1 1 0 0 0 0 0

京都市 3 5 2 1 4 3 6 1 4 0 4 0 1 1 0 0 0 0 0

京都市外 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

感染経路不明 0 2 1 0 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

325 331 333 334 338 341 347 348 352 352 356 356 357 358 358 358 358 358 358

京都市 216 221 223 224 228 231 237 238 242 242 246 246 247 248 248 248 248 248 248

京都市外 109 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110

5.57 5.71 5.29 3.43 3.57 3.43 3.86 3.29 3.00 2.71 3.14 2.57 2.29 1.57 1.43 0.86 0.86 0.29 0.29

0.86 1.00 1.00 0.57 0.57 0.57 0.71 0.71 0.57 0.43 0.43 0.43 0.29 0.14 0.14 0.00 0.00 0.00 0.00

4.4% 4.5% 3.7% 2.4% 2.8% 2.8% 3.0% 2.7% 2.5% 2.4% 2.8% 1.9% 1.6% 1.0% 1.0% 0.6% 0.6% 0.2% 0.3%

10.0% 8.8% 8.8% 7.5% 6.3% 6.3% 6.3% 6.3% 3.8% 3.8% 3.8% 1.3% 1.3% 1.3% 2.5% 2.5% 2.5% 2.5% 2.5%

0.80 0.89 0.82 0.47 0.56 0.65 0.73 0.59 0.53 0.51 0.92 0.72 0.67 0.41 0.43 0.29 0.32 0.09 0.11

1.53 1.56 1.45 0.94 0.98 0.94 1.06 0.90 0.82 0.74 0.86 0.70 0.63 0.43 0.39 0.23 0.23 0.08 0.08

倍化時間 直近７日間

43.91 43.42 67.79 74.72 75.64 76.34 74.08 96.88 87.44 92.44 93.52 112.71 170.78 171.27 287.07 287.07 866.09 866.09 1734.60

42.21 74.83 75.18 71.30 59.81 52.30 65.47 59.34 62.78 63.85 77.12 117.40 117.89 198.11 198.11 599.22 599.22 1200.88 1200.88

５月

京　都　市

新規陽性者数（７日間移動
平均）

新規陽性者の前週増加比
（７日間移動平均）

新規陽性者における感染
経路不明者（７日間移動平
均）

ＰＣＲ検査陽性率（７日間
移動平均）

重症者病床利用率（日ご
と）

直近１週間の⒑万人当た
り累積新規患者数

陽性者累計

京　都　府
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医 対 第 1 8 3 8 号 

令和２年５月 19 日 

厚 生 労 働 大 臣 様 

 

 

大 阪 府 知 事 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制の 

現状に関する認識について（回答） 

 

 

日頃より、大阪府政の推進にご理解、ご協力をいただき誠にありがとうござい

ます。 

 さて、令和２年５月 14 日付厚生労働省発健 0514 第８号によりご照会のあり

ました標記の件について、別紙のとおり回答します。 

 

 

大阪府健康医療部 

健康医療総務課企画グループ 岡田 

ＴＥＬ ０６－６９４４－７６２５ 

保健医療室医療対策課感染症グループ 國本・川幡 

      ＴＥＬ ０６－４３９７－３２０４ 
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新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制の 

現状に関する認識について（大阪府回答） 

 

○本府ではこれまで、新型コロナウイルス感染症患者の爆発的な増加（オーバーシュ

ート）に備え、以下のとおり、検査体制の充実や病床の確保に取り組んできた。 

【検査体制の整備(主な取組)】 

・帰国者・接触者外来の設置（８医療圏・70 医療機関）、ドライブスルー方式を含

めた地域外来・検査センターの設置（10箇所）等による検体採取キャパの拡充（計

約 870検体） 

・大阪健康安全基盤研究所の検査体制の整備、地方衛生研究所・民間検査機関・医

療機関・保健所など検査キャパの拡充（計約 1,430検体） 

【病床等の確保（主な取組）】 

・病床数や症状を踏まえてトリアージを行い、広域的入院調整を実施する「入院調

整フォローアップセンター」の立ち上げ 

・公的医療機関をはじめ府内医療機関に対する受入病床確保の要請 

（重症病床 188床、軽症・中等症 949床、計 1,137床・65医療機関） 

・重点医療機関の設定（大阪市立十三市民病院、阪和第二病院） 

・発熱等の症状のある救急要請患者の受入・検査を行う「トリアージ病院」の設定 

・宿泊療養施設の確保 1,504室（医療従事者用 192室を含む）、看護師配置等 

・受入病院等に対する支援 

空床確保に対する補助、施設・設備費用補助、人件費補助、衛生用品の供給、 

院内感染対策支援、特殊勤務手当支給への支援、 

「新型コロナウイルス助け合い基金」による医療従事者等への応援金支給 

 

○その結果、現状としては、5月 14日の「国専門家会議の状況分析・提言」や「基本

的対処方針」において示された緊急事態措置を解除する基準（医療提供体制・検査

体制）を達成していると考えている。（別添参照） 

 

○現在、本府においては新規感染者の発生が限定的な局面にあるが、今後の感染拡大

に備え、協議会等における議論なども行いながら、 

・地域外来・検査センターのさらなる拡充など検体採取キャパの充実や、民間医療

機関・民間検査機関を含めたＰＣＲ検査能力の拡充 

・新型コロナ患者受入病床（通常医療との稼働的な利用）や宿泊療養施設の確保 

といった取組を継続するとともに、 

感染拡大の兆候が見られた際に速やかに感染拡大防止策（クラスター対策、追加の

病床確保の要請、自粛要請等）が取れるよう、客観的な指標により感染拡大の兆候

を把握する「大阪モデル」の取組を進めている。 

 国においては、各都道府県がリーダーシップを発揮し取組を進めていけるよう、引

き続き緊密な連携協力をお願いしたい。 
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国の解除基準における府の現状
国の解除基準 府の現状 評価

（１）感染状況【疫学的状況】

①直近１週間の新規感染者数がその前週の数より

減少傾向にあること

5月5日～5月11日 65人
5月12日～5月18日 27人

達成

②直近１週間の10万人あたり累積新規感染者数

が0.5人未満程度
0.31人（5/18時点）※5/16より達成 達成

（２）医療提供体制【医療状況】

①重症者数が減少傾向で医療提供体制が逼迫
していないこと

②患者急増に対応可能な体制が確保されている
こと

5/6 5/14 5/18

重症者数(人) 61 43 36
達成

重症病床確保数(床) 188 188 188

軽症中等症入院患者数(人) 342 290 262

達成

軽症中等症病床確保数(床) 919 944 949

宿泊療養者数(人) 165 94 80
達成

宿泊療養客室数(室) 1,504(注） 1,504(注） 1,504(注）

（３）検査体制の構築

①ＰＣＲ等検査件数の動向
検査可能体制 1,430検体/日
陽性率 4.0％(5/6) 0.6％(5/14) 0.4%(5/18)

達成

※基準を満たした場合、国が総合的に判断し、緊急事態措置を解除

（注）医療従事者用192を含む
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新型コロナウイルス感染症についての医療体制等について 

 

                          兵庫県 

 

 

１ 本県の患者発生状況 

  ３月１日に本県初の感染者確認以降、５月 17 日現在で 699 人の患者が確認

されている。この間、４月 11 日に最多の 42 人をはじめ、４月の上旬から中

旬に多くの患者が確認された。その後、緊急事態宣言の発令による県民の外

出自粛の効果等により、４月下旬以降患者の確認は概ね一桁、ここ最近は５

人以下の状況となっている。そのため、医療崩壊を防ぎながら社会経済活動

を維持する観点から、５月１５日に新型コロナウイルス感染症における自粛

等の見直し・再要請基準を設定した。 
  【見直し・再要請基準】 

項 目 内 容 見直し基準（注１） 再要請基準（注２） 

感染状況 新規陽性者数 

(１週間平均) 
①５人以下 ③１０人以上 

医療体制 重症病床（71 床）

の空床数 
②４０床以上 － 

 （注１）①かつ②が 7日間連続 

 （注２）再要請にあたっては、本県のＰＣＲ検査件数の状況、大阪府など近

隣府県の状況も勘案 

 

２ 現状及び今後に向けて本県の認識 

  本県において設置している「兵庫県新型コロナウイルス感染症対策協議会」

における専門家の意見、及び１の状況等を踏まえた本県の認識は以下のとお

りである。 

 

(1) 医療提供体制について 

①  入院体制 

 重症・中等症患者については医療機関において治療し、原則として

入院後、医師の診断のもと軽症患者については宿泊施設において療養

を行うなど、重症患者等の入院医療に支障が生じない体制を構築する

ことを基本としている。 

 現在、重症対応 71床、中軽症対応 444 床の計 515 床を確保しており、

当面の感染症病床は確保できていると考えている。 
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 今後は、患者減少の状況を踏まえ他の医療提供にも意を用いる必要

があることから、状況を見極め病床や医療スタッフの体制を見直すと

ともに、体制強化が必要な場合には患者動向等を注視し機動的な対応

を行うこととしている。 

 

②  外来体制 

 現時点では、帰国者・接触者外来を 56 機関設置し対応しているが、

地域によっては同外来の増設を要望する声もあることから、さらなる

増加を図る。 

また、医師会等と協力して、「地域外来・検査センター」など臨時外

来を県内で８カ所程度設置する予定である。 

 

(2) 検査体制について 

 現時点では、必要な検査への対応はできていると考えているが、今後の

検査数増加に備え、以下の取組みを推進する。 

 

① 行政検査の拡充  

県内の衛生研究所において実施している行政検査については、３月当初

は 1日 130 件の処理能力であったが、体制の充実を図り現在では１日 280

件まで検査可能となっている。 

今後は最新型の機器導入などにより、約400件まで検査能力を拡充する。 

 

② 医療機関での検査実施や民間検査機関の活用 

医療機関等での検査機器の購入支援や、帰国者・接触者外来及び宿泊施

設の検査における民間機関等との委託契約締結を推進する。 

 

【参考】ＰＣＲ検査体制 

区 分 現行 拡充 拡充内容 

行

政 

行政検査 280 400  

県立健康科学研究所等において、最新式

ＰＣＲ機器の購入により検査件数を拡充 
 兵庫県 120 

400 
保健所設置市 160 

病

院 

等 

病院等 74 100  

 県立病院等 44 
100 

ＰＣＲ機器の導入支援 

民間検査会社 30 帰国者・接触外来から民間委託 

検査 計 354 500 全国 10,000 件の５％相当程度 

宿泊施設 - 100 宿泊施設の陰性確認検査を民間委託 

合 計 354 600    
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- 1 -

地 医 第 ９ ４ 号

令和２年５月１９日

厚 生 労 働 大 臣 殿

奈良県知事 荒 井 正 吾

（ 公 印 省 略 ）

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制の

現状に関する認識について（回答）

令和２年５月１４日付け厚生労働省発健０５１４第８号にて照会のありま

した標記のことにつきましては、別添のとおり回答いたします。

奈良県福祉医療部医療政策局地域医療連携課

TEL：0742-27-8653

FAX：0742-22-2725
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令和 2年 5月 19日 

奈良県医療政策局 

 

奈良県における、新型コロナウイルス感染症発生下の

医療提供体制及び検査体制の現状について 
 

【感染者発生の状況】 

 奈良県では、現在、5月 9日の患者発生を最後に新規の陽性患者は発生し

ていません。（これまでの感染判明者 90名） 

【医療提供体制】 

 奈良県は、感染判明者はすべて病院や施設での治療・療養とする方針で

す。 

 入院病床、療養施設にはまだ十分な余裕があります。 

現在 

感染者数 

令和 2年 5月 18日 15時現在 

入院 うち重症者 宿泊療養 

９人 ８人 ０人 １人 

［対応可能数］ ［３１８床］ ［１８床］ 
ホテル１棟 

［１０８室］ 

占有率 2.5％ 0.0％ 1.0％ 

【検査体制】 

 奈良県では、1日あたり 150件の PCR検査判定が可能です。 

 発熱症状など感染の心配のある方、感染が疑われると判断した場合は、

速やかに PCR検査の対象としています。 

 ドライブスルー方式での PCR 検査の導入や、発熱などの症状がある方の

外来診療を行う「発熱外来クリニック」の開設など、検査体制の更なる拡

充を図っています。 

【今後の対応】 

 医療提供体制については、患者数が大幅に増加した場合に備え、500床の

病床確保を見込んでいます。感染判明者は全員入院させ、重症者には薬

剤や人工呼吸器等により集中治療を行う体制を確保していく考えです。 

 検査体制については、感染者を早期に発見できるよう、抗原検査の活用

も視野に入れ、患者増加の事態に対応可能な検査体制を整えていく考え

です。 

参考添付「新型コロナウイルス感染症にかかる奈良県対処方針(5.15 方針)」 
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5.1５方針

Nara Prefecture

奈良県

新型コロナウイルス感染症にかかる
奈良県対処⽅針

第８回奈良県新型コロナウイルス
感染症対策本部会議

1
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Ⅰ 出口戦略の必要性

3
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現在、新規感染者の発生は、次の感染者増加の

危険性は存在するものの、県内、近隣地域、全国で

低下傾向にあり、活動自粛による地域社会経済へ

のダメージを考えると、「感染拡大防止」に努めなが

ら、「社会経済活動の自粛緩和」を共に行う体制へ

の移行を検討すべきものと思われる。

そのような考え方に基づき、奈良県では「出口戦

略検討会議」を設置し、第1回会議において、委員各

位の意見を伺ったところである。

4
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奈良県では、出口戦略検討会議の意見を踏まえて、

これからとるべき対処方針を検討し、県民の皆様の

ご理解とご協力を得た上で、対策を果敢に実行し

「新型コロナウイルス感染防止対策」と「域内社会

経済活動の正常化」を両立させようとするものである。

このたびの戦いは、姿の見えないウイルスとの戦

いであり、長期戦になる可能性も高いが、辛抱強く、

賢く対処し、最終的に力強い奈良県の復活を目指し

たいと思う。

5
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Ⅱ これまでの感染状況に

ついての総括的現状認識

6
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１ これまで奈良県で判明した感染者（９０件）の感染

経路の推定分析結果

Ａ 家族への感染 21件／90件（23.3％）

Ｂ 勤務先での感染 32件／90件（35.5％）

うち勤務先大阪 27件

うち勤務先兵庫 1件

うち勤務先京都 1件

うち勤務先東京 1件

うち勤務先奈良 2件

Ｃ 陽性者と食事で感染 5件／90件（ 5.6％）

うち県外で感染 2件、県内で感染 3件

Ｄ 外国で感染 10件／90件（11.1％）

うちクルーズ船で感染 2件

うち海外渡航で感染 7件

うち外国人訪問者から感染 1件

Ｅ 集会で感染 5件／90件（ 5.6％）

うち県外で感染 4件、県内で感染 1件

Ｆ 不明 17件／90件（18.9％）

うち全く不明 ７件

家族への感染
23%

勤務先での感染
35%

陽性者と食事で感染
6%

外国で感染
11%

集会で感染
6%

不明
19%

家族への感染
勤務先での感染
陽性者と食事で感染
外国で感染
集会で感染
不明

7
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勤務地大阪で感染, 27, 

30%

勤務地大阪以外で感染, 

3, 3%外国関連, 

10, 11%その他, 6, 

7%食事・集会, 

4件, 4%

家族への感染, 

21件, 23％
勤務地, ２２２２件, ２２２２％％％％
全く不明, 

7件, 8%

おおよそ推定のつく者, 

10件, 11%

〇 全感染判明者（９０件）のうち

・県外で感染したのは ４６件

うち勤務地大阪の感染 ２７件

・県内で感染したのは ２７件

うち家族での感染 ２１件

（家族感染のうち大阪由来 １１件）

・不明の者 １７件

勤務地大阪で感染, 27件, 30%

勤務地大阪以外で感染, 

3件, 3%

外国関連, 

10件, 11%食事・集会, 6件, 7%
飲食・集会, 

4, 4%

家族への感染, 20, 22%

勤務地, 

3, 3%

全く不明, 7, 

8%

県外で感染
４６件
５１％県内で感染 ２７件

３０％

不明 １７件
１９％

8
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２ 感染経路の推定分析から学べること

〇 感染するリスクの高いケースを念頭に特段の

配慮をする｡

① 感染経路は大阪関連のものが多い 44件/90件(48.9％)

（勤務地大阪27件＋大阪由来の家族感染11件

＋大阪での会食・集会参加6件）

・勤務地大阪での感染は、大阪との経済関係の実情を

反映している面が濃いと認識

・勤務先での感染リスクを低減する工夫は必要

・通勤途上でうつらない、うつさない工夫は必要

・大阪での遊興活動は、感染が納まっていない状況で

は利用自粛が望ましいと認識

・大阪での感染者判明の状況を常に注視し続ける必要

があるものと認識

9
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② 家族への感染が多い（全感染の１／４）

・症状のある者がＰＣＲ検査結果判明までの間、自宅で

待機することによる家族への感染リスクが、今後最も

注意すべき点と認識

・手洗い、咳エチケット、できる限り距離をとるなどは、

家庭内においても徹底が必要

・無自覚での家族への感染を避けるための行動が必要

10
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③ 会食や集会での感染が全感染の１割程度

・会食や集会は、密閉空間で行われたり、参加者同士の

接近が懸念されることから、引き続き注意が必要と認

識

・参加に当たっては、誰もが知らずに感染している可能

性があることを念頭に置くべき

④ 外国での感染、外国からの訪問者から感染したものが

全感染の１割程度

・海外における感染の状況を踏まえると、警戒を怠るべ

きでないと認識

・感染者の多い地域や感染リスクの残っている地域へは

できるだけ渡航しない、そのような地域からの訪問者

との接触はできるだけ避けることが必要

11
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３ 感染時期の推定分析とそこから学べること

〇 感染したと推定される日から発熱等の症状が

出るまで、感染推定分析では、２週間程度の

幅があり、その間、家族や他人にうつしたり、

感染を自覚していない他人からうつされるこ

とがある｡(他人に感染させる可能性が高まる

のは、発熱、咳、倦怠感、味覚・嗅覚障害な

どの症状が現れる２～３日前とされている｡)

症状がなくても油断せず、うつらない、うつさ

ない行動を心がけることが必要

12
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４ 奈良県及び大阪での新規感染者の判明は最近

納まりつつあるものと認識

○ しかし、潜在感染者も含めて県内には感染者が

一定程度存在しているものと推察

○ 大阪での経済活動緩和が奈良にも影響を及ぼさ

ないよう注視が必要

13
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５ これまで医療体制の機能は維持されてきたものと

認識

○ これまでの医療従事者の懸命の努力があって、

奈良県の医療体制崩壊を防ぐことができ、在来

医療へのしわ寄せが発生しているものの、必要

な医療提供のサービス水準は維持できている。

○ このことは、感染判明者全員を入院隔離・保護で

きていることや、県内２次感染防止に繋がったも

のと認識し、今後も堅持すべきものと認識

14
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６ 他の地域であったような、医療機関、福祉施設、大

規模集会会場での多発感染は、県では発生して

こなかったものと認識

○ 関係者の絶大な努力のおかげで医療機関、福祉

施設等での多発感染は起きなかった。

○ しかし、今後県内での発生を否定することはでき

ず、今後とも最も強く警戒すべき点と認識

15
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Ⅲ 当面の行動自粛に

ついての考え方

16
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フェーズ１ 県内及び近隣地域の新規感
染判明者が増加し、強い行
動自粛の要請が必要な状況

一般的な外出自粛要請
（行動規範レベルⅠⅠⅠⅠ）

フェーズ２ 県内及び近隣地域の新規感
染判明者が低水準で低下傾
向

一般的な外出自粛要請を緩和
感染リスクの高い場所・集会へ
の訪問自粛を要請
必要な感染リスク低減配慮を要
請 （行動規範レベルⅡⅡⅡⅡ）

フェーズ３ 県内及び近隣地域の感染判
明者がほとんど見られず、
新規判明増加の傾向も発見
されない

外出行動自粛をさらに緩和
最低必要限の感染リスク低減の
要請は維持
（行動規範レベルⅢⅢⅢⅢ）

感染者判明の状況等から奈良県の置かれた状況

（フェーズ）を判断する。

１ 行動自粛の強さについては、３つの段階を判定し

要請を行う。

17
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２ ３つの段階の判断は、３つの判断項目について、

７つの判断基準で行う。

判断項目１ 新規感染判明者の水準

（１） 県内及び大阪での新規感染者数の水準が抑えられているか

どうか

（２） 新規感染判明の段階での感染経路が明確かどうか

判断項目２ 県内の感染者への医療・療養体制の

安定性

（３） 感染判明者は全て病院や施設で治療・療養ができているかど

うか

（４） 感染判明者の入院、重症者の受入及び宿泊療養施設の受入

の容量に充分な余裕があるかどうか

18
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判断項目３ 感染拡大防止体制の充実

（５） 感染判明後の感染経路の推定に充分な明確さがあるかどうか

（６） 新規感染判定の体制（現在はＰＣＲ検査）が整っているか

どうか

（７） 感染拡大防止の措置の実効性が充分かどうか

３ 最近の状況について、上記の判断基準に基づき、

次のような判定を行い、現在はフェーズ２の段階に

あるものと判断
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大阪府

5月14日現在新規感染判明者数は奈良・大阪とも減少傾向

判断基準(1) 県内及び大阪での新規感染判明者数の水準が

抑えられているかどうか

基準数値 県内の人口１０万人当たり新規感染判明者数により判断

フェーズ２：直近１週間で０．５人未満

フェーズ３：直近２週間で０．１人未満

直近１週間の新規直近１週間の新規直近１週間の新規直近１週間の新規感染判明者数感染判明者数感染判明者数感染判明者数 ２人２人２人２人

（人口（人口（人口（人口10101010万人当たり万人当たり万人当たり万人当たり 0.150.150.150.15人）人）人）人）

直近１週間の新規直近１週間の新規直近１週間の新規直近１週間の新規感染判明者数感染判明者数感染判明者数感染判明者数 59595959人人人人

（人口（人口（人口（人口10101010万人当たり万人当たり万人当たり万人当たり 0.670.670.670.67人）人）人）人）
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判断基準(2) 新規感染判明の段階での感染経路が明確かどうか①

基準数値 直近１週間における新規感染判明者に占める感染経路不明者の割合

１/２未満を基準に判断
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奈良県の感染判明者の発表時点における感染経路不明者の数

(１週間毎)
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48%
52%

新規感染判明の段階での県内の全感染判明者に占める新規感染判明の段階での県内の全感染判明者に占める新規感染判明の段階での県内の全感染判明者に占める新規感染判明の段階での県内の全感染判明者に占める

感染経路不明者の割合感染経路不明者の割合感染経路不明者の割合感染経路不明者の割合

感染経路が感染経路が感染経路が感染経路が

不明な者不明な者不明な者不明な者

43434343名名名名/90/90/90/90名名名名

感染経路が感染経路が感染経路が感染経路が

明確な者明確な者明確な者明確な者

47474747名名名名/90/90/90/90名名名名

判断基準(2) 新規感染判明の段階での感染経路が明確かどうか②

基準数値 直近１週間における新規感染判明者に占める感染経路不明者の割合

１／２未満を基準に判断
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判断基準(3) 感染判明者は全て病院や施設で治療・

療養ができているかどうか

［基準数値 自宅療養ゼロが維持されているかどうかで判断］

これまでの

感染判明者の数

９０名

これまでの

入院者数

９０名

うち軽症で

宿泊療養施設に

移った者

６名

すぐに入院すぐに入院すぐに入院すぐに入院

ＰＣＲ検査判定後ＰＣＲ検査判定後ＰＣＲ検査判定後ＰＣＲ検査判定後

２日以内に全て入院２日以内に全て入院２日以内に全て入院２日以内に全て入院

・入院後検査・入院後検査・入院後検査・入院後検査 ７名７名７名７名

・当日入院・当日入院・当日入院・当日入院 ５４名５４名５４名５４名

・１日後・１日後・１日後・１日後 ２７名２７名２７名２７名

・２日後・２日後・２日後・２日後 ２名２名２名２名
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〇 入院・宿泊療養の体制と占有率(5月14日時点)

入院 うち重症患者 宿泊療養

(６病院) (３病院) (ホテル１棟)

対応可能数 ２４０床 １８床 １０８室

占有者数 １３名 ０名 １名

占有率 ５．４％ ０％ １．０％

空き容量 ２２７床 １８床 １０７室

判断基準(4) 感染判明者の入院、重症患者の受入及び宿泊療養

施設の受入の容量に充分な余裕があるかどうか

［基準数値 占有率：５０％未満を基準に判断］
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判断基準(5) 感染判明後の感染経路の推定に充分な

明確さがあるかどうか

感染経路推定の分析が感染拡大防止に効果的な程度に達して

いるかどうかで判断

8%

11%

81%

これまでの感染経路の推定これまでの感染経路の推定これまでの感染経路の推定これまでの感染経路の推定

感染経路推定が感染経路推定が感染経路推定が感染経路推定が

困難な者困難な者困難な者困難な者

７名７名７名７名////９０名９０名９０名９０名

感染経路は明確感染経路は明確感染経路は明確感染経路は明確

ではないが推定ではないが推定ではないが推定ではないが推定

が可能な者が可能な者が可能な者が可能な者

１０名１０名１０名１０名////９０名９０名９０名９０名

感染経路が明確感染経路が明確感染経路が明確感染経路が明確

な者な者な者な者

７３名７３名７３名７３名////９０名９０名９０名９０名
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判断基準(6) 新規感染判定の体制（現在はＰＣＲ検査）

が整っているかどうか

〇 １日あたり可能な検査判定数 150件、最近のピーク時の実績 97件

〇 １日あたり可能な検体採取数 100件、最近のピーク時の実績 86件

ＰＣＲ検査の体制ＰＣＲ検査の体制ＰＣＲ検査の体制ＰＣＲ検査の体制

［［［［ PCRPCRPCRPCR検査の判定数、検体採取数が必要と考える数値を上回っているかどうかで判断検査の判定数、検体採取数が必要と考える数値を上回っているかどうかで判断検査の判定数、検体採取数が必要と考える数値を上回っているかどうかで判断検査の判定数、検体採取数が必要と考える数値を上回っているかどうかで判断 ］］］］

ＰＣＲ検査の迅速性ＰＣＲ検査の迅速性ＰＣＲ検査の迅速性ＰＣＲ検査の迅速性

PCRPCRPCRPCR検査検査検査検査の検体採取から判定までの日数の平均が２日以内、最大が４日以内で行われての検体採取から判定までの日数の平均が２日以内、最大が４日以内で行われての検体採取から判定までの日数の平均が２日以内、最大が４日以内で行われての検体採取から判定までの日数の平均が２日以内、最大が４日以内で行われて

いるかどうかで判断いるかどうかで判断いるかどうかで判断いるかどうかで判断

〇 検体採取から判定までの日数 感染判明者９０件中、７０件が２日以内

（参考）奈良県が行ったPCR検査の陽性率３．６％ （85人/2,383人）
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これまでの自粛要請を県民・事業者の皆様が誠実に実行して

いただいたおかげで、感染拡大抑止に実効性があったと判断。

感謝申し上げる次第。

外出自粛率外出自粛率外出自粛率外出自粛率

営業自粛率営業自粛率営業自粛率営業自粛率

集会自粛率集会自粛率集会自粛率集会自粛率

施設利用率施設利用率施設利用率施設利用率

開校・閉校率開校・閉校率開校・閉校率開校・閉校率

・大型連休中、県内において人出が減少

（例 ５／６の近鉄奈良駅の人出 対前年-51.6％

感染拡大以前※との比較 -46.6％）

・多くの事業者が県の要請に協力

（例 パチンコ店：ＧＷ後半、県内全77店休業）

・県内において各種イベントが中止

（県主催の全イベント：中止または規模縮小）

・公的施設の大部分が利用停止

（全ての県有施設：貸館・展示等や運動施設の利用を休止）

・野迫川村を除く、全ての国公私立小中学校が臨時休業又は在宅

教育を実施

※１～２月の休日平均

判断基準(7) 感染拡大防止の措置の実効性が充分かどうか

基準数値基準数値基準数値基準数値 行動自粛率：各項目の自粛の率が、感染拡大防止に効果的な

程度に達しているかどうかで判断
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Ⅳ 今後の出口戦略につい

ての基本的な考え方
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基本戦略１：コロナ感染対応及び従来医療の両方の

医療機能の水準を維持する。

作戦１：コロナ感染対応医療をできるだけ分離独立したものにし、

既存の医療体制に悪影響を及ぼさないようにする。

作戦３：感染判明者は全員入院させ、重症化予防と第二次感染予

防を徹底する。

重症者には、薬剤や人工呼吸器等により集中治療を行う。

医療機能維持のため、軽症と判断した方は宿泊施設での

観察保護を行う。

作戦４：医療機関及び福祉施設での多発感染を絶対発生させない

ことを目標に、発生予防、必要物資の供給、勤務環境の良

好化を徹底する。

作戦２：コロナ感染者の早期発見に努める。域内及び医療機関、

福祉施設の二次感染防止を図る。
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作戦６：感染防止策を継続的に実行することを前提に、地域の社会経

済活動を段階的に緩和し、感染拡大の兆しが再び現れた時

は、迅速に感染防止策を強化する。

作戦５：県外からの感染及び県内での二次感染の防止並びに家庭内

での感染防止のための行動規範（コードオブコンダクト）を確立

し、県民に遵守をお願いする。

基本戦略２：長期戦になるのを覚悟して、適時適切な

行動規範遵守による感染拡大防止と社会

経済活動の自粛緩和を両立させる。
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Ⅴ 戦略の具体的な

取組方策
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基本戦略１：コロナ感染対応及び従来医療の

両方の医療機能の水準を維持する。
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作戦１：コロナ感染対応医療をできるだけ分離独立した

ものにし、既存の医療体制に悪影響を及ぼさない

ようにする。
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あり
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調
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帰国者・接触者外来

ドライブスルー検査

発熱外来クリニック
新

①新型コロナウイルス感染症を扱う病院での対応
・病院玄関前で検温・問診を行い、発熱等の症状がある者を別場所に誘導して診察

②発熱外来などでの対応

③既存の病院、クリニックでの注意
・発熱などの症状のある方には、事前に電話連絡するように周知
・感染しない、感染させないために手指衛生・マスク着用の徹底
④新型コロナウイルス感染症に対応した医療体制の再構築
・医療関係者から構成される「新型コロナウイルス感染症に関する連絡会」において協議

新
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作戦２：コロナ感染者の早期発見に努める。域内及び医療

機関、福祉施設の二次感染防止を図る。

※ドライブスルー方式のイメージ

①対象者の拡大
・発熱症状など感染の心配のある方は、全員を速やかに診察
可能とする。

・これまでの感染経路分析などにより、新型コロナウイルス
感染症が疑われると判断した場合は速やかにＰＣＲ検査の
対象とする。

・新型コロナウイルス感染症の治療にあたっている医療従事
者および感染が発生した場合に影響が甚大な医療機関や福
祉施設の従事者についても、できる限り検査の対象とする。

②検査体制の拡充
・ＰＣＲファックス依頼開始 ５／１
・発熱外来クリニック開設 ５／中旬〜

（⻄和医療センター5/27、橿原市、奈良市）
・抗原検査の活用

検査結果判明までの時間が短いという
特性を持つ、抗原検査の活用を検討 36
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現在

感染判明者数 入院 うち重症者 宿泊療養

１４人 １３人 ０人 １人

［対応可能数］ ６病院 ［２４０床］ ３病院［１８床］

ホテル東横INN

奈良新大宮駅前

［１０８室］

※令和２年５月１４日１５時現在

宿泊療養 施設室内感染症指定医療機関

作戦３：感染判明者は全員入院させ、重症化予防と第二次感染予防を徹底

する。

重症者には、薬剤や人工呼吸器等により集中治療を行う。

医療機能維持のため、軽症と判断した方は宿泊施設での観察保護

を行う。
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作戦４：医療機関及び福祉施設での多発感染を絶対

発生させないことを目標に、発生予防、必要物資

の供給、勤務環境の良好化を徹底する。

①医療機関等でのクラスター発生予防の徹底

○来訪者への対応

・入院患者、入所者への面会の自粛要請（原則、建物内での面会禁止）

○入院患者・入所者や職員への対応

・日々の発熱などの症状の有無の確実なチェック

・２週間以内の県外への訪問の有無や身近に発熱などの症状を有する人がいたか

どうかの確認の徹底

○医療機関、福祉施設としての取組

・出勤前の体温測定や症状のある職員の出勤停止の徹底

・医療機器等のこまめな消毒

・感染しない、感染させないために手指衛生・マスク着用の徹底

・マスクをはずして飲食をする機会に距離を保つなど、ソーシャルディスタンス

確保の徹底

・オンライン診療の推進「参考URL：http://www.pref.nara.jp/55145.htm」
・感染判明時における速やかな濃厚接触者の特定と就業制限の徹底

（福祉施設における取組について、外部専門家による支援を実施） 38
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②医療従事者等への必要物資の供給

○ 日本赤十字社奈良県支部が窓口となり、

マスク・雨合羽等必要な物品の寄附を受け、

医療機関及び福祉施設へ配付

寄附を受けた物品の配付先・数は

県の物資班が決定

※詳細については決まりしだい、改めて皆様に

お知らせします。

○ 県が主体となり、新型コロナウイルス感染症に

対応する医療機関に対して、防護服や高機能

マスク等を安定供給

39
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③勤務環境の良好化

新型コロナウイルス感染症対策基金により支援します。

○内容 県民、事業者等の皆様からの寄附金を財源として、

新型コロナウイルス感染症対策に必要な施策を推進

○使途 最前線で新型コロナウイルス感染症の患者の治療等

にあたる医療従事者に支給される危険手当に加算

○対象 病院において新型コロナウイルス感染症の患者の

外来診療や入院診療に直接携わる医療従事者

○金額 寄附金の額に応じて後日決定

医療従事者等に宿泊費を補助します。

○対象 ・医療機関が新型コロナウイルス感染症に対応する職員

のために宿泊施設を借り上げるなど、宿泊費を負担した場合

・医療従事者等が自己で宿泊費を負担した場合

○補助額 実費（１人１泊１０，０００円を上限）

○令和２年４月１日から遡及して適用

40
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基本戦略２：長期戦になるのを覚悟して、適時

適切な行動規範遵守による感染

拡大防止と社会経済活動の自粛

緩和を両立させる。

41
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１ フェーズ２における行動自粛の具体的内容は

次の通り(行動規範レベルⅡ)

不要不急の大都市との往来自粛不要不急の大都市との往来自粛不要不急の大都市との往来自粛不要不急の大都市との往来自粛

○通勤など生活の維持に必要な場合を除き、大都市との往来は自粛

○やむを得ない往来ではうつらない対策を徹底する

○うつる可能性のある場所（繁華街の接客を伴う飲食店等）への訪問

を避ける

作戦５：県外からの感染及び県内での二次感染の防

止並びに家庭内での感染防止のための行

動規範（コードオブコンダクト）を確立し、県民

に遵守をお願いする。

42
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働き方のスタイルを見直して出勤働き方のスタイルを見直して出勤働き方のスタイルを見直して出勤働き方のスタイルを見直して出勤

・手洗い、手指消毒、身体的距離確保、室内換気の徹底

・出勤前の体温測定、発熱・風邪症状では出勤自粛

・在宅勤務、フレックスタイム、オンライン会議・名刺交換の推進

感染防止に配慮して買い物感染防止に配慮して買い物感染防止に配慮して買い物感染防止に配慮して買い物

・ひとりまたは少人数ですいている時間に

・レジに並ぶときは、間隔を空けて

十分な感染予防対策をとって行う娯楽十分な感染予防対策をとって行う娯楽十分な感染予防対策をとって行う娯楽十分な感染予防対策をとって行う娯楽・スポーツ・スポーツ・スポーツ・スポーツ

・公園利用は、すいた時間、場所を選ぶ

・ジョギングや自転車も少人数で間隔を空けて

感染防止に配慮して外食感染防止に配慮して外食感染防止に配慮して外食感染防止に配慮して外食

・大皿での取り分けを避け、料理は個々に注文、会話は控えめに

２ フェーズ２において、お勧めする行動規範は

以下のとおり

43
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うつらない・うつさない対策の引き続きの徹底うつらない・うつさない対策の引き続きの徹底うつらない・うつさない対策の引き続きの徹底うつらない・うつさない対策の引き続きの徹底

○感染予防のための「３つの徹底」

（１）手洗い、手指消毒の徹底

（２）接触しない、人との距離をとることの徹底

（３）症状がある場合の外出自粛の徹底

○生活様式の見直し

普段から

・人との間隔は、２ｍ（最低１ｍ）空ける

・会話は、できるだけ真正面を避ける

・症状が無くてもマスクを着用

・家に帰ったら直ぐに、手洗い、うがい、

着替え、シャワー・入浴

・手洗いは３０秒程度、水と石けんで丁寧に

外出時は

・感染流行地域へは行かない

・出張もやむを得ない場合だけ

ウイルスが付着した手で目や口、鼻を触ると、ウイルスは粘膜などの細胞に付着して入り込んで増えます。ウイルスは粘膜に入り込むことはできますが、健康な皮膚には入り込むことができず表面に付着するだけと言われています。石けんを使った手洗いはコロナウイルスの膜を壊すことができるので、有効です。
新型コロナウイルスに関するQ＆A（厚生労働省） 44
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３ 実効的な感染予防・拡大防止につながる行動規

範を策定するため、引き続き感染者の行動歴等

の調査により感染経路の明確化に努める。

４ 県内の感染状況を評価するために、抗体検査の

活用を検討する。

45
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46

５ 感染者の発生をできるだけ予知し、感染者増加の兆し

があると判断すれば、速やかに行動自粛について注意

喚起を行う。また、必要があると判断した場合には、行

動自粛のレベルを引き上げる。

① 兆しの判断

・大阪で新規感染判明者が出始める。

・奈良で新規感染判明者が出始める。

② 行動自粛の注意喚起の判断

・大阪、奈良での新規感染判明者の出現が連続し始めた場合。

③ 行動自粛のレベル引き上げの判断

・大阪、奈良での新規感染判明者が増加し始めた場合。

・レベル引き上げは判断基準(1)～(7)の判定に従って行う。

・判定についてはできるだけ客観基準による。

④ 出口戦略検討会議に、「(仮称)フェーズ・レベル判断部会」を設置し、

予知の仕方の研究、レベル引き上げにかかる客観基準の策定を実施
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１ 事業者に共通でお願いする感染防止策 ①

作戦６：感染防止策を継続的に実行することを前提

に、地域の社会経済活動を段階的に緩和

し、感染拡大の兆しが再び現れた時は、

迅速に感染防止策を強化する。

①飛沫感染防止

・人と人との距離をとることを徹底し、できるだけ２ｍの距離を確保

（入場時、退出時、施設利用時。集合場所等を含む）

・混雑時の入場制限等の実施

・マスク着用

・施設の換気の徹底

②接触感染防止

・共用部の定期的な消毒

・共用物品を最低限に工夫、客の入れ替えタイミングでの消毒

・入口及び施設内に手指消毒設備を設置

・現金の直接の手渡しを避ける 47
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③感染の可能性がある者の施設入場防止

・従業員、来場者の検温や体調確認による入場制限

④トイレの環境整備

・不特定多数が接触する場所の清拭消毒

・蓋を閉めて汚物を流すよう表示

・ハンドドライヤーの使用停止、共通タオルの使用禁止

⑤休憩スペースの環境整備

・入室前後の手洗い徹底

・共有物品の定期的な消毒

・常時換気

・利用人数の制限

・対面での食事や会話の制限

１ 事業者に共通でお願いする感染防止策 ②

48
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⑥ごみの廃棄についての留意

・ごみは密閉して縛る

・回収する人はマスクや手袋を着用

・マスクや手袋を脱いだ後の手洗いの徹底

⑦その他

・重症化リスクの高い高齢者等へのより慎重な配慮（高齢者、障害

者、

ヘルプマーク着用者、持病のある方、妊婦など）

※政府の要請に応じて業種ごとに策定される感染拡大予防ガイドライ

ン等を遵守

１ 事業者に共通でお願いする感染防止策 ③

49
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①休業要請等を解除する施設

感染防止策を継続的に実行することを前提に、自粛を解除

・ 遊興施設等（インターネットカフェ、ゲームセンター等）

・ 大学・学習塾等

・ 運動、遊技施設（体育館、野球場、テニス場、マージャン店等）

・ 劇場等（劇場、映画館等）

・ 集会・展示施設（博物館、ホテル又は旅館（集会の用に供する部

分に限る）等）

・ 商業施設

※食事提供施設に要請している営業時間短縮についても緩和

②休業要請等を解除する施設＜パチンコ店＞

パチンコ店については、近隣の大都市（京都府、大阪府、兵庫県） で

の、使用制限一部解除に伴い、本県においても、感染防止策を継続

的に実施することを前提に自粛を解除

２ フェーズ２の段階にあるものと判断し、休業要請

は緩和する。 時期：５月１５日から

50
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③休業の協力要請を継続する施設

クラスター発生事例があり、感染リスクが高い施設は、引き続き施設

の使用制限の協力を要請

・遊興施設（キャバレー、ナイトクラブ等の接待を伴う飲食店、

スナック、バー、カラオケ、ライブハウス等）

・運動施設（スポーツジム、ホットヨガ、ヨガスタジオ）

具体的な内容は、次ページ以降に示す。

３ 施設の種類に応じて事業者に感染防止策の継続

的な実行をお願いする。

51
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休業要請を解除する施設と個別の留意事項 １
施設の種類 文教施設

主な内訳 大学、学習塾等

感染防止対策
について留意
すべき事項

（設備対策）
・四方を空ける、学生間の空席確保など人と人との距離を
確保

・学生等の入れ替えタイミングでの消毒
・学生食堂やカフェでの感染防止対策
（行動対策）
・ロビーなどでの飲食の禁止
（入場対策）
・オンライン授業の活用
・分散して来校、来塾できるようカリキュラムの見直しの
実施 等

特記事項
52
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施設の種類 運動施設（屋外施設）
主な内訳 陸上競技場、野球場、テニス場等

感染防止対策
について留意
すべき事項

（設備対策）
・観客間の空席確保など距離確保
・室内施設の換気、消毒の徹底
（行動対策）
・応援歌合唱や鳴り物使用の応援スタイルの変更
・大声での会話やハイタッチ、握手等接触機会の抑制
・接触を伴うスポーツの利用自粛
（入場対策）
・入退場時の混雑回避（例：人数の制限、開場時間の繰り
上げ、入場ゲートの待機場所の設置）

・ロッカー室やシャワー室等の時間差利用等による混雑
緩和 等

特記事項

休業要請を解除する施設と個別の留意事項 ２
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施設の種類 運動施設（屋内施設）
主な内訳 体育館、屋内水泳場、ボウリング場、柔剣道場等

感染防止対策
について留意
すべき事項

・「運動施設（屋外施設）」に記載の各種事項を順守
（設備対策）
・貸出物品や備品などの客の入れ替えタイミングでの消毒
・イートインスペースなど滞留しやすいエリアの使用停止
（行動対策）
・プール教室などでのマスクを着用していない場面での会
話自粛

（入場対策）
・運動エリアの人数制限、運動エリア間のスペース確保
・会計や受付を待つ際において行列位置の指定
・事前予約の推進 等

特記事項 スポーツジム、ホットヨガ、ヨガスタジオは、休業の協力
要請を継続

休業要請を解除する施設と個別の留意事項 ３
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施設の種類 遊興・遊技施設

主な内訳 マージャン店、ゲームセンター、ネットカフェ等

感染防止対策
について留意
すべき事項

（設備対策）
・顧客間の空席確保などによる距離確保
・客の入れ替えタイミングでの消毒

（行動対策）
・大声での会話の抑制とＢＧＭの小音量化または
停止

・対面での飲食の制限 等
特記事項

休業要請を解除する施設と個別の留意事項 ４
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施設の種類 劇場等

主な内訳 劇場、観覧場、映画館、演芸場

感染防止対策
について留意
すべき事項

（設備対策）
・四方を空ける、顧客間の空席確保など距離確保
・ブランケット等の貸し出しを休止
・クロークサービスの休止
・客の入れ替えタイミングでの消毒
（行動対策）
・花・手紙・差し入れなどの辞退
・観客席から声援や歌唱など、大声での発声を抑制
（入場対策）
・入退場時の混雑回避
・座席の事前予約の推進 等

特記事項

休業要請を解除する施設と個別の留意事項 ５
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施設の種類 集会・展示施設

主な内訳 集会場、公会堂、展示場、ホテル又は旅館（集会の用に供
する部分）

感染防止対策
について留意
すべき事項

（設備対策）
・四方を空ける、顧客間の空席確保など距離確保
・客の入れ替えタイミングでの消毒
（行動対策）
・開催する催物（イベント）を大声での発声、歌唱や声援、
近接した距離での会話等を伴わないものに限定

・イベント前後や休憩時間などの交流を極力控えるよう呼
びかけ

（入場対策）
・入退場時の混雑回避
・開催する催物（イベント）の人数制限（目安として、屋
内であれば100人以下、かつ収容定員の半分以下の参加
人数。屋外であれば200人以下、かつ人と人との距離を
できるだけ２ｍ確保できる参加人数） 等

特記事項

休業要請を解除する施設と個別の留意事項 ６
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施設の種類 集会・展示施設

主な内訳 博物館、美術館または図書館

感染防止対策
について留意
すべき事項

（設備対策）
・受付、窓口への飛沫防止用アクリル板等の設置
・ガイドツアーの中止・延期
（行動対策）
・鑑賞ルートの設定（来館者を極力分散させる）
・滞在時間が短くなるよう工夫（来場者同士の接触
機会を減らす、密になる状況を避ける）

（入場対策）
・入退場時の混雑回避
・並ぶ際の足元の目印 等

特記事項

休業要請を解除する施設と個別の留意事項 ７
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施設の種類 商業施設

主な内訳
百貨店（生活必需物資以外の売り場）、住宅展示場、おも
ちゃ屋、DVD／ビデオショップ、ゴルフショップ、旅行代
理店（店舗）、スーパー銭湯 等

感染防止対策
について留意
すべき事項

（設備対策）
・ドアノブ、買い物カゴ、カートなどの定期的な消毒
・入店前後における手指衛生消毒の徹底
・客と従業員の間に飛沫防止用アクリル板等の設置
・イートインスペース、キッズスペースなど、滞留しやす
いエリアの使用停止

（入場対策）
・入店、会計を待つ際において行列位置の指定
・特定の日時に来店が集中するような取組を控える（曜
日・時間帯による特売やポイントアップの中止）

・ホームページ、ＳＮＳ等によるオフピーク情報の
発信 等

特記事項

休業要請を解除する施設と個別の留意事項 ８
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施設の種類 食事提供施設
主な内訳 飲食店、料理店、喫茶店、和菓子・洋菓子店、居酒屋

感染防止対策
について留意
すべき事項

（設備対策）
・店内清掃の徹底および換気、空間除菌などにより、店舗、
厨房内の清浄状態を保持
・客の入れ替えタイミングでの消毒
・入店前後における手指衛生消毒の徹底
・座席の間隔を確保（１ｍ、できれば２ｍ）、個室などを
定員の半分以下で利用

・間仕切りを活用、真正面の席を避ける
（行動対策）
・ビュッフェ形式やバイキング形式による食事提供の見合
わせ
・大皿での取り分けによる料理の提供は避ける
（入場対策）
・店側で予約の人数を制限するなど、混雑を避ける 等

特記事項

休業要請を解除する施設と個別の留意事項 ９
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施設の種類 遊技施設

主な内訳 パチンコ店

感染防止対策
について留意
すべき事項

（設備対策）
・客の入れ替えタイミングでの消毒
・パーテーション設置や、顧客間の空席確保など距
離確保

・共有物（新聞、雑誌、漫画等）の撤去
（行動対策）
・大声での会話の抑制とＢＧＭの小音量化または停
止

（入場対策）
・入店時の間隔確保等入店客の整理
・県外客の来客制限 等

特記事項

休業要請を解除する施設と個別の留意事項 １０
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４ フェーズ２の段階にあるものと判断し、施設利用

・集会活動を次のように緩和する。

①イベント

○少人数（目安として、屋内であれば100人以下、かつ収容定員の半

分以下。屋外であれば200人以下、かつ人と人との距離をできるだけ

２ｍ確保できる人数）のイベントは、感染防止対策の徹底を条件に、

開催を容認

ⅰ 三つの密（密閉、密集、密接）の回避の徹底

ⅱ 大声での発声、歌唱や声援、近接した距離での会話等が原則

想定されないこと

ⅲ 適切な感染防止対策（入場者の制限や誘導、手指の消毒設備

の設置、マスクの着用、室内の換気等）が講じられること

ⅳ イベント前後や休憩時間などの交流を極力控えるよう呼びかける

こと

○その他のイベントは、引き続き、中止、延期または規模縮小等の検

討を要請

○県が主催するイベントも、少人数イベントは、順次開催を検討
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②県有施設

○展示・貸館施設等

感染防止対策の準備が整った施設から、順次、利用を再開

○運動施設

感染防止対策の準備が整った施設から、順次、利用を再開

③県営公園等の駐車場

感染防止対策の準備が整った施設から、順次、利用を再開
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５ フェーズ２の段階にあるものと判断し、

学校の再開については次のように考える。

６月１日の学校再開を目指し、家庭における検温、手洗い

等の徹底、学校登校日の設定など準備を進めます。

県立学校においては

○家庭における登校前の検温と手洗いの徹底

○学校における

・ マスクの着用と手洗いの徹底

・ 時差登校や分散登校による密集・密接の回避

・ 密閉の回避のための換気の徹底

公立、私立等の各学校においては、以下に示す感染防止対策を

行った上で、県教育委員会が策定する学校再開ガイドラインを

参考とするなど、地域の状況に応じて段階的に教育活動を実施

新型コロナウイルス感染症への警戒が継続する中での学校にお

ける感染防止対策や新しい教育スタイルなどを検討するため、出

口戦略検討会議に「（仮称）教育活動検討部会」を設置する。
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Ⅵ 今後の経済活動活性化

と生活困難者への支援

について
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作戦１：経済活動が停滞する中、生き残りをかけて国、県、市町村が

提供する支援措置を最大限活用していただく。

戦略１：コロナ感染拡大の危険性が継続する中での経済活動活性化の

方策を探り実行する。

➢事業継続と雇用の維持を強力に支援

・雇用調整助成金申請相談の実施（5月14日～受付開始）

・経営相談窓口等の設置（県内45カ所） 相談件数：4,321件(5月11日現在)

・特別就労相談窓口の設置（4月17日～） 相談件数：93件（5月11日現在）

・新型コロナウィルス感染症拡大防止協力金の支給

申込件数：1,518件（5月11日現在） 5月下旬～支給開始

・資金繰りの支援（県制度融資）

新型コロナウイルス感染症対応資金の創設（5月1日～）

無利子無保証の既存３資金と合わせ、融資枠を1,000億円に拡充

貸付実行：1,055件 270億円 別途、保証決定済：1,926件 476億円、（５月11日現在）

・持続化給付金、雇用調整助成金などの国制度についても、スムーズな

申請・受給に繋がるよう、事業者や個人事業主を支援
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作戦２：国の第２次補正予算において、家賃など固定費の負担軽減、雇

用調整助成金の上限額アップと申請手続きの容易化、国の臨時

交付金の飛躍的増額等が措置されるよう働きかけるとともに、

措置された場合の県内活用を速やかに行う。

作戦３：観光地奈良として、来訪される方にうつさない配慮を求めるとと

もに、地元従業員にうつらない配慮と観光施設において感染防

止対策を徹底する。

〇来訪される方に、手洗い、マスクの着用、咳エチケットを心がけること、

人と人との距離を適切にとること、などの感染防止対策を徹底

〇観光施設において、手指の消毒設備の設置、室内の換気等の対策、

入場者の制限や誘導、大声での発声や近接した距離での会話等を

避けること、などの感染防止対策を徹底
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作戦５：感染症と共存しながら経済活性化を図る覚悟で、その手法を

研究し実行する。

〇出口戦略検討会議に、「（仮称）経済活性化検討部会」を設け、感

染症と共存できる経済活動様式の検討を行う。

作戦４：これまでの働き方のスタイルを見直して、見えない感染源が身近

に存在するとの前提で、感染症とも共存できる経済活動体制を

構築する。

▶出勤前の体温測定、発熱・風邪症状では出勤自粛

▶在宅勤務、フレックスタイム、時差出勤などの推進

▶オンライン会議等の推進

▶三密（密集、密接、密閉）の回避 など
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作戦１：感染症による社会経済活動が停滞する中での、生活困難発生

の実態を調査する。

戦略２：生活困難者への支援措置について、その方策を検討し、実行

する。

〇出口戦略検討会議に、「（仮称）生活支援策検討部会」を設け、実態

を調査する。

作戦２：生活困難発生の実態調査を踏まえ、その方策を検討する。

〇出口戦略検討会議「（仮称）生活支援策検討部会」で方策を検討

する。
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県民の皆様へ

医療関係者や感染された方等への中傷や差別は

絶対にやめましょう。
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加藤厚生労働大臣 殿 

 ご依頼のありましたことにつきまして、以下の通り回答いたしま

す。 

検査体制について 

○ 現在、ＰＣＲ検査は、県環境衛生研究センターにおいて、通常

運用で、1日 60 検体、和歌山市衛生研究所では、一日 40 検体、合

計一日 100検体の検査が可能である。 
 

○ 今後、県では、前処理機の導入により、1日 72検体の検査が可

能となるとともに、検査装置を3台から 4台に増やし、１日 100 検

体の検査が可能となる。加えて、和歌山市においても検査装置を一

台増やす予定であり、これにより一日 68検体となり、合計一日検査

可能数は、168 検体となる。 
 

○ さらに、本県では、医療従事者の感染防御を図り、地域の医療

提供体制を維持確保するために、各地域の中核病院において、リア

ルタイム PCR 装置を設置する予定である。これにより、1病院あた

り１日 20検体の検査が可能となる。 
 

○ これまでも患者数が増加した時には、県では通常の２倍の検査

もこなしてきた実績もあり、今後、患者数がさらに増加した場合に

おいても、かなりの検査が可能となることが見込まれ、検査体制に

ついては、十分対応できると考えている。 
 

〇 ただし、ＰＣＲ検査の実施については、熟練した技術が必要で

あり、国として積極的に人材育成に取り組む必要があると考える。 
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医療提供体制について 

○ 本県では、保健行政の努力により、クラスターは発生したもの

の、新型コロナウイルス感染症患者が入院する全確保病床数に対し

て、実際の病床利用率は 40%を超えたことがない状況である。 
 

○ 現時点においても医療関係者のご理解により、さらなる病床の

確保を図っており、想定確保病床数は 160床を見込んでいる。 
 

○ さらに、今後、患者数が増加した場合においても、入院が必要

な患者発生に相当する病床確保はできる見込みである。また、宿泊

療養施設も準備しており、これらを効率的に運用することで感染者

の入院・入所は十分対応可能と考えている。 
 

〇 一方、外来の医療体制については、一般診療所においてもコロ

ナを疑う患者の診察を行い、適切に入院医療機関につなげる体制づ

くりに力点を置く必要があると考える。 
 

〇 また、感染拡大を防止するためおよび重症化を防ぐためにも、

感染が確認された患者は、まずは、入院治療を行い、隔離を徹底す

るべきである。仮に、自宅療養を認めざるをえない感染状況になっ

たとしても、解除基準は退院基準と同等に厳格化する必要がある。 
 

〇 この観点から、今後、感染者数が減少してきた時点において、

自宅療養は中止するとともに、解除の考え方等感染患者の対処方針

を見直すべきと考える。 

              令和２年５月１９日 

 

             和歌山県知事  仁坂 吉伸 
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第２０２００００４６２０３号 
令 和 ２ 年 ５ 月 １ ９ 日 

 
 
厚生労働大臣 様 

 
 
                        鳥取県知事 
                        （公印省略） 
 
 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制 
の現状に関する認識について（回答） 

 
日ごろ、新型コロナウイルス感染症対策について、多大な御尽力を賜り厚く御

礼申し上げます。 

令和２年５月１４日付厚生労働省発健０５１４第８号で照会いただいた件に

つきまして、下記のとおり回答させていただきます。 

 

記 

 

１ 医療提供体制について 

現在のところ、重症者・中等症患者を優先した受け入れ病床は、３２２床（重

症者４８床、中等症等２７４床）確保しており、人口当たりで換算すれば、全

国最多となる。また、軽症者等に対する宿泊療養施設も約４００室を確保して

いるところである。更に、第二波までの間を準備期間と捉え、入院病床や宿泊

療養施設の更なる確保に努めていきたいと考えている。 

鳥取県としては、今後もできる限りの対策を講じていくが、人口規模が小さ

く、高齢化率が高い本県では、ひとたび大きなまん延が起こると、医療崩壊に

繋がりかねない危険性がある。これまでのところ、公的医療機関で対応できて

いるが、今後、感染者数が増え、民間医療機関の対応が不可欠となった場合に、

減収等による経営の悪化懸念により協力に支障が出ることも予想され、診療報

酬や国の交付金での補填措置が求められるところである。このことも含め、国

は、更なる財政的、技術的、人的支援を行って欲しい。 

 

２ PCR 等の検査体制について 

鳥取大学医学部附属病院への PCR 装置設置助成を行ったり、畜産関連の PCR

検査機器を県衛生環境研究所へ移設及び検査要員を増員したりするなどし、一

日の検査最大可能数をこれまでの 120 検体から 196 検体に増加させ、鳥取県

の検査能力は、人口当たりで換算すれば、全国最多となっている。 

更に、都道府県で初めてとなる医師会、看護協会と連携したドライブスルー

型 PCR センターを導入するなど、院内感染防止と効率アップを図っている。 

ただし、患者数が大幅に増加した場合や、大規模なクラスターが発生した場

合の PCR 検査能力や疫学調査を実施する保健所のマンパワーは十分とは言え

ない。県内で検査ができる民間検査機関がなく、抗原検査についても PCR 検査

との併用が求められる状況においては、行政での検査体制の充実が不可欠であ

り、体制確立に向けての支援をお願いしたい。また、院内感染を防止し、医療

提供体制の維持を図る上で、入院前等の患者に対する PCR 検査実施にも支援

していただきたい。 
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令和２年５月 19日 

島根県              

新型コロナウイルス感染症発生下における 

医療提供体制・検査体制の現状認識 

 

１． 医療提供体制 

 

(１) 医療提供体制については、医療機関をはじめ関係者の協力のもと、

現時点では、入院が必要な患者に対して、十分な病床数が確保されて

いる。 

 

(２) また、患者の増加に備え、より重症者に対する病床を確保するため、

軽症者に係る宿泊療養施設の整備を行ったところ。 

 

(３) 今後も対応の長期化や大幅な患者の増加に備え、引き続き入院病床

や宿泊療養施設の確保を図っていく。 

 

(４) 医療従事者への支援や、医療物資の供給体制の充実、医療機関への

経営支援など、医療提供体制の維持・確保に向けた財源措置等、国によ

る十分な支援をお願いしたい。 

 

２． 検査体制 

 

(１) ＰＣＲ等の検査体制については、流行の拡大に備えて、検査機器の

増加、人員の増加、運用の工夫、協力機関への委託等によって検査体制

を順次拡充してきた。 

 また、中国地方では連携体制も構築している。 

 このため、一定程度のクラスターの発生には対応できる。 

 

(２) 施設、整備、人員について、さらなる充実が必要だと認識している。 
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保 福 第１ ６ ２号 

令和２年５月１９日 

 

 

 厚 生 労 働 大 臣  殿 

 

                           岡山県知事  伊原木 隆太 

                                                （ 公 印 省 略 ） 

 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制の現状に 

関する認識について（回答） 

 

 

 貴職から令和２年５月１４日付け、厚生労働省発健 0514第８号で照会のあったこのことにつ

いては、別紙のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【提出及び問合せ先】 

〒700-8570 岡山市北区内山下２－４－６ 

 岡山県新型コロナウイルス感染症対策本部 

事務局長：根石 

TEL：086-226-7960 FAX：086-226-7957 

E-Mail: kenji_neishi@pref.okayama.lg.jp 
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2020年 5月 19日 

岡  山    県 

 

医療提供体制及び検査体制の現状に対する本県の認識 

 

＜医療提供体制＞ 

─ 患者数が大幅に増加した場合、現在の確保病床数や想定病床数で十分か ─   

 

 〇本県では、受入可能病床の目標を３００床としており、これまで１１７床を確保

しているところである。 

〇今後、受入可能病床を拡充する必要があるが、医療機関には、患者の受入れに係

る経費負担、風評被害や院内感染対策による診療体制の縮小などの課題から受入

れに慎重なところがある。 

○また、実際に患者が発生した場合に、感染症指定医療機関以外の病院には、患者

の受入を要請しても準備が整っていないとして断られる例がある。 

〇国には、受入可能病床の確保を強力に後押しするための十分な財源措置を講じて

いただくとともに、必要とされる医療資器材を医療機関等へ確実に供給していた

だきたい。 

 

＜ＰＣＲ等の検査体制＞ｃ  

─ 患者数が大幅に増加した場合やクラスターが発生した場合において、現在の 

検査態勢で十分と考えているか ─ 

 

 〇今後の検査対象者の増加を踏まえれば、本県の行政検査や医療機関による臨床検

査の体制は、足りていないと考えている。 

 〇行政検査の体制については、検体採取を行うための体制整備、地方衛生研究所に

おける検査技能を持った人材の確保、検査機器や試薬等の確保など様々な課題が

ある。 

 〇このため、国には、感染防止対策と社会経済活動の両立を可能とするため、どの

範囲・レベル（感染が強く疑われる者、医療従事者など感染リスクの高い者、広

く希望する者など）を検査対象者とするのか、検査の目的を明確にし、そのレベ

ルに応じた必要検査数をこなせるよう、短時間で結果の出る抗原検査や唾液を使

ったＰＣＲ検査の導入や各手法の使い分け、検査機関の相互連携など、全体とし

ての検査体制を構築していただきたい。 
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令和２年５月１９日  

 

厚 生 労 働 大 臣 様 

 

広 島 県 知 事 

（公印省略） 

 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状に関する認識について（回答） 

 

 

令和２年５月１４日付け厚生労働省発健 0514 第８号で照会のこのことについて，次の

とおり回答します。 

 

 

１ これまでの取組 

 

本県においては，これまで感染拡大防止のため，「徹底的な調査による感染者の特定」

と「接触機会の低減」という２つの戦略で取り組んできた。積極的疫学調査を徹底的に行

った上で，濃厚接触者はもとより症状の有無に限らず幅広く検査を行うとともに，一旦，

陰性と判定された者についても，２週間の健康観察を行い，適宜再検査を行うなど，感染

者の把握に全力で取り組んできた。 

４月６日には，県民に対して，密閉，密集，密接のいわゆる３密が重なる状況の徹底的

な回避をお願いする緊急メッセージの発信，１０日には，週末の外出自粛要請，１３日に

は，外出自粛要請を平日にも拡大し，事業者にも接触機会の低減をお願いする「感染拡

大警戒宣言」など，先手先手を打ちながら進めてきたところである。こうした取組により，

広島市，三次市において発生したクラスターについては，積極的疫学調査により全体像

が把握できており，不特定の層に広がる状況を防ぐことができている。 

また，大型連休期間中に広域にわたって人の移動が生じることで，更なる感染拡大が

懸念されることから，４月１８日に，新型コロナウイルスの感染拡大を防止するための緊

急事態措置として，人と人との接触を８割削減することを目標に，県民に徹底した外出の

自粛を，事業者には感染拡大につながるおそれのある施設の休業への協力や，テレワ

ークの活用などによる出勤者数の削減を要請したところである。（施設の使用制限及び

催物の開催の停止の協力要請（要請期間：４月２２日～５月６日，その後５月３１日まで延

長し，５月１５日一部解除）） 

４月臨時県議会においては，県民の命と暮らしを守ることを最優先に，国の緊急経済

対策も活用して，４２４億円余の補正予算を編成したところである。そのうち，感染拡大防

止対策及び医療提供体制の確保に関する主な内容は，次のとおりである。 
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「感染拡大防止対策」 

・ 感染者の早期発見のため，ＰＣＲ検査に必要な機器の購入やドライブスルー方式に

よる検体採取の実施，民間検査機関等における検査の実施など，検査体制の強化

を図ること。 

・ 従業員等の感染発生時に疫学調査に協力し情報公開したことにより，風評被害な

ど経営に影響を受けるおそれのある事業者に対する支援金の給付や，社会福祉施

設，学校等に配布するマスク及び消毒液の確保などに取り組むこと。 

 

「医療提供体制の確保」 

・ 入院病床について，医療崩壊を防ぎつつ，迅速かつ適切な治療を行うため，病院施

設の環境整備を進めること。 

・ 無症状患者や軽症者が，宿泊療養するための施設の借上げを実施すること。 

・ 医療機関におけるマスクや防護服等の医療資材の確保や医療従事者への支援な

ど，適切な治療が可能な体制の確保を図ること。 

 

なお，医療提供体制等に係る検討・推進組織としては，「新型コロナウイルス感染症広

島県対策本部」の下に，感染症指定医療機関，学識経験者，医師会及び行政機関で構

成する「広島県新型コロナウイルス感染症患者受入れ調整本部」を設置し，医療機関の

役割分担や患者受入れ病床の確保等について調整を図っている。 

また，県下の感染状況については，学識経験者等で構成する「新型コロナウイルス感

染症対策専門員会議」において評価分析を行っている。 

 

［これまでの主な対応状況］ 
 

広島県 国 

 

1月 29日 

3月 7日 

3月 17日 

3月 26日 

 

4月 6日 

 

4月 18日 

4月 30日 

5月 5日 

5月 11日 

 

特別警戒本部の設置 

県内初の感染者を確認 

追加予算議案（補正第 1弾） 

特措法に基づく対策本部に切替え 

 

緊急メッセージの発信 

 

緊急事態宣言 

臨時県議会（補正第 2弾） 

緊急事態宣言（5/31まで延長） 

段階的な制限の緩和 

 

1月 15日 

1月 30日 

 

 

3月 26日 

3月 28日 

4月 7日 

4月 16日 

 

 

5月 4日 

国内初の感染者を確認 

対策本部の設置 

 

 

特措法に基づく政府対策本部の設置 

基本的対処方針の決定 

緊急事態宣言（７都府県） 

緊急事態宣言（全都道府県に拡大） 

 

 

緊急事態宣言（5/31まで延長） 
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２ 現状認識 

 

本県における５月１８日２０時現在の感染者数は，延べ１６６人で，医療提供体制等に

ついては，次のとおりである。 

 

 陽性者の内訳  （5/18時点） 
 

入 院 ２１人  

ホ テ ル （ 宿 泊 療 養 ） ９人  

在 宅 ※1 １７人  

退 院 １１７人  

死 亡 ２人  

合 計 ※2 延べ１６６人  
   ※1 社会福祉施設内での療養   ※2 再陽性２人を含む 

 

 医療提供体制  
 

区 分 機 能 
確保数 

(5/18) a 

稼働数 

(5/18) b 

空床率 

(a-b)/a 
整備目標 

重 症 
中 等 症 

入 院 
２６６床 
（１８施設） 

２１床 
（６施設） 

９２.１％ ２７０床 

軽 症 
無 症 状 

宿泊療養 
１３０室 
（１施設） 

９室 
（１施設） 

９３.１％ ５００室 

 

 検査体制  
 

区 分 
検査能力 

(5/18) a 

過去平均 

(5/8～5/14) b 

余 力 

(a-b)/a 
整備目標 

ＰＣＲ検査（1日当たり件数） 
２７０件 
（５施設） 

８０件 ７０.４％ ３５０件※ 

※ 今後，大学や民間の検査機関の活用等によりさらなる拡大を予定 

 

 疫学的状況  
 

・ ５月４日から１６日まで１３日連続で新規感染者が確認されていない。（5/17に再陽性１件） 

・ 感染経路が不明な感染者が感染者に占める割合は累計で約１５％と低い。 

 

 評    価  
 
本県における３月から５月にかけてのまん延第一波では，感染状況に応じた受入れ病

床の迅速な確保など，関係者の柔軟な連携により，県民の健康を守る対処が実現され

た。４月には，広島市及び三次市において，患者クラスターが発生したが，積極的疫学調

査により，概ね全体像が把握できており，不特定の層に広がる状況ではない。 
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さらに，５月４日から１６日まで１３日連続で新規感染者が確認されていないこと，また，

感染経路が不明な感染者が感染者に占める割合は累計で約１５％と低いことなどから，

今後，新たに感染者が発生した場合でも，直ちに医療状況や検査体制が逼迫する恐れ

は少ないと考えられるが，第二波，第三波に備えて，引き続き，第一波の対応経験をもと

に速やかに体制のさらなる強化を図る必要がある。 

 

 

３ 今後の課題 

 

（１） 医療提供体制 

・ 妊産婦，小児，透析，精神疾患など，特別な配慮が必要な感染者に係る受入れ体

制を整備する必要がある。（検討中） 

・ コロナ疑いの救急患者の受入れ体制及び消防との情報共有など，ＭＣ（メディカル

コントロール）体制を整備する必要がある。（検討中） 

 

（２） 検査体制 

・ 迅速・簡易なＰＣＲ検査機器等の導入により，広範かつ早期に感染者を発見できる

体制を整備する必要がある。（検討中） 

・ 受動的に検査を行うのではなく，発想を転換して，症状の有無に関わらず，医療・介

護・福祉施設の従事者など，社会的機能の維持に必要な者や重症化するおそれの

ある入院患者・入所者など，優先的に検査すべき対象の拡充について検討が必要。 
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令 ２ 健 康 増 進 ２ ７ １ 号   

令和２年(2020 年)５月 19 日  

 

厚生労働省 

新型コロナウイルス感染症対策推進本部 

医療提供体制班 ご担当  様 

 

山口県健康増進課長  

 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状に関する認識について（回答） 

  

 

 このことについて、別添のとおり、ご回答しますのでよろしくお願いします。 

 

 

 

 

健康増進課 感染症班 担当：松田 

TEL 083-933-3002  FAX 083-933-2491 

 Mail matsuda.hiroyuki@pref.yamaguchi.lg.jp 
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（別紙） 

【山口県回答】 

 

（１）医療提供体制について 

 

○ 本県では、５月６日以降、新規感染者が発生しておらず、入院患者

数も現在３名と、感染の拡大を抑え込めている状況である。 

感染症受入病床の拡充により、３８４床を確保し、また、軽症者等

の受入可能な宿泊施設として５９４室を確保しているところであり、

感染拡大に対応できる体制の確保ができている。 

 

（２）ＰＣＲ等の検査体制について 

 

 ○ 本県では、１日あたりＰＣＲ検査数は平均２０件程度であるが、当

面、１回あたり１６０件の検査体制を整える予定にしている。 

これにより、一定の体制が整えられていると考えるが、今後、第２

波、第３波を想定して、更なる検査体制の強化に向けて取り組んでい

くこととしている。 

 

162



医第３１４号

感第７８号

令和２年５月１９日

厚生労働大臣 加 藤 勝 信 殿

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び

検査体制の現状に関する御認識について(回答)

このことについて、別添のとおり回答します。

163



別 添

徳島県における新型コロナウイルス感染症の状況について

１ 本県の発生状況について

○ 本県においては、２月２５日に１例目の感染者を確認、その後４月２１日の

５例目の感染者を確認以降、直近４週間にわたって感染者は確認されていない。

○ 感染例については、いずれも感染経路は特定されており、県内においては感

染経路不明の市中感染は発生していない。

○ 積極的疫学調査を迅速、かつ的確に実施することにより、濃厚接触者からの

感染は確認されていない。

○感染者数(累計) ５名

確認日 年代 性別 退院日 （推定）感染経路

1例目 2/25 60代 女性 2/29 クルーズ船下船者

2例目 3/30 20代 女性 4/11 京都産業大クラスター

3例目 3/30 20代 男性 4/8

4例目 4/20 30代 男性 5/10 神奈川県から帰県

5例目 4/21 70代 男性 4/22転院 兵庫県から通院

4/27死亡

２ 検査体制の構築について

検査体制の強化のためには検査への「アクセスのしやすさ」と「検体採取と検

査」がスムーズに行える体制の整備が重要と考えている。

(1)「相談・受付」体制の充実

本県においては、検査への「アクセスのしやすさ」として、早い段階から２４

時間対応の相談窓口を設置、「受付と相談」体制の充実を図っている。

○ 県民の不安に応えるため、１月３０日に県感染症・疾病対策室に２４時間

対応の「一般相談窓口」を設置(２月１０日からフリーダイヤル）。

○ ２月３日に新型コロナウイルス感染症の感染を心配する方の相談窓口とし

て「帰国者・接触者相談センター」を県内６保健所に設置（２４時間対応）。

○ 保健所の体制強化、負担軽減を図るため、県看護協会に「帰国者・接触者

相談センター」の一部を業務委託。

○ 県医師会に「かかりつけ医」からの「専用相談窓口」を開設した。

○相談実績（５月１８日現在）

合計 一般相談窓口 帰国者・接触者相談センター

14,618件 6,636件 7,982件
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(2)「検体採取・検査」体制の確保

「検体採取」を行う「帰国者・接触者外来」等の拡大と検査機器等の導入に

より、体制整備を図っている。

○ ２月３日に、医療圏域（３か所）ごとに「帰国者・接触者外来」を設置、

その後、徐々に拡大を図り、４月２８日には県内１５か所となる。

○ 効果的、効率的に検体採取を行うため「地域外来・検査センター」を設置、

県医師会に運営を委託し、５月２日からドライブスルー方式により運用開始。

今後、感染拡大状況等を踏まえ、設置を拡大予定である。

○ 行政検査機関である県保健製薬環境センターに、リアルタイムPCRの追加

導入を行い、合計４台と充実させた。(１日あたり検査可能件数:９６件)

○ さらに、特定機能病院や帰国者・接触者外来に、リアルタイムPCRの導入

支援を実施

○ 検体採取業務に係る人材育成として、医師会、歯科医師会、看護協会の連

携による研修会を実施

・医師、看護職対象研修：４月２６日

・歯科医師対象研修：６月２５日開催予定

○検査実績（５月１８日現在）

検査数 うち陽性件数

６７５件 ５件 陽性率 ０．７％

※「地域外来・検査センター」の実績含む

(3)本県の検査状況について

○ 本県の検査件数は、岩手県に次いで少ない状況ではあるが、

・ 感染者数が少なく、感染者数に係る濃厚接触者も他県と比較して少ない

・ 全ての感染例において感染経路が特定できているため、濃厚接触者が確

実に把握できており、濃厚接触者からも感染者は発生していない

・ クラスターが発生していない

等により検査数が少ないと考えている。

○ 医師が必要と判断したＰＣＲ検査については全て実施しており、検査体制

には、まだまだ余裕がある。

○ 抗原検査については、販売業者から順次供給すると聞いているが、しっか

りと対応するよう、帰国者・接触者外来等に働きかけを行っているところ。

○ 厚生労働省により、来月から東京都・大阪府・宮城県で大規模な抗体検査

が行われるが、地方での検証が必要な場合や、検査の性能評価のためサンプ

ルを増やす必要があれば、本県での実証について、協力していきたい。

6
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PCR検査件数の推移（２／１～５／１６）
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３ 医療提供体制の状況について

(1)協議会

○ 本県においては、新型コロナウイルス感染症の各フェーズに応じた適切な

医療提供体制の確保に向け、市長会や町村会、公立公的病院の病院長、県医

師会から会長ほか５名、県看護協会会長、感染症学の専門家である徳島県医

学・感染症専門員２名（本協議会座長・副座長として参加）などを構成員と

する「新型コロナウイルス感染症対策協議会」を３月６日に立ち上げた。

○ ３月１３日、第１回協議会を知事・副知事出席のもと、３月２６日、４月

７日には、第２回、第３回協議会を副知事出席のもと開催し、第３回協議会

では、入院医療提供体制の「中間とりまとめ」を行った。

○ ４月３０日、妊産婦・小児患者部会を開催し、「妊産婦・小児患者の受入

医療機関」と「調整本部へのリエゾン派遣」について、徳島大学病院と県立

中央病院が行うことを決定した。

○ ５月１５日、第３回協議会以降の進捗状況報告を事務局から構成員に送付

した。

(2)調整本部

○ ４月１日、「徳島県新型コロナウイルス感染症入院調整本部」を県本庁舎

（万代庁舎）内に設置し、患者発生時に入院受入医療機関との調整等を行う

こととした。

【構成員】

本部長：徳島県病院局副局長併保健福祉部副部長（医師）

本部員：(1)患者搬送コーディネーター（医師）

統括ＤＭＡＴ(2名)、県医師会常任理事、徳島大学大学院

呼吸器・膠原病内科教授（協議会座長）

(2)広域調整、搬送調整、空床情報、ロジスティックス等

※各病院に連絡窓口としてのコーディネーターを配置して

おり、すぐに連絡ができる体制を構築済み

○ ４月３０日、協議会の妊産婦・小児患者部会において、徳島大学病院と

県立中央病院から、調整本部にリエゾン派遣することを決定した。

(3)入院受入医療機関

○ 確保病床数

・４月７日、第３回協議会において、

１１病院・１３０床（うち重症者用５床）を確保

・これに加えて、重症患者対応のためのＩＣＵ、ＨＣＵ等が４２床あり、

全体で１１病院・１７２床（うち重症者用４７床）の能力を持っている。

・１１病院では、人工呼吸器１１５台、ＥＣＭＯ８台、

ＩＣＵ４０床、ＨＣＵ６１床のほか、救命救急２１床を保有

○ 確保想定病床数

２００床（うち重症者用４９床）を想定

○ 現在、入院患者は０名であり、万一、県内で複数の感染者が同時に発生し

たとしても、十分対応可能である。
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(4)宿泊療養施設

○ クラスター発生などにより、県内で多数の患者が発生した場合の対応とし

て、軽症者等に宿泊療養していただくため、５月８日から「東横ＩＮＮ徳島

駅眉山口」（２０８室）を借り上げているが、新型コロナウイルス感染症業

務に携わる医療従事者の宿泊場所にも活用している。

○ 旧県立海部病院についても改修を行い、本年１１月中に３０室、来年３月

中に３０室の合計６０室を確保する予定である。

○ この他にも、借り上げに協力する意向を示している宿泊施設が、６施設

（２０４室）あり、今後の患者発生状況に応じて、追加借り上げを行ってい

くこととしている。

(5)外来診療体制

○ 開設済みの「帰国者・接触者外来」「地域外来・検査センター」とは別に、

「診察」から「検体採取」「薬剤処方」まで行うことができる「新型コロナ

臨時外来（仮称）」についても、予算を確保し、医師会等とも協議を行って

いるところであり、今後の患者発生状況を踏まえて、対応していくこととし

ている。
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令和２年５月１５日  

 

香川県感染警戒宣言 

～香川県知事から県民の皆様へのメッセージ～ 

 

香川県における特措法に基づく緊急事態宣言は解除されましたが、新型コロナウイ

ルス感染症が完全に終息したわけではなく、新たな感染はいつどこで発生するかわか

りません。 

国内では、まだ、緊急事態宣言区域となっている都道府県があり(※)、全国的な解除

となっていない期間においては、本県においても気を緩めることなく、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大を防止する必要があります。このため、新たに、香川県感染

警戒宣言を発出し、県民の皆様、事業者の皆様に以下のご協力をお願いいたします。 

    (※)北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、京都府、大阪府、兵庫県の８都道府県 
 

記 

 

○県民の皆様へ 

外出について 

・県外への不要不急の外出は控えてください。特に、緊急事態宣言区域となってい

る都道府県への外出は控えてください。やむを得ず、緊急事態宣言区域となって

いる都道府県を訪れなければならない場合、帰県後１４日間は、不要不急の外出

を自粛してください。 

・繁華街の接待を伴う飲食店等やこれまでにクラスターが発生しているような「三

つの密」（密閉、密集、密接）のある場への外出も控えてください。 

・人との接触をできるだけ減らしてください。 

・外出時には症状がなくてもマスクを着用しましょう。 

新しい生活様式について 

・屋内外に関わらず、三つの密を徹底的にさけてください。人との間隔はできるだ

け２ｍ（最低１ｍ）空けてください。 

・皆様の行動が密につながらないよう買い物などの用事はできるだけ少人数で出か

けてください。 

・毎朝、体温と健康のチェックを行い、体調が悪いときは、勇気をもって仕事を休

んでください。 

・こまめな手洗い、手指消毒、咳エチケットを徹底してください。 

・バランスの良い栄養、十分な睡眠時間、適度な運動をとるようにしてください。 

 

○事業者の皆様へ 

・「今後における適切な感染防止対策」（別添）を徹底してください。 

・緊急事態宣言区域となっている都道府県への出張は控えてください。 

・テレワークや時差出勤ができる環境を整備しましょう。 

・万一、ご自身の事業所に関係する方が感染した際には、保健所の調査にご協力を

お願いします。 

別添資料 
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今後における適切な感染防止対策
目 的 具 体 的 な 取 組 例

発熱者等の施設への
入場防止

・従業員の検温・体調確認を行い、３７．５度以上や体調不良の従業員の出勤を停止

・来訪者の検温・体調確認を行い、３７．５度以上や体調不良の来訪者の入場を制限

３つの「密」
（密閉・密集・密接）の防止

・店舗・施設等利用者の入場制限や一方通行の誘導など行列を作らないための工夫や行列
位置の指定を行うなどして列間隔の確保（約２ｍ間隔の確保）、施設内の十分な間隔の確保

・曜日・時間帯による特売やポイントセールをできる限り自粛

・換気を行う（可能であれば２つの方向の窓を同時に開ける）

・密集する会議の中止（対面による会議を避け、電話会議やビデオ会議を利用）

県外客の利用自粛の促進 ・県外客の利用自粛を促す対策（店頭・ＨＰによる周知等）

飛沫感染、接触感染の
防止

・従業員のマスク着用、手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励行

・来訪者の入店時等におけるマスク着用、手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励行

・他人と共用する物品や手が頻繁に触れる箇所を工夫して最低限にする

・複数の人の手が触れる扉や共用部など、店舗・事務所内の定期的な消毒

・手や口が触れるようなもの（コップ、箸など）は適切に洗浄・消毒

・会話時には距離を確保し、対面時にはパーティションを設置するなどして感染を防止177



緊急事態措置解除に係る判断基準による香川県の状況について

解除に係る判断基準 香川県の状況

感染

状況

・直近１週間の報告数がその

前の週の報告数を下回る減
少傾向の確認

・直近１週間の10万人あたり
累積報告数が0.5人未満程度
等

Ａ．人口
（万人）

Ｂ. 直近１週間
累積陽性者数
（～5/14）

対人口10万人
（Ｂ/（Ａ/10））

Ｃ．その前１週間
累積陽性者数
（～5/6）

直近１週間と
その前１週間の比

（Ｂ/Ｃ）

96 0 0 0 -

医療提供

体制

・重症者数が減少傾向で医療

提供体制が逼迫していないこ
と

・患者急増に対応可能な体制
が確保されていること等

患者数（5/14時点） 設置状況
受入
確保
病床数

（5/14時点）

宿泊
施設

確保室数
（5/14時点）

対策
協議会

患者搬送
調整本部

入院
患者数

重症者数
宿泊施設
患者数

2 0 0 設置済 設置済 43 101

監視

体制
・ ＰＣＲ等の検査体制の整備

・県環境保健研究センターにおける検査機器増設（５月１日～ ３台体制）

・民間検査機関における検査機器の導入

・地域外来・検査センター等の設置の推進
（丸亀市５月１１日～、高松市５月１４日～、さぬき市及び東かがわ市５月１８日～）
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新型コロナウイルス感染症に対する香川県対処方針 

国の緊急事態宣言 

（4.7～） 

（特定都道府県 

：７都府県） 

（4.16～）※全都道府県へ拡大 

（特定警戒都道府県：13都道府県） 

（上記以外：本県を含む 34県） 

（5.14～5.31） 

（特定警戒都道府県：８都道府県） 

※本県解除 

 

 

 

 

 

「香川県緊急事態」宣言（4.14～） 
香川県感染警戒宣言 

（5.15～） 
 

 (1)感染拡大防止集中対策期 

（4.17～5.6） 

(2)感染拡大防止対策期 

（5.7～5.14） 

(3)感染警戒期 

（5.15～） 

(4)感染予防対策期 

 本県が国の緊急事態宣言
の対象区域に指定されて
おり、クラスターの発生
など、感染者が急増し、
医療提供体制が逼迫して
いる状態 

本県が国の緊急事態宣言
の対象区域に指定されて
おり、一定数の感染者が
発生している状態 

本県が国の緊急事態宣言
の対象区域から解除され
ているが、他の都道府県
で対象区域が指定されて
いる状態 

全ての都道府県が国の緊
急事態宣言が解除されて
いる状態 

1.県民への要請等 県内での外出自粛 

県外への外出自粛 

接待を伴う飲食店等への

外出自粛 

３密の場への外出自粛 

 

県内での外出自粛 

県外への外出自粛 

接待を伴う飲食店等への

外出自粛 

３密の場への外出自粛 

新しい生活様式の徹底 

 

県外への外出自粛 

接待を伴う飲食店等への

外出自粛 

３密の場への外出自粛 

新しい生活様式の徹底 

新しい生活様式の徹底 

 

 

2.事業者への要請等 対象施設への休業要請等 

適切な感染防止対策 

 

一層の感染防止対策 

新しい生活様式の徹底 

 

一層の感染防止対策 

新しい生活様式の徹底 

 

一層の感染防止対策 

新しい生活様式の徹底 

3.イベント等の開催 原則中止・延期 全国的かつ大規模イベン

ト等の開催自粛 

５０人程度未満は感染防

止対策を講じる 

全国的かつ大規模イベン

ト等の開催自粛 

一定人数※以下は感染防

止対策を講じる 
※屋内：100 人以下かつ収容定員

の半分以下 
屋外：200人以下かつ人と人と

の距離を十分確保 

適切な感染防止対策

を講じる 

4.県有施設等における対応 基本的に休館 多数集客施設、観光客誘

客施設等は原則休館 

その他は感染防止対策を

講じる 

多数集客施設、観光客誘

客施設等は原則休館 

その他施設は感染防止対

策を講じる 

適切な感染防止対策

を講じる 

特措法に基づく県の対策期 

詳
細
は
、
今
後
の
国
の
専
門
家
会
議
の
提
言
等
を
踏
ま
え
て
検
討 
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対策期移行時の考え方 

国の緊急事態宣言 
（本県） 

国の緊急事態宣言 
（本県を除く他の都道府県） 

国の緊急事態宣言解除 

「香川県緊急事態」宣言 香川県感染警戒宣言  

(1)感染拡大防止集中対策期 (2)感染拡大防止対策期 (3) 感染警戒期 (4)感染予防対策期 

本県が国の緊急事態宣言の対象区

域に指定されており、クラスター

の発生など、感染者が急増し、医

療提供体制が逼迫している状態 

本県が国の緊急事態宣言の対象区

域に指定されており、一定数の感

染者が発生している状態 

本県が国の緊急事態宣言の対象区

域から解除されているが、他の都

道府県で対象区域が指定されてい

る状態 

全ての都道府県が国の緊急事態宣

言が解除されている状態 

（１）  （２） 
○本県の感染状況や医療提供体制（病床稼働
率等）、ＰＣＲ検査状況（陽性率）、人口移動
の状況などを含め、感染が収束に向かって
いるか、総合的に判断 

 

（２）   （３） 
○本県が国の緊急事態宣言の対象区域から解

除されたとき 
（考え方） 
①感染の状況 

  ・直近１週間の報告数がその前の週の報
告数を下回る減少傾向の確認 

・直近１週間の 10万人あたり累積報告数
が 0.5人程度以下 

②医療提供体制 
  ・重症者数が減少傾向で医療提供体制が

逼迫していないこと 
  ・患者急増に対応可能な体制が確保され

ていること 
③監視体制 

  ・医師が必要とするＰＣＲ検査が遅滞な
く行える体制が整備されていること 

などを踏まえて、総合的に判断 
→香川県感染警戒宣言 

（３）  （４） 
○全ての都道府県に国の緊急事態解除宣言が

なされたとき 
 
 
 

（１）  （２） 
○本県が国の緊急事態宣言の対象区域に指定
されたとき 

（考え方） 
 ・直近の報告数や倍加時間、感染経路の不明
な症例の割合等を踏まえて、総合的に判断 
 

（２）  （３） 
○本県が国の緊急事態宣言の対象区域に指定
されていないが、直近１週間で 10万人当た
り 0.5 人程度以上の新規感染者が発生して
おり、医療提供体制や監視体制などを含め、
まん延防止の措置を講じる必要があるか、
総合的に判断 

 →「香川県緊急事態」宣言 

（３）  （４） 
○他の都道府県が国の緊急事態宣言の対象区
域に指定され、対象区域の感染状況等によ
り、今後、本県でもまん延の恐れがあるとき 
→香川県感染警戒宣言 
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２保第 230号 

令和２年５月 19日 

 

 厚生労働大臣 加 藤 勝 信 様 

 

                          愛媛県知事 中 村 時 広 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制 

及び検査体制の現状に関する認識について 

 

 令和２年５月 14日付け厚生労働省発健 0514第８号で照会のあった標記の件について、下記

のとおり回答します。 

記 

１ 医療提供体制の現状に関する認識 

(1) 新型コロナウイルス感染症調整本部の設置 

新型コロナウイルス感染症の患者を受け入れるためには、病床の確保だけでなく、医

療スタッフはもちろん、感染防御のための医療資機材の確保が不可欠であり、また、症

状にかかわらず特定の病院で感染症患者の受け入れを続けた場合、その病院が担ってい

る地域の救急医療や、感染症以外の患者への対応に対する影響も懸念される。 

このため、本県では、感染症医療、救急医療、呼吸器内科の各専門医のほか、災害医

療コーディネーター、県医師会及び県内主要病院の代表者等で構成する「愛媛県新型コ

ロナウイルス感染症調整本部」を４月１日付けで設置し、患者の重症度等に応じた医療

機関の役割分担と協力体制の構築を進めるとともに、統括ＤＭＡＴ有資格者である県立

病院医師（災害医療コーディネーター）に患者搬送コーディネーターを委嘱して、各圏

域における患者搬送方針を調整・決定の上、搬送調整を実施している。 

(2) 重点医療機関の指定及び宿泊療養施設の開設 

感染症患者の増加に伴って医療機関の負担が増大し、圏域によっては、対応できる病

床の確保が困難になってきた４月中旬以降（最多入院者数：４月 20 日、28 人）の患者

の状況を見ると、その大半が重症化の恐れのない中等症の患者や軽症・無症状の患者で

あり、医療従事者の負担を軽減するためには、重症化の恐れのない患者を対象にした「重

点医療機関」の確保と、軽症・無症状者向けの「宿泊療養施設」の開設を早期に実現す

ることが重要な課題であった。 

そこで、重点医療機関については、調整本部において、患者搬送コーディネーターを

中心に各医療機関を個別に訪問し、県内医療機関の役割分担や重点医療機関の指定への

協力を要請するとともに、県補正予算で重症化の恐れのない患者を病棟単位で受け入れ

るために必要な経費を措置し、重点医療機関の円滑な運用に向けて、ハード・ソフトの

両面から支援策を講じてきた。その結果、７医療機関について重点医療機関の指定の協

議が整い、５月 19日現在、重症化の恐れのない患者向けの病床として、160床を確保し
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たところである。 

また、軽症者・無症状者向けの宿泊療養施設については、民間事業者や地域の皆様の

御理解を得て、「奥道後壱湯の守 別館（松山市末町）」の 67 室（100 人程度利用可）を

確保し、感染症専門医の指導のもと、必要な感染防御態勢を整備した上で、４月 23日か

ら患者の受け入れを開始した。これまで累計 14人が入所し、７人が既に退所するなど、

県内の医療機関から派遣いただいた医師、看護師の御協力のもと、順調に運用を行って

いる。当該施設は松山市住宅地から至近にあり、医療スタッフの応援の点でも利便性が

高い。加えて、更なる感染者の増加に備え、他に 50室程度の宿泊療養施設を確保する基

本合意も整い、必要な資機材の確保も進めている。 

(3) 医療提供体制の確保状況 

こうした取組みの結果、医療機関では、重症及び重症化の恐れのある中等症者向けの

43床、重症化の恐れのない中等症者及び軽症者向けの 160床（重点医療機関）を合わせ

た 203床を確保するとともに、軽症者及び無症状者向けの宿泊療養施設 67室（100人程

度利用可）も確保しており、現在、入院患者が 21人（うち重症者２人）、宿泊療養施設

入所者が７人であることを踏まえると、現時点では、本県の感染者の実態に応じた医療

提供体制が整備され、特に逼迫した状況にはないと認識している。 

なお、５月 12日には、県内医療機関に勤務する介護職員の感染確認を発端に、当該医

療機関内での集団感染事例が発生したところであり、引き続き、警戒を緩めることなく、

重点医療機関の指定や宿泊療養施設の運用等を適切に推進して、医療提供体制の整備充

実を図っていく。 

 

２ 検査体制の現状に関する認識 

    本県では、ＰＣＲ検査の実施について、新型コロナウイルス感染症の発生当初から、

厚生労働省において示された検査実施の基準（発熱や呼吸器症状の有無、暴露歴等）の

範囲を超えて、医師により検査が必要と判断された事例については漏れなく検査を行う

とともに、感染者が確認された場合は、感染拡大防止に向け徹底的な囲い込み、封じ込

め対策を講じるため、積極的疫学調査により接触者を洗い出し、濃厚接触者等に対し幅

広くＰＣＲ検査を実施しているところであり、本県のこれまでのＰＣＲ検査の実施件数

は、1,768件（５月 19日 13時現在、退院のための陰性確認検査の件数を除く）、陽性率

は 4.2％となっている。 

    検査体制については、当初、県立衛生環境研究所が保有するＰＣＲ装置１台で対応し

ていたが、検査件数の増加を見越して３月 12日に２台目の装置を追加導入し、人員体制

についても、県立衛生環境研究所の職員に加え、県庁内関係部署からの応援のほか、愛

媛大学や松山市からも職員の派遣を受け、県内での検査需要に適切に対応しており、帰

国者・接触者外来等の医療機関において医師が必要と判断した場合には、遅滞なく検体

を採取した上で、管轄の保健所が速やかに搬送し、採取当日又は遅くともその翌日には

検査が完了している。 

    さらに、４月 21日には、松山市医師会の協力を得て、ドライブスルー方式の検体採取

体制を整備し、県内の検査件数の大半を占める松山市の外来医療・検査体制の強化を図

っている。 
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    こうした中、５月 12日に松山市の医療機関内で集団感染事例が発生し、入院患者や病

院職員の感染確認のため、５月 16日の検査件数は 109件に上り、それまでの１日当たり

の最大検査件数（68件）を大きく上回ったが、迅速なＰＣＲ検査に必要な物的・人的体

制が整えられていたことから、多数の関係者の検査を計画的に滞りなく実施することが

できた。 

    今後、感染第二波が到来し検査の需要が大幅に増加した場合に備え、更なる検査体制

の増強を図ることとしており、５月下旬には、現有２台の検査装置に加え、さらに２台

を追加導入することとしているほか、人員体制についても、応援職員の増員や大学等か

らの派遣期間の延長により対応することとしており、これらにより、１日当たりの検査

可能件数は最大 192件に倍増することとなり、県内で想定される検査需要に十分対応可

能な体制が構築できると考えている。 

    なお、迅速な検査の実施には、それを支える保健所の体制強化も重要な要素であるこ

とから、本県では、知事の指示のもとで全庁的に取り組む体制を確保しており、具体的

には、即戦力となる再任用保健師の配置によるマンパワーの増強、検体搬送業務の他部

局職員の活用、電話相談業務の外部委託（松山市と合同のコールセンター設置）等を既

に実施して、保健師等の専門職が真に必要な業務に注力できる体制としているほか、保

健所業務の繁忙状況に応じた更なる応援の必要性についても、保健所と本庁部局が継続

的に情報を交換して柔軟に対応することとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛媛県 保健福祉部 
社会福祉医療局 保健福祉課（特措法） 
TEL 089-912-2380／FAX 089-921-8004 

 E-mail hokenfukushi@pref.ehime.lg.jp 
社会福祉医療局 医療対策課（医療提供体制） 

  TEL 089-912-2445／FAX 089-921-8004 
  E-mail iryotaisaku@pref.ehime.lg.jp 
健康衛生局 健康増進課（検査体制） 

  TEL 089-912-2400／FAX 089-912-2399 
  E-mail healthpro@pref.ehime.lg.jp 
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県内の 「重点医療機関」 等の確保病床数

患者の
状 況

重症者
及び中等症者

中等症者
及び軽症者

軽症者
及び無症状者

重症者 重症化の恐れのある患者 重症化の恐れのない患者

ＩＣＵ
感染症

指定病床等
重 点

医療機関
宿 泊

療養施設

病床数

15床 28床
160床

67室

+α 50室程度

合計117室程度

計 43床

合計 203床
※1 重点医療機関とは、重症化の恐れのない中等症者及び軽症者を病棟単位で受け入れる医療機関
※2 宿泊療養施設は必要に応じて更に５０室程度の確保を基本合意済み

(※1)

(※2)
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県内のＰＣＲ検査件数と陽性者数

入院患者の陰性確認

接触者・感染源調査

新規散発

陽性者数

県内ＰＣＲ検査数の推移

都道府県 陽性者数 検査人数 陽性率 都道府県 陽性者数 検査人数 陽性率

東京都 5,055 14,010 36.1％ 石川県 287 2,448 11.7％

埼玉県 988 15,507 6.4％ 岡山県 25 1,555 1.6％

千葉県 898 12,773 7.0％ 広島県 165 6,320 2.6％

神奈川県 1,251 7,931 15.8％ 徳島県 5 669 0.7％

京都府 358 6,285 5.7％ 香川県 28 1,983 1.4％

大阪府 1,768 25,638 6.8％ 高知県 74 1,681 4.4％

兵庫県 699 10,062 6.9％ 福岡県 657 11,443 5.7％

【他の主な都府県の状況（5/17現在）】

【愛媛県】検査人数 1,768人（5/18現在）
（陽性率）4.2％

県立中央
内子高校

サ高住 サ高住

サ高住

カード会社

※入院患者の陰性確認検査は除く。

※衛生環境研究所の最大検査数：96件/日

牧病院
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２高健政第 109号
令和２年５月 19日

厚 生 労 働 大 臣 様

高 知 県 知 事

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制

及び検査体制の現状に関する認識について（回答）

令和２年５月 14日付け厚生労働省発健 0514第８号で照会のありました高知県の認識につい
て、別紙のとおり回答します。
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別紙 

１ 医療提供体制 

 

○ 今後の新たな感染者の増加に備え、病床確保の目標を 200 床程度としているが、公立・

公的病院を中心に 170 床程度を確保しており、引き続き関係機関と調整し、目標数の確

保に努める。また、宿泊療養施設については現在の１施設 16 室からさらに拡充する予定。 

 

○ 患者の最大想定に対しては、重症 50 人は感染症指定医療機関（高知医療センター）に

集約化する目処が立っているが、入院全体の 1,500 人に対する医療体制の確保が課題。 

 

○ 最大想定に向けた医療体制を構築するためには、新型コロナウイルス感染症緊急包括

支援交付金の拡充など国において十分な財源（医療機関に対する協力金、医療資器材の

整備、医療従事者への特殊勤務手当の支給等に係る支援等）を確保していただく必要が

ある。 

 

【参考】 

・ ２月末から３月上旬にかけての初回のピークに対しては、感染症指定医療機関１施設

で余力を持って対応できた。一方、３月末頃から４月下旬にかけての２回目のピークで

は、約２週間で入院患者数が最大数に達して確保病床数をやや上回り、入院調整が困難

になってきたが、そのタイミングで並行して準備を進めてきた宿泊療養施設の利用が開

始でき、病床の逼迫を回避できた。 

・ 今後の重症者対応については、ECMO などの医療機器やそれを操作する人材を機器を有

する医療機関の協力を得て集約する体制、及び、重症化する前の段階で入院協力医療機

関から早期に感染症指定医療機関へ搬送するための関係機関の役割分担や連携体制を構

築中。 

・ 中等症者、軽症者対応は、病態が悪化又は安定化した際の搬送体制、宿泊療養施設に

おける医療体制の確保が当面の課題であり、高知県感染症対策協議会から助言を得つつ、

高知県新型コロナウイルス感染症対策医療調整本部において必要な施策を立案・実行し

ていく。 
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２ ＰＣＲ検査体制 

 

○ 現時点で PCR 検査体制は一定整っているが、今後の患者数の大幅な増加に備えさらに

拡充予定。 

 

○ 他方で、検査が実施できる民間機関は県内に無いため、実施したとしても検体の郵送

等が必要となり、結果判明までに時間がかかることが課題。そのように都道府県ごとに

事情が異なることを踏まえ、国レベルでの新たな検査技術の開発や新技術を運用するに

あたっては、国において都道府県で確保すべき必要な検査体制の水準を示すとともに、

大都市部と地方とで格差が生じないよう国から県への支援が必要。 

 

 

【理由】 

・ 検体採取は、20 カ所の帰国者・接触者外来と一般の医療機関で実施。うち１カ所では、

4/6 からドライブスルー方式で実施。 

・ 医師が診察の結果、新型コロナウイルス感染症を疑う場合は、すべて PCR 検査を行う

体制をとっている。 

・ 県衛生環境研究所での PCR 検査は、３月に検査機器を増やし、現在は最大で 144 件/日

可能。 

・ 近日中にさらに検査機器を 1台追加購入し、これにより最大で 216 件/日まで可能とな

る見込み。 

・ 5/18 時点での患者発生は 74 人。現在までの 1 日最大検体採取数は、4/9 の 85 件（検

体数は 90件）。 
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 公印省略 

  ２疾病第９８６号 

令和２年５月１９日 

  

厚生労働大臣 殿 

 

福 岡 県 知 事 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状に関する認識について（回答） 

 

 

令和２年５月１４日付厚生労働省発健 0514第８号にて照会のあった標記のことにつ

いて、下記のとおり回答します。 

 

記 

 

１ 医療提供体制 

病床については、これまでの６６の感染症病床に、感染症指定医療機関及び入院協力

医療機関等の一般病床を加え、計４９０床（このうち重症病床６０床）を確保していま

す。さらに、当面の目標である合計５７０床を目指し、関係医療機関と調整を進めてお

ります。 

民間の宿泊療養施設についても、北九州市内（２１９室）、福岡市内（４５５室）、久

留米市内（１５２室）の３つのホテルで計８２６室を確保しております。合計５施設１，

２００室が確保できるよう、現在、募集を行っているところです。 

エクモについては、県内で６１台を確保し、さらに、その購入費用に対し助成を行

い整備を進めているところです。また、これまで１１人の患者（最大同時に７人）に

使用してきましたが、重症患者が大幅に増加した場合に備え、「九州・山口９県災害時

応援協定」に基づく相互利用が可能となるよう、九州地方知事会に提案し、実施に向け

調整を行っています。 

 

このように、病床、施設の確保が進むとともに、別紙記載のとおり新規感染者数も

減少し、また、患者の受入調整についても、「感染症調整本部」によって全県的に実

施されるなど、医療現場は、直ちに逼迫する状況ではないと考えております。 

 

感染が落ち着いてきたことで、医療機関も徐々に通常の診療体制に移行していくこ

とになりますが、再び感染が拡大する場合に備え、病床の準備など受入体制を整え、

患者の症状にあわせた適切な医療を提供できる体制を維持していくことが重要である

と考えております。 

このため、県においては、感染の状況について、毎日、モニタリングし公表すると

ともに、医療提供体制確保の準備に入るための客観的な指標を設定しております。 
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医療提供体制確保の準備に入るための指標 

以下①～④の指標をもとに、総合的に判断 

① １日当たりの感染者数が３日連続８人（３日移動平均）以上で増加傾向

にあること 

② 直近３日間の感染経路不明者の割合が、いずれも５０％以上であること 

③ 病床稼働率５０％以上であること 

④ 重症病床稼働率５０％以上であること 

 

 今後、再度感染が拡大し、この指標をもとに総合的に判断した結果、医療提供体制

がひっ迫する恐れがあると認められる場合には、医療機関に対し、病床の準備等医療

提供体制の整備を要請することとしています。 

併せて、外出自粛や施設の休業など、県民、事業者がとるべき措置について、検討

を開始します。 

 

２ ＰＣＲ検査体制 

ＰＣＲ検査については、県内５８か所に「帰国者・接触者外来」が設置されており

ますが、新たに、医師会への助成制度を設け、「専用外来」（「地域外来・検査センター」）

の設置促進を図っております。これまで、医師会や保健所設置市による「専用外来」

が新たに９か所開設され、今後、その数を増やしていくこととしております。 

検査件数は、一日最大５３６件が可能（県 200 件、福岡市 240 件、北九州市 96 件）

であり、民間検査機関も含めると、約８３０件に対応できます。人口１０万人当たりの

これまでの検査件数も２５１件となっており、全国でも高い水準にあります。 

陽性率についても、これまでの平均は約５．１％、最近１週間は約０．３％であり、

非常に低いレベルにあります。 

また、患者数が大幅に増加した場合やクラスターが発生した場合には、これまで同

様、必要に応じ、「九州・山口９県災害時応援協定」に基づき、相互に検査を依頼し、実

施します。 

 このように、検査体制については、様々な事態に対応が可能であります。 

 

「緊急事態宣言」は解除されましたが、コロナとの戦いは、ワクチンの開発が進み、

抗体を持った人が増えるまで続いていきます。このため、県民一人一人の意識と行動に

より感染の再度の拡大を防ぐとともに、感染の第２波がきても速やかに対応できるよう、

医療提供体制及びＰＣＲ検査体制の整備を図りつつ、段階的に社会経済の活動レベルを

あげていくこととしています。 

 

 医療提供体制の確保やＰＣＲ検査体制の充実を図るには、第一線で診療を行う医療機

関や医療従事者への支援、病床確保のための空床補償などに要する経費の確保や、マス

ク、防護服、ＰＣＲ試薬等の資材の確保が課題となります。 

このため、国における「地方創生臨時交付金」の第２弾をはじめとした地方に対する

各種財政支援措置の充実、各種資材の供給体制の整備が必要であります。  
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（別紙） 

福岡県における感染動向及び医療関係者との協議状況 

 

１ 県内の感染状況 

〇１日あたりの感染者数 

約３０人（４月８日からの１週間平均）→ 約０．４人（５月１９日までの１週間平均） 

〇累計の患者数、退院者数（５月１９日現在） 

患者数 ６５８人 

退院者数５７０人 

〇入院者数、宿泊療養者数、自宅療養者数 

   入院者数  ２５８人（４月１３日現在） → ４９人（５月１８日現在） 

   宿泊療養者数 ８８人（４月２７日現在） → １５人（   同上   ） 

   自宅療養者数１３９人（４月２０日現在） → １６人（   同上   ） 

〇病床稼働率（５月１８日現在） 

 約１０％（重症病床の稼働率約１３％） 

〇感染経路不明の割合 

約５１％（４月８日からの１週間）→ ０％（５月１９日までの直近１週間） 

〇ＰＣＲ検査の陽性率（５月１９日現在） 

これまでの平均約５．１％ → 約０．３％（直近１週間） 

 

２ 医療関係者との協議の状況 

１月２９日 第１回感染症危機管理対策委員会 

       県内で発生した場合に備えた対応について検討 

３月 １日 第１回新型コロナウイルス感染症に係る関係病院長会議 

重症者等の具体的な受入病院について協議 

３月２８日 第１回新型コロナウイルス感染症対策協議会 

患者の受入調整を行う感染症調整本部の設置等について協議 

４月 ６日 第２回感染症危機管理対策委員会 

宿泊施設での療養の対象者の考え方等について検討 

４月１１日 第２回新型コロナウイルス感染症対策協議会 

宿泊施設での療養等について協議 

４月１７日 第２回新型コロナウイルス感染症に係る関係病院長会議 

患者の受入れ（病床確保）について協力要請 

５月 ９日 第３回感染症危機管理対策委員会 

感染再拡大時における医療提供体制確保の準備に入るための指標に

ついて検討 

５月１６日 第３回新型コロナウイルス感染症対策協議会 

感染再拡大時における医療提供体制確保の準備に入るための指標に

基づく体制整備について協議 
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令和２年 5月 15 日【大臣通知・知事宛照会】新型コロナウイルス感染症発生下

における医療提供体制及び検査体制の現状に関する御認識について（回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療提供体制） 

〇 先手先手で対応するため、県と医療関係者が連携して医療提供体制を強化

する「プロジェクトＭ」に着手。 

受入病床（24 床→120 床以上）や無症状者宿泊施設（約 230 室）の確保、症

状に応じた入院先の決定、救急医療など通常診療の確保など総合的な対策を実

施。 

さらに、患者数の大幅増も見据え、受入病床 200 床以上（うち重症者 47 床）

でのシミュレーションも行っており、患者数の急増にも対応できると認識。 

○  第２波への備えとしては、一度発生すると医療提供体制を一気に圧迫する 

クラスターを阻止することが第一だと考えている。 

  国内でのクラスターの多くが医療、福祉施設で発生していることから、県内

で起こさせないよう、感染症の専門家を病院、施設等に派遣するなど実地指導

に注力することとしている。 

○  人の動きが戻り始めた今こそ、一瞬で状況が悪化することが十分にあり得

るという危機意識と緊張感を持って臨んでいく。 

 

（ＰＣＲ等の検査体制） 

〇 PCR 等の検査体制については、5月上旬より 1日あたり約 100 件の検査が可

能となった他、医療機関や民間検査機関と調整し、地方衛生研究所以外でも検

査できる体制の構築を進めている。 

第２波・第３波の到来やクラスターが発生した場合に備えて、更なる検査機 

器の導入や、行政検査の委託先の拡大を図るとともに、医師会等と連携するこ 

とで、引き続き検査体制の強化を図っていく。 

 

現在の地域の感染状況を踏まえた確保病床数や外来の診療体制、協議会等に

おける議論の状況、今後の課題など、各都道府県のそれぞれの状況を分析の

上、 

・ 医療提供体制（例えば、患者数が大幅に増加した場合に貴県で確保して

いる病床数、想定病床数で十分だと考えているか） 

・ ＰＣＲ等の検査体制（例えば患者数が大幅に増加した場合やクラスター

が発生した際にも十分にＰＣＲ等の検査態勢が整っていると考えているか）

についての知事の御認識を大所高所でお書きいただければと存じます。 
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２医政第１７３号 

令和２年５月１８日 

 

厚 生 労 働 大 臣 様 

 

長 崎 県 知 事 中村 法道   

（ 公 印 省 略 ）    

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状に関する認識について（回答） 

 

 令和２年５月 14 日付け厚生労働省発健 0514 第８号にて照会のあった標記

について、下記のとおり回答します。 

 

記 

 

（２）医療提供体制の確保について 

 

○本県においては、１０の感染症指定医療機関に３８床の感染症病床があるが、

今後感染が拡大し、病床が不足する事態に備えて、すでに県内医療機関、県

医師会等の関係者と協議、調整を行い、感染症指定医療機関を中心に１０２

床の病床を確保している。 

※５月１５日現在入院者 ５名（全員コスタ・アトランティカ乗組員） 

 

○現在、１０２床の病床で対応ができなくなる事態に備えて、重症者を受け 

入れる医療機関に、長崎大学病院など３病院を位置づけるとともに、感染症

指定医療機関や公立・公的医療機関等の中から中等症の患者を受入れる「入

院専門医療機関」を、県内８つの医療圏ごとに指定するため、医療圏ごとに

設置したワーキング会議などで協議、調整している。 
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※感染ピーク時に向けた当面の整備目標 

  ・重症患者病床数＝２９床（人工呼吸器、ＥＣＭＯ等使用患者） 

  ・入院患者病床数＝８７４床（中等症の患者） 

 

○今後、「入院専門医療機関」に対する人材確保対策及び財政的支援が必要で

あり、国における充分な支援をお願いしたい。 

 

 

（３）検査体制の構築について 

 

○本県においては、現在、１日約２８０件の検査が実施できる体制を整えてい

る。今後、国の緊急経済対策などを活用し、検査体制の拡充を図る方針であ

り、拡充後は、１日約５００件の検査を実施できる体制となる見込みである。 

 

○令和２年５月１４日に専門家会議より示された「新型コロナウイルス感染症

対策の状況分析・提言」においては、「新規感染者数の動向を適切に把握で

きるようにするとともに、次なる感染者数の拡大にもきちんと備えられるよ

うにしておくため、検査システムを確立させておくことが求められる」との

提言が示されたところであるものの、本県における検査体制は上記のとおり

であり、現状においても一定の対応ができる体制を整備しており、今後さら

に充実した体制を整備できるものと認識している。 

 

○ただし、令和 2年 4月２０日以降、長崎市の三菱重工業長崎造船所香焼工場

に停泊中のクルーズ船から断続的に感染者が確認されたようなクラスター

や、本県でこれまでに経験のない院内（施設内）感染、さらには大規模な市

中感染がひとたび発生すると、本県の検査体制は瞬く間に逼迫することが予

想されることから、国においてはさらなる検査体制の充実に向けたあらゆる

支援について、引き続き強力な取組をお願いしたい。 
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厚生労働大臣 加藤 勝信 様 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状に関する熊本県の認識及び今後の課題について 
 

１ 医療提供体制及び検査体制の現状 

 本県においては、県民・事業者の一丸となった感染拡大防止の取
組みにより、感染者を抑える状態が継続できている。 

 医療提供体制については、入院病床を３７８床、軽症者等の宿泊

療養施設を８６７室確保するとともに、県調整本部において転院調

整や診療に対する相談に対応する等、感染拡大に備えた医療提供体

制は着実に強化できている。 

 ＰＣＲ検査についても、県独自の基準を設け、検査範囲を拡大し
た結果、人口当たり検査数は全国４位となっており、医師が必要と

判断した検査に十分対応できる体制が整っている。 

 さらに検査件数を拡大するため、ＰＣＲ検査センターの設置に向
けた検討を進めるとともに、安全な検査体制の確保として、院内感

染防止に向けた専用のプレハブ診療棟の設置やドライブスルー方式

の導入などを実施している。 
 

２ 今後の課題 

 いつ訪れるか分からない第二波に備え、医療の両輪である医療提

供体制と検査体制の更なる強化を図るためには、必要な人材の育成・

確保とともに、医療機関や医療従事者が安心して感染症対策に取り
組むことができる環境整備が最も重要である。 

ついては、設備整備や経営支援等、必要かつ十分な支援を速やか

に実施できるよう、更なる財源の措置をお願いしたい。また、「新型
コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」については、対象経費

が非常に限定されているため、地域や医療機関の実情に応じて柔軟

に活用できるようにしていただきたい。 
加えて、これまでに蓄積された、クラスター対応や医療提供体制

の構築に必要な専門的な知見等の情報提供をより一層お願いしたい。 
 

  令和２年５月１９日 

熊本県知事 蒲島 郁夫   
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公印省略 

                       健康第 ５５９ 号 

                       令和２年５月１９日 

 

 

 厚生労働大臣  殿 

 

 

 

                       大 分 県 知 事 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制の現状に関する認識について（回答） 

 

 

  令和２年５月１４日付け、厚生労働省発健 0514 第８号にて照会のあった標記の

件について、別紙のとおり回答します。 
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医療提供体制の現状について 

 現在、確保している入院患者受入病床は２５８床であり、３００床を目標に確

保を進めている。また、宿泊療養施設は、１００室を目標に６５室を確保してい

るところ。 
現時点では、大分県の患者数の累計は６０人であり、そのうち重症者は死亡し

た１人も含め２人となっており、最大入院者数は３２人、現在、３人が入院中で

ある。また、宿泊療養の対象となる患者は現時点ではいない状況である。 
ただし、妊産婦や小児はもとより、透析患者などリスクの高い患者の受入につ

いては、特に意を用いているところであるが、人口も少なく、従って病床数も限

られている本県において予想を超えて患者数が増えた際には、対応できない可

能性もあると考えている。 
特に、心配されるのはマスクや防護服、消毒液の確保である。４月初旬に県内

で防護服が逼迫した際には、九州地方知事会の広域連携により、防護服の提供を

いただき、難を乗りきることができた。第２波に備え、国において、マスクや防

護服、消毒液の備蓄が必要と考える。 
 

検査体制の現状について 

検査体制の拡充については、機器整備に加え、家畜保健衛生所など他部局から

ＰＣＲ検査に対応できる職員を派遣する体制を構築し、大分県で１日１４４検

体、大分市で６０検体、合せて２０４検体の検査ができるまでになった。 
３００床の病院におけるクラスター発生時には、検査可能件数を超える検査

を短期間に行うことになり、他県に協力を要請することとなった。今後とも、こ

うした事案の発生が考えられることから、九州地方知事会において協力体制を

構築している。 
また、大分市保健所でも５月２０日に PCR 検査機器が増設されることから、

１日あたり２６４件まで、検査能力が向上することとなっている。 
更に、保健所の負担を増やさずに、PCR 検査件数を確保するため、医師会と

連携して地域外来・検査センターの設置も進めるとともに、民間の検査機関も活

用できるよう、医療機関との契約を進めている。 
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 ２ ４ ６ － １ ３ １ ３ 

  令 和 ２ 年 ５ 月 19 日  

  

  厚生労働大臣 殿 

                            宮崎県知事 

                            （公印省略）     

  

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び検査体制 

の現状に関する認識について（回答）  

  

   

新型コロナウイルス感染症対策につきましては、日々大変な御支援をいた 

だき、厚くお礼申し上げます。 

 さて、令和２年５月 14 日付け厚生労働省発健 0514 第 8 号で照会のありま 

した標記について、別紙のとおり回答いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      （文書取扱：健康増進課） 
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      別紙 

 

１ 現状認識について（5 月 18 日時点） 

本県においては、これまで 17 例の患者が発生しているが（入院３名、退

院１４名）、その全てが国内外で感染が拡大している地域の滞在歴がある方及

びその接触者であり、感染集団（クラスター）や感染経路が不明な事例は確

認されていない。4 月 11 日に最後の感染者が確認されて以降３７日間連続で

感染が確認されていない状況である。 

これは、厚生労働省をはじめとした国の各種施策（緊急事態宣言の発令を

含む）の賜であり、さらに、住民、事業者、医療従事者・感染症対策従事者

等の御協力・御尽力によるものであると、心から感謝申し上げたい。 

 

２ 医療提供体制について 

本県の医療提供体制については、着実に一定の整備ができている。 

・４月６日、新型コロナウイルス感染症対策協議会及び調整本部会議を設置 

・５月１９日現在、入院受入病床については感染症指定医療機関で３１床、

協力医療機関等において７５床の計１０６床を確保し、軽症者向け宿泊施

設については１５０室を確保 

今後、第２波の感染拡大に備えて、感染者のピーク時の数値として国が試

算する入院者数 2,106 人、外来患者 3,608 人を踏まえ、それらのおよそ１割

に当たる、入院受入病床 231 床、軽症者向け宿泊施設 350 室、をそれぞれ確

保することを当面の目標としている。また、重症者向け病床についても、ピ

ーク時の国試算値が 70 人であることを踏まえ、そのおよそ 1 割にあたる８

床を既に確保済みであり、今後必要に応じて拡充を図る。今後、できる限り

速やかに当該目標を実現するため、医師会・医療機関、宿泊事業者、市町村

等との協議を重ねているところである。 

今後の課題としては、医療資機材の確保、病床確保のための各種財政支援

制度の充実、医師・看護師等の確保などがある。 

なお、医師少数県であり、看護師も不足している本県では、コロナ入院受

入病床数を確保することが平時診療の抑制につながることに留意しつつ、平

時診療とのバランスの中で、上記の確保想定病床数等を設定している。こう

した実情を踏まえ、県民の命と健康を守るため、総合的な観点から、本県で
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は、警戒レベル、外出自粛や感染対策などに関する警戒態勢を運用すること

で、引き続き、早期の感染拡大防止に取り組むこととしているため、「適正

な」病床確保の水準について、他の都道府県との単純な比較は適当でないこ

とは御理解いただきたい。 

 

３ PCR 検査体制について 

本県では、PCR 検査について、１日に計１２０検体の行政検査が可能とな

っている。ピーク時には一日最大 57 件の検査を行うなどしてきたが、現在

は１日１０件程度の検査に落ち着いている。 

今後、迅速かつ必要十分な検査が可能となるよう、更なる拡充に向け、 

・検査可能件数の倍増（１日 200 検体程度） 

・新たに複数の圏域（宮崎市、延岡市、都城市の各圏域）における集中的

に検体採取を行う仕組みの構築、保険診療の検査の開始 

などについて、関係機関と具体的な協議を進めている。 

感染拡大防止と社会経済活動の維持・再生の両立を図る上で、迅速かつ必

要十分な検査を早期に実現することが不可欠であるため、今後の課題とし

て、特に、以下の点を挙げることができる。 

・PCR 検査に関する試薬・検査キットの十分な供給量の確保、検査機器の

調達 

・抗原検査に関するできる限り早期の全国的な普及 

 

４ 最後に 

  新型コロナウイルス感染症については、治療法の確立や有効なワクチンの

開発までの間、長期間にわたる、持続的な対策が求められている。 

各都道府県においては、感染拡大防止と社会経済活動の両立を図っていく

上で、第２波・第３波の感染拡大を想定しながら、検査体制・医療提供体制

の拡充などに取り組む必要がある。 

そのため、上記の課題への対応を含め、地方財源の充実・強化、検査体

制・医療提供体制の整備、経済対策等に関する支援・強化などについて、引

き続き、国による格別の御支援をお願いしたい。 
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保 福 第 １ ０ ２ 号

令 和 ２ 年 ５ 月 2 0 日

(保健医療福祉課扱い)

厚生労働大臣 殿

鹿児島県知事

新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び

検査体制の現状に関する御認識について（回答）

令和２年５月14日付け厚生労働省発健0514第８号による標記照会につい

ては，別添のとおり回答します。

（問い合わせ先）

くらし保健福祉部保健医療福祉課

伊地知，大山

電話：099-286-2651
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回 答 書

１ 医療体制の現状について

新型コロナウイルス感染者の入院医療体制について，県内の感染症指定医療

機関及び一般病院などの協力が得られ，現在のところ，２５３床の病床（うち

重症４８床）を確保しています。

また，軽症者等の宿泊療養先については，１８８室を確保していますが，不

足した場合を想定して，さらに２００室程度の確保も可能となっているところ

です。

当県のこれまでの感染者数は１０人で，いずれも軽症または無症状でした。

しかしながら，今後拡大があった場合に備えて，医療関係者等による県調整本

部を組織し，重篤・重症の重点的な受入れ先の選定や病床割当ルールの検討，

受入れ医療機関への研修支援など，受入れの調整モデルを整備しているところ

です。

こうした進捗について，５月１４日の緊急事態宣言解除時に意見を聞いた専

門家（感染症）からも，当県の医療体制の備えは整ってきているとの判断があ

ったところです。

一方，当県は２６の有人離島を抱えており，奄美大島をはじめとする離島の

市町村長からも拡大への懸念の声があります。協力医療機関はあるものの，重

症患者については本土への搬送が必要になる場合があることから，自衛隊や海

上保安庁との連携を図りながら，搬送体制を整備しています。

２ 検査体制の現状について

当県のＰＣＲ検査体制については，２月７日に県環境保健センターに検査体

制を整備して以来，鹿児島市保健環境試験所，民間検査機関２社，鹿児島大学

病院など順次拡充を図り，現時点では，県全体で１日あたり１１５人（１人１

検体の場合，最大２３０人）の検査が実施できる体制となっています。

また，現在も別の民間検査機関１社や，霧島市においても検査実施に向けた

動きがあります。

九州地方知事会においては，ＰＣＲ検査について各県が協力できるよう体制

を整えています。

当県の検査の実施状況については，これまで１日平均１３．６件，１日最大

１２２件の検査を実施しているが，医師が必要と判断して，検体採取を行った

方についてはすべて検査を実施しており，現時点においては，検査需要に対応

できています。

５月８日に国において「新型コロナウイルス感染症についての検査・相談の

目安」が緩和されたことや，今後県内でクラスターが発生した場合には検査需

要が増加することも予想されることから，引き続き検査体制の拡充を進めるこ

ととしています。
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新型コロナウイルス感染症発生下における医療体制及び検査体制の現状に関する認

識について（沖縄県） 

 

 

１ 患者発生状況 

 沖縄県では、2 月 1 日に那覇へ寄港したダイヤモンドプリンセス号の乗客から

感染したと推定される新型コロナウイルス感染症の患者 2 名が、2 月 14 日及び

2月 19日に確認されました。  

その後、サーベイランス体制を強化し、患者数は 3 名で抑えられておりました

が、全国と同様に春休み期間中、多くの観光客が県内に訪れ、県外からの患者移入

例が相次いで確認される等、3 月 23 日以降の 1 ヶ月間は、倍加時間が 10 日以

下で推移し、患者が急激に増加しました。  

5 月 19 日現在の患者数は、142 名であり、6 名の方がお亡くなりになりまし

たが、５月１日以降、19日間新たな新型コロナウイルス感染症患者は確認されて

おりません。 

 

 

２ 現状 

(1) 医療提供体制 

医療体提供制につきましては、感染症指定医療機関６カ所及び協力医療機関１

６カ所を指定していましたが、４月上旬から中旬にかけて感染拡大のスピードが

増加したため特に重症の病床が逼迫する事態となりました。  

 そこで県では、対策本部内に設置したコーディーネートチーム（常時医師２～

３名、事務５～7 名で運営）が、毎日リアルタイムで医療機関における入院及び

空床の状況を把握して入院患者の調整にあたり、医療機関の協力を得て最大で

225 床の病床を確保することができたほか、軽症者のための宿泊施設療養も開

始して対応した結果、これまでに発生した入院が必要な患者全てに入院調整を行

うことができました。 

しかしながら、医療機関においては、深刻な医療資機材の不足や感染リスクに

よる医療従事者への負担に加え、入院受入のための空床確保により、経営の逼迫

及び医療体制の疲弊が生じていることが課題となっております。 

外来診療体制については、感染症指定医療機関及び協力医療機関における発熱

外来の設置、地区医師会等による発熱相談外来の設置により、感染の疑われる方

の医療を確保するとともに、コールセンター及び保健所における帰国者・接触者

相談センターとの連携により、医療機関に繋げる体制を整えております。 

なお、軽症者の療養のための宿泊施設については、那覇市に 262 室、石垣市

に 80 室を確保しましたが、借り上げに多大な経費を要することや管理業務を行

う人員の配置が必要であること、医療人材の確保が困難であることから、継続的

な運営は厳しい状況にあるという課題があります。 
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(2) 検査体制 

検査体制につきましては、当初、衛生環境研究所のみにて対応しておりました

が、企業及び大学の協力を得て徐々に拡充し、現在では 3ヶ所で 1日あたり最大

480名の行政検査が可能となりました。また、保険診療検査につきましては、新

型コロナウイルス感染症患者の外来・入院治療を行うことができる 21 ヶ所の医

療機関に加え、一般のクリニックから紹介を受けて検査を実施できる PCR 検体

採取センターを 3ヶ所設置しました。さらに、これまで、保険診療検査を行うこ

とができるラボが県内になく、結果が出るまでに時間を要しておりましたが、5

月 18日以降、県内でも保険診療検査が開始され、早期診断が可能となりました。 

 

３ 今後の課題 

(1) 医療提供体制 

今後の流行再発により、ピーク時に 430 床の入院患者が発生することが想定

されており、専門家会議において、前述の感染症指定医療機関及び協力医療機関

における最大 225 床の確保病床に加え、軽症者及び無症状者の療養のための宿

泊施設や重点医療機関の設定、一般病院における新型コロナウイルス感染症以外

の患者の受入促進等の対策を感染発生段階に応じて実施することにより、重症患

者の病床確保と医療崩壊の回避を図っていくことを確認しております。 

こうした重症患者等の受入病床確保のため、国において重点医療機関の要件や

設定基準を明確に示していただくとともに、受入医療機関への運営費補助や患者

受入に必要なスタッフを確保するため、やむを得ず休床とした場合も含めた空床

補償等も不可欠となると考えております。 

また、今回の対策を通じて、医療資機材の備蓄のための予算及び場所の確保が

重要であることを痛感しており、その常態的整備のための国による支援及び医療

人材の確保のための国における方針の策定等万全の備えが必要であると考えます。 

 

(2) 検査体制 

検査体制につきましては、今後は、全ての症例において抗原検査キットを活用

しつつ、早期診断及び早期治療を行うことで重症化予防につながると考えており

ます。 

また、全ての医療圏において PCR 検査センターの機能を維持し、クリニック

を受診した軽症者の検査機会の拡充を図るとともに、宮古、八重山などの離島に

おいても島内で検査ができる体制の構築を図ります。 

さらに、沖縄科学技術大学院大学と連携して抗体検査を実施することとしてお

り、それにより、県内の感染状況をデータとして蓄積し、施策に役立てていきま

す。 

 

４ 結び 

本県においては、新型コロナウイルスの感染は一時落ち着いた状況にありますが、

流行の第２波、第３波に備えた柔軟で迅速な医療提供体制の構築及び PCR検査体

制の拡充による患者の早期発見体制の確保により、引き続き、新型コロナウイルス

の感染防止を図ってまいりたいと考えております。 
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1 

 
新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針 

 
令和２年３月 28日（令和２年５月 14日変更） 

新型コロナウイルス感染症対策本部決定 
 
 
政府は、新型コロナウイルス感染症への対策は危機管理上重大な課題であると

の認識の下、国民の生命を守るため、これまで水際での対策、まん延防止、医
療の提供等について総力を挙げて講じてきた。しかしながら、国内において、感
染経路の不明な患者の増加している地域が散発的に発生し、一部の地域で感
染拡大が見られてきたため、令和２年３月 26日、新型インフルエンザ等対
策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号。以下「法」という。）附則第１条
の２第１項及び第２項の規定により読み替えて適用する法第 14 条に基づ
き、新型コロナウイルス感染症のまん延のおそれが高いことが、厚生労働
大臣から内閣総理大臣に報告され、同日に、法第 15 条第１項に基づく政
府対策本部が設置された。 
国民の生命を守るためには、感染者数を抑えること及び医療提供体制や社会

機能を維持することが重要である。 
そのうえで、まずは、後述する「三つの密」を徹底的に避ける、「人と人

の距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛生」などの基本的な
感染対策を行うことをより一層推進し、さらに、積極的疫学調査等により
クラスター（患者間の関連が認められた集団。以下「クラスター」という。）の
発生を抑えることが、いわゆるオーバーシュートと呼ばれる爆発的な感染
拡大（以下「オーバーシュート」という。）の発生を防止し、感染者、重症
者及び死亡者の発生を最小限に食い止めるためには重要である。 
また、必要に応じ、外出自粛の要請等の接触機会の低減を組み合わせて

実施することにより、感染拡大の速度を可能な限り抑制することが、上記の
封じ込めを図るためにも、また、医療提供体制を崩壊させないためにも、重
要である。 

CS383319
スタンプ
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 あわせて、今後、国内で感染者数が急増した場合に備え、重症者等への対
応を中心とした医療提供体制等の必要な体制を整えるよう準備することも
必要である。 
既に国内で感染が見られる新型コロナウイルス感染症に関しては、 
・ 肺炎の発生頻度が、季節性インフルエンザにかかった場合に比して
相当程度高く、国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそ
れがあること 

・  感染経路が特定できない症例が多数に上り、かつ、急速な増加が確
認されており、医療提供体制もひっ迫してきていることから、全国的
かつ急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼ
すおそれがある状況であること 

が、総合的に判断されている。 
このようなことを踏まえて、令和 2年４月７日に、新型コロナウイルス

感染症対策本部長は法第 32 条第 1 項に基づき、緊急事態宣言を行った。
緊急事態措置を実施すべき期間は令和２年４月７日から令和２年５月６日
までの 29日間であり、緊急事態措置を実施すべき区域は埼玉県、千葉県、
東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県及び福岡県とした。また、令和２年４
月 16 日に、上記７都府県と同程度に感染拡大が進んでいる道府県として
北海道、茨城県、石川県、岐阜県、愛知県、京都府について緊急事態措置
を実施すべき区域に加えるとともに、それ以外の県においても都市部から
の人の移動等によりクラスターが各地で発生し、感染が拡大傾向に見られ
ることなどから、人の移動を最小化する観点等より、全都道府県について
緊急事態措置を実施すべき区域とすることとした。これらの区域において
緊急事態措置を実施すべき期間は、令和２年４月 16 日から令和２年５月
６日までとした。 
令和 2年 5月 4日に、感染状況の変化等について分析・評価を行ったと

ころ、政府や地方公共団体、医療関係者、専門家、事業者を含む国民の一
丸となった取組により、全国の実効再生産数は１を下回っており、新規報
告数は、オーバーシュートを免れ、減少傾向に転じるという一定の成果が
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現れはじめていた。一方で、全国の新規報告数は未だ１日当たり 200人程
度の水準となっており、引き続き医療提供体制がひっ迫している地域も見
られたことから、当面、新規感染者を減少させる取組を継続する必要があ
ったほか、地域や全国で再度感染が拡大すれば、医療提供体制への更なる
負荷が生じるおそれもあった。このため、同日、法第 32 条第 3 項に基づ
き、引き続き全都道府県について緊急事態措置を実施すべき区域とし、こ
れらの区域において緊急事態措置を実施すべき期間を令和２年５月 31 日
まで延長することとした。 
その後、令和 2 年 5 月 14 日に改めて感染状況の変化等について分析・

評価を行い、後述する考え方を踏まえて総合的に判断し、同日、法第 32条
第 3項に基づき、緊急事態措置を実施すべき区域を北海道、埼玉県、千葉
県、東京都、神奈川県、京都府、大阪府及び兵庫県とする変更を行うこと
とする。 
なお、緊急事態措置を実施する必要がなくなったと認められるときは、

期間内であっても速やかに緊急事態を解除する。 
緊急事態の宣言は、新型コロナウイルス感染症の現状とともに、これま

での課題に照らし合わせて、法に基づく各施策を用いて感染拡大を防ぐと
ともに、この宣言の下、政府や地方公共団体、医療関係者、専門家、事業
者を含む国民が一丸となって、基本的な感染予防の実施や不要不急の外出
の自粛、「三つの密」を避けることなど、自己への感染を回避するとともに、
他人に感染させないように徹底することが必要である。 
実効性のある施策を包括的に確実かつ迅速に実行するにあたってはクラ

スター対策を行う体制の強化や医療提供体制の確保が喫緊の課題であり、
これまでの施策を十分な有効性を持たせて実施していくとともに、特に不
要不急の外出などの外出自粛の要請等を強力に行い、人と人との接触を徹
底的に低減することで、必要な対策を実施することとする。 
こうした対策を国民一丸となって実施することができれば、効果的なク

ラスター対策による感染拡大の防止及び重症者をはじめとする感染者の治
療を十分に行うことができる水準にまで、新規報告数を減少させ、ひいて
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は重症者数を減少させることが可能である。新規報告数が、こうした水準
まで減少すれば、「三つの密」を徹底的に避ける、「人と人の距離の確保」
「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛生」などの基本的な感染対策を継続
するという、感染拡大を予防する新しい生活様式が普及されることを前提
としつつ、感染拡大の防止と社会経済活動の維持の両立が持続的に可能と
なる。 
なお、政府としては、緊急事態宣言を延長しても、引き続き、社会経済

活動への影響を最小限に留め、諸外国で行われている「ロックダウン」（都
市封鎖）のような施策は実施しない。 
本指針は、国民の生命を守るため、新型コロナウイルス感染症をめぐる

状況を的確に把握し、政府や地方公共団体、医療関係者、専門家、事業者
を含む国民が一丸となって、新型コロナウイルス感染症対策をさらに進めていく
ため、今後講じるべき対策を現時点で整理し、対策を実施するにあたって準
拠となるべき統一的指針を示すものである。 
 
一 新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実 
 我が国においては、令和２年１月 15日に最初の感染者が確認された後、
５月 12日までに、合計 46都道府県において合計 15,854人の感染者、668
人の死亡者が確認されている。 
都道府県別の動向としては、東京都及び大阪府、北海道、茨城県、埼玉

県、千葉県、神奈川県、石川県、岐阜県、愛知県、京都府、兵庫県、福岡
県の 13 都道府県については、累積患者数が 100 人を超えるとともに、感
染経路が不明な感染者数が半数程度以上に及んでおり、また直近 1週間の
倍加時間が 10 日未満であったことなどから、特に重点的に感染拡大の防
止に向けた取組を進めていく必要がある都道府県として、本対処方針にお
いて特定都道府県の中でも「特定警戒都道府県」と称して対策を促してき
た。 
また、これら特定警戒都道府県以外の県についても、都市部からの人の

移動等によりクラスターが都市部以外の地域でも発生し、感染拡大の傾向
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が見られ、そのような地域においては、医療提供体制が十分に整っていな
い場合も多く、感染が拡大すれば、医療が機能不全に陥る可能性が高いこ
とや、政府、地方公共団体、医療関係者、専門家、事業者を含む国民が一
丸となって感染拡大の防止に取り組むためには、全都道府県が足並みをそ
ろえた取組が行われる必要があることなどから、全ての都道府県について
緊急事態措置を実施すべき区域として感染拡大の防止に向けた対策を促し
てきた。 
その後、5 月 1 日及び 4日の新型コロナウイルス感染症対策専門家会議

（以下「専門家会議」という。）の報告においては、国内の感染状況につい
て、専門家会議の見解として、 
「市民の行動変容が成果を上げ、全国的に新規感染者数は減少傾向にある
ことは確かである。しかし、未だ、かなりの数の新規感染者数を認めてお
り、現在の水準は、データが明確に立ち上がりはじめた 3月上旬やオーバ
ーシュートの兆候を見せ始めた 3月中旬前後の新規感染者数の水準までは
下回っていない状況である。」 
「しばらくは、新規感染者数の減少傾向を維持させることを通じて、今後
の感染拡大が当面起こり難い程度にまで、取組を継続することの必要性が
示唆される。」 
などと指摘された。 
また、医療提供体制の面については、 

「医療提供体制の拡充については、症状別の病床の役割分担を進めており、
重症者・中等症については対応可能な病床の確保を図るとともに、無症候
や軽症例についてはホテル等での受入れを進めるなど、懸命な努力が続け
られているが、特に特定警戒都道府県においては、依然として医療現場の
逼迫が続いている。」 
「新規感染者数が減少傾向に移行しても、平均的な在院期間は約 2～3 週
間程度となっている。とりわけ、人工呼吸器を要するような重症患者につ
いては、在院期間が長期化し、その数が減少に転じにくい傾向がある。こ
のため、入院患者による医療機関への負荷はしばらく継続することが見込
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まれ、医療現場の逼迫した状況は新規感染者の発生速度の鈍化と比較して
も、緩やかにしか解消されないものと考えられる。」 
などと指摘された。 
その上で、専門家会議の見解として、 

「地域や全国で再度感染が拡大すれば、医療提供体制への更なる負荷が生
じる恐れがあることから、当面、この枠組みは維持することが望ましい。」 
とされた。 
 こうした専門家会議の見解を踏まえ、5 月上旬には、未だ全国的に、相
当数の新規報告数が確認されており、今後の急激な感染拡大を抑止できる
程度にまで、新規感染者を減少させるための取組を継続する必要があった
ことなどから、引き続き、それまでの枠組みを維持し、全ての都道府県に
ついて緊急事態措置を実施すべき区域（特定警戒都道府県は前記の 13 都
道府県とする。）として感染拡大の防止に向けた取組を進めてきた。 
その後、全国的に新規報告数の減少が見られ、また、新型コロナウイル

ス感染症に係る重症者数も減少傾向にあることが確認され、さらに、病床
等の確保も進み、医療提供体制のひっ迫の状況も改善してきている。 

 
緊急事態措置を実施すべき区域の判断にあたっては、これまで基本的対

処方針においても示してきたとおり、以下の三点に特に着目した上で、総
合的に判断する必要がある。 
①感染の状況（疫学的状況） 

オーバーシュートの兆候は見られず、クラスター対策が十分に実施可
能な水準の新規報告数であるか否か。 

②医療提供体制 
感染者、特に重症者が増えた場合でも、十分に対応できる医療提供体

制が整えられているか否か。 
③監視体制 
  感染が拡大する傾向を早期に発見し、直ちに対応するための体制が整
えられているか否か。 
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 これらの点を踏まえ、特定の区域について、緊急事態措置を実施する必
要がなくなったと認めるにあたっても、新型コロナウイルス感染症の感染
の状況、医療提供体制、監視体制等を踏まえて総合的に判断する。感染の
状況については、１週間単位で見て新規報告数が減少傾向にあること、及
び、３月上中旬頃の新規報告数である、クラスター対策が十分に実施可能
な水準にまで新規報告数が減少しており、現在のＰＣＲ検査の実施状況等
を踏まえ、直近１週間の累積報告数が 10 万人あたり 0.5 人程度以下であ
ることを目安とする。直近１週間の 10 万人あたり累積報告数が、１人程
度以下の場合には、減少傾向を確認し、特定のクラスターや院内感染の発
生状況、感染経路不明の症例の発生状況についても考慮して、総合的に判
断する。医療提供体制については、新型コロナウイルス感染症の重症者数
が持続的に減少しており、病床の状況に加え、都道府県新型コロナウイル
ス対策調整本部、協議会の設置等により患者急増に対応可能な体制が確保
されていることとする。監視体制については、医師が必要とするＰＣＲ検
査等が遅滞なく行える体制が整備されていることとする。 
以上を踏まえて、総合的に判断したところ、北海道、埼玉県、千葉県、

東京都、神奈川県、京都府、大阪府及び兵庫県については、直近１週間の
累積報告数が 10 万人あたり 0.5 人以上であることなどから、引き続き特
定警戒都道府県として、特に重点的に感染拡大の防止に向けた取組を進め
ていく必要がある。 
上記以外の 39 県については、緊急事態措置を実施すべき区域としない

こととなるが、これらの地域においても、後述する「（３）まん延防止６）
緊急事態措置の対象とならない都道府県における取組等」を踏まえ、基本
的な感染防止策の徹底等を継続する必要があるとともに、感染の状況等を
継続的に監視し、その変化に応じて、迅速かつ適切に感染拡大防止の取組を
行う必要がある。 
また、再度、感染が拡大し、まん延のおそれがあると認められ、緊急事態

措置を実施すべき区域とするにあたっては、４月７日時点の感染の状況も踏
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まえて、令和 2年４月７日変更の基本的対処方針で示してきた考え方と基本
的には同様の考え方に立ち、オーバーシュートの予兆が見られる場合には迅
速に対応することとし、直近の報告数や倍加時間、感染経路の不明な症例の
割合等を踏まえて、総合的に判断する。 
今回の感染拡大防止のための取組は政府、地方公共団体、医療関係者、

専門家、事業者を含む国民が一丸となって行うものであることを踏まえ、
地域の実情を踏まえつつ、経済社会状況にも留意し、迅速かつ適切に感染
拡大防止のための措置を講ずることが必要である。 

 
 新型コロナウイルス感染症については、下記のような特徴がある。 
・ 一般的な状況における感染経路の中心は飛沫感染及び接触感染である
が、閉鎖空間において近距離で多くの人と会話する等の一定の環境下で
あれば、咳やくしゃみ等の症状がなくても感染を拡大させるリスクがあ
るとされている。また、発症前２日の者や無症候の者からの感染の可能
性も指摘されている。一方、人と人との距離を確保することにより、大
幅に感染リスクが下がるとされている。 

・ 集団感染が生じた場の共通点を踏まえると、特に①密閉空間（換気
の悪い密閉空間である）、②密集場所（多くの人が密集している）、③
密接場面（互いに手を伸ばしたら届く距離での会話や発声が行われる）
という３つの条件（以下「三つの密」という。）のある場では、感染を
拡大させるリスクが高いと考えられる。また、これ以外の場であって
も、人混みや近距離での会話、特に大きな声を出すことや歌うことには
リスクが存在すると考えられる。激しい呼気や大きな声を伴う運動につ
いても感染リスクがある可能性が指摘されている。 

・  これまで、繁華街の接待を伴う飲食店等、ライブハウス、バー、スポ
ーツジムや運動教室等の屋内施設においてクラスターが確認されてき
たが、現在では医療機関及び福祉施設等での集団感染が見受けられる状
況であり、限定的に日常生活の中での感染のリスクが生じてきているも
のの、広く市中で感染が拡大しているわけではないと考えられる。 
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・ 世界保健機関（World Health Organization: ＷＨＯ）によると、現時
点において潜伏期間は１-14 日（一般的には約５-６日）とされており、
また、厚生労働省では、これまでの新型コロナウイルス感染症の情報な
ども踏まえて、濃厚接触者については 14 日間にわたり健康状態を観察
することとしている。 

・ 新型コロナウイルスに感染すると、発熱や呼吸器症状が１週間前後持
続することが多く、強いだるさ（倦怠感）や強い味覚・嗅覚障害を訴え
る人が多いことが報告されている。 

・ 中国における報告（令和２年３月９日公表）では、新型コロナウイルス感
染症の入院期間の中央値は 11 日間と、季節性インフルエンザの３日間
よりも、長くなることが報告されている。 

・ 罹患しても約８割は軽症で経過し、また、感染者の８割は人への感染はない
と報告されている。さらに入院例も含めて治癒する例も多いことが報告され
ている。 

・ 重症度としては、季節性インフルエンザと比べて死亡リスクが高いことが報
告されている。中国における報告（令和２年２月28日公表）では、確定患者
での致死率は2.3%、中等度以上の肺炎の割合は18.5%であることが報告され
ている。季節性インフルエンザに関しては、致死率は0.00016%-0.001%程度、
肺炎の割合は 1.1%-4.0%、累積推計患者数に対する超過死亡者数の比は約
0.1％であることが報告されている。このように新型コロナウイルス感染症に
おける致死率及び肺炎の割合は、季節性インフルエンザに比べて、相当程度高
いと考えられる。また、特に、高齢者・基礎疾患を有する者では重症化するリ
スクが高いことも報告されており、医療機関や介護施設等での院内感染対策、
施設内感染対策が重要となる。上記の中国における報告では、年齢ごとの死亡
者の割合は、60歳以上の者では６%であったのに対して、30歳未満の者では
0.2%であったとされている。 

・ また、日本における報告（令和２年４月30日公表）では、症例の大部分は
20歳以上、重症化の割合は7.7％、致死率は2.5％であり、60歳以上の者及び
男性における重症化する割合及び致死率が高いと報告されている。 



10 

・ 日本国内におけるウイルスの遺伝子的な特徴を調べた研究によると、令和２
年１月から２月にかけて、中国武漢から日本国内に侵入した新型コロナウイ
ルスは３月末から４月中旬に封じ込められた（第一波）一方で、その後欧米経
由で侵入した新型コロナウイルスが日本国内に拡散したものと考えられてい
る（第二波）。 

・ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10年
法律第 114号。以下「感染症法」という。）第12条に基づき、令和2年3
月31日までに報告された患者における、発症日から報告日までの平均期間は
9.0日であった。 

・ 現時点では、対症療法が中心であるが、５月７日、レムデシビルが、
重症患者に対する治療薬として特例承認された。これ以外のいくつかの
既存の候補薬についても、患者の観察研究等が進められている。また、
５月 13日に、迅速診断用の抗原検査キットが承認されている。 
 なお、現時点ではワクチンが存在しないことから、新型インフルエン
ザ等対策政府行動計画に記載されている施策のうち、予防接種に係る施
策については、本基本的対処方針には記載していない。 

・ 新型コロナウイルス感染症による日本での経済的な影響を調べた研究
では、クレジットカードの支出額によれば、人との接触が多い業態や在
宅勤務（テレワーク）の実施が困難な業態は、３月以降、売り上げがよ
り大きく減少しており、影響を受けやすい業態であったことが示されて
いる。 

・ 現時点では、新型コロナウイルス感染症は未だ不明な点が多い感染症
である。 

 
二 新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な方針 
① 情報提供・共有及びまん延防止策により、各地域においてクラスター等
の封じ込め及び接触機会の低減を図り、感染拡大の速度を抑制する。 

② サーベイランス・情報収集及び適切な医療の提供により、重症者及び死
亡者の発生を最小限に食い止めるべく万全を尽くす。 



11 

③ 的確なまん延防止策及び経済・雇用対策により、社会・経済機能への
影響を最小限にとどめる。 

④ 引き続き、地域の感染状況や医療提供体制の確保状況等を踏まえなが
ら、段階的に社会経済の活動レベルを上げていく。その際、感染状況は
地域によって異なることから、各都道府県知事が適切に判断する必要が
あるとともに、人の移動があることから、隣県など社会経済的につなが
りのある地域の感染状況に留意する必要がある。 

⑤ 緊急事態宣言が全ての都道府県で解除された場合、外出の自粛や施設
の使用制限等は基本的に解除されることになるが、その場合においても、
感染拡大を予防する新しい生活様式が前提となる。新しい生活様式が社
会経済全体で安定的に定着するまで、一定の移行期間を設け、感染拡大
のリスクに応じて段階的に移行するものとする。また、再度、感染の拡
大が認められた場合には、速やかに強いまん延防止対策等を講ずる。 

 
三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項 
（１）情報提供・共有 
① 政府は、以下のような、国民に対する正確で分かりやすく、かつ状況
の変化に即応した情報提供や呼びかけを行い、行動変容に資する啓発を
進めるとともに、冷静な対応をお願いする。 
・ 発生状況や患者の病態等の臨床情報等の正確な情報提供。 
・ 国民にわかりやすい疫学解析情報の提供。 
・ 医療提供体制及び検査体制に関するわかりやすい形での情報の
提供。 

・ 「人と人の距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛生」
等の基本的な感染対策の徹底。 

・ 風邪症状など体調不良が見られる場合の休暇取得、学校の欠席、
外出自粛等の呼びかけ。 

・ 感染リスクを下げるため、医療機関を受診する時は、予め電話で
相談することが望ましいことの呼びかけ。 
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・ 新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の考え方をわかり
やすく周知。 

・ 感染者・濃厚接触者や、診療に携わった医療機関・医療関係者その他の対
策に携わった方々に対する誤解や偏見に基づく差別を行わないことの呼び
かけ。 

・ 「新しい生活様式」の在り方の周知。 
・ 室内で「三つの密」を避ける。特に、日常生活及び職場において、人混み
や近距離での会話、多数の者が集まり室内において大きな声を出すことや歌
うこと、呼気が激しくなるような運動を行うことを避けるように強く促す。
飲食店等においても「三つの密」のある場面は避けること。 

・ 従業員及び学生の健康管理や感染対策の徹底についての周知。 
・ 家族以外の多人数での会食を避けること。 
・ 今回の対策では、「ロックダウン」（都市封鎖）のような施策は政府として
実施しないことを周知し、国民の落ち着いた対応（不要不急の帰省や旅行な
ど都道府県をまたいだ移動の自粛等や商店への殺到の回避及び買い占めの
防止）の呼びかけ。 

② 政府は、広報担当官を中心に、官邸のウェブサイトにおいて厚生労働省
等の関係省庁のウェブサイトへのリンクを紹介するなどして有機的に連
携させ、かつ、ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）等の媒体
も積極的に活用することで、迅速かつ積極的に国民等への情報発信を行う。 

③ 政府は、民間企業等とも協力して、情報が必ずしも届いていない層に十
分な情報が行き届くよう、丁寧な情報発信を行う。 

④ 厚生労働省は、感染症の発生状況やクラスターの発生場所、規模等につ
いて迅速に情報を公開する。 

⑤ 外務省は、全世界で感染が拡大していることを踏まえ、各国に滞在す
る邦人等への適切な情報提供、支援を行う。 

⑥ 政府は、検疫所からの情報提供に加え、企業等の海外出張又は長期の
海外滞在のある事業所、留学や旅行機会の多い大学等においても、帰国
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者への適切な情報提供を行い、渡航の是非の判断・確認や、帰国者に対
する２週間の外出自粛の要請等の必要な対策を講じるよう周知を図る。 

⑦ 政府は、国民、在留外国人、外国人旅行者及び外国政府への適切か
つ迅速な情報提供を行い、国内でのまん延防止と風評対策につなげる。
また、政府は、日本の感染対策や感染状況の十分な理解を醸成するよう、
諸外国に対して情報発信に努める。 

⑧ 地方公共団体は、政府との緊密な情報連携により、様々な手段により住
民に対して地域の感染状況に応じたメッセージや注意喚起を行う。 

⑨ 都道府県等は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、積極的疫学調査によ
り得られた情報を分析し、今後の対策に資する知見をまとめて、国民に還
元するよう努める。 

⑩ 政府は、今般の新型コロナウイルス感染症に係る事態が行政文書の管理
に関するガイドライン（平成 23 年４月１日内閣総理大臣決定）に基づく
「歴史的緊急事態」と判断されたことを踏まえた対応を行う。地方公共団
体も、これに準じた対応に努める。 

 
（２）サーベイランス・情報収集 
① 感染症法第 12 条に基づく医師の届出により疑似症患者を把握し、医師
が必要と認める検査を実施する。 

② 厚生労働省及び都道府県、保健所設置市、特別区（以下「都道府県等」
という。）は、感染が拡大する傾向が見られる場合はそれを迅速に察知し
て的確に対応できるよう、体制を整えておく必要がある。また、社会経済
活動と感染症予防の両立を進めるためにも感染状況を的確に把握できる
体制を持つことが重要であるとの認識の下、地方衛生研究所や民間の検
査機関等の関係機関における検査体制の一層の強化、地域の関係団体と連
携した地域外来・検査センターの設置等を迅速に進めるとともに、新しい検
査技術についても医療現場に迅速に導入する。都道府県は、医療機関等の
関係機関により構成される会議体を設けること等により、民間の検査機関
等の活用促進を含め、ＰＣＲ等検査の実施体制の把握・調整等を図る。また、
厚生労働省は、感染症法第 12 条に基づく医師の届出とは別に、市中での感
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染状況を含め国内の流行状況等を把握するため、抗体保有状況に関する調査
など有効なサーベイランスの仕組みを構築する。仕組みの構築にあたっては
現場が混乱しないように留意する。 

③ 厚生労働省は、医療機関や保健所の事務負担の軽減を図りつつ、患者等
に関する情報を関係者で迅速に共有するための情報把握・管理支援シス
テム（ Health Center Real-time Information-sharing System on 
COVID19. ＨＥＲ－ＳＹＳ）を早急に全国展開する。また、本システム
を活用し、都道府県別の陽性者数やＰＣＲ等検査の実施状況などの統計
データの収集・分析を行い、より効果的・効率的な対策に活用していく。 

④ 政府は、医療機関の空床状況や人工呼吸器・ＥＣＭＯの保有・稼働状況等
を迅速に把握する医療機関等情報支援システム（Gathering Medical 
Information System. Ｇ－ＭＩＳ）を構築・運営し、医療提供状況を一元的
かつ即座に把握するとともに、都道府県等にも提供し、迅速な患者の受入調
整等にも活用する。 

⑤ 文部科学省及び厚生労働省は、学校等での集団発生の把握の強化を図る。 
⑥ 政府は、迅速診断用の簡易検査キット等の開発の支援を引き続き進め、可及
的速やかに国内での供給体制を整備する。 

⑦ 都道府県は、自治体間での迅速な情報共有に努めるとともに、県下の感染状
況について、リスク評価を行う。 

 
（３）まん延防止 
１）外出の自粛（後述する職場への出勤を除く） 
 ① 特定警戒都道府県は、引き続き、「最低 7 割、極力 8 割程度の接触

機会の低減」を目指して、法第 45条第 1項に基づく外出の自粛につ
いて協力の要請を行うものとする。その際、不要不急の帰省や旅行な
ど、都道府県をまたいで人が移動することは、感染拡大防止の観点から
極力避けるよう住民に促す。また、これまでにクラスターが発生してい
る、繁華街の接待を伴う飲食店等については、年齢等を問わず、外出を自
粛するよう促す。 
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   一方、医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買い出し、必要
な職場への出勤、屋外での運動や散歩など、生活や健康の維持のために必
要なものについては外出の自粛要請の対象外とする。 

   また、「三つの密」を徹底的に避けるとともに、「人と人の距離の確保」
「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛生」等の基本的な感染対策の徹底
は当然として、接触機会の８割低減を目指し、あらゆる機会を捉えて、４
月22日の専門家会議で示された「10のポイント」、５月１日の専門家会
議で示された「新しい生活様式の実践例」等を活用して住民に周知を行う
ものとする。 

 ② 特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、法第 24 条第 9 項等に基づ
き、不要不急の帰省や旅行など、都道府県をまたいで人が移動すること
は、感染拡大防止の観点から極力避けるよう住民に促すともに、これまで
にクラスターが発生している、繁華街の接待を伴う飲食店等については、
年齢等を問わず、外出を自粛するよう促す。 
このほか、これまでにクラスターが発生しているような場や、「三つの

密」のある場については、これまでと同様、外出を自粛するよう促すも
のとする。 
一方で、これら以外の外出については、5月1日及び４日の専門家会

議の提言を踏まえ、「三つの密」を徹底的に避けるとともに、「人と人の
距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛生」等の基本的な感
染対策を継続していくという、感染拡大を予防する新しい生活様式の徹
底を住民に求めていくものとする。 
その際、今後、持続的な対策が必要になると見込まれることを踏まえ、

こうした新しい生活様式を定着していくことの趣旨や必要性について、
あらゆる機会を捉えて、４月22日の専門家会議で示された「10のポイ
ント」、５月 1 日の専門家会議で示された「新しい生活様式の実践例」
等を活用して住民に周知を行うものとする。 

   なお、仮に、再度、感染の拡大傾向が認められる地域については、必要
に応じて、上記①と同様の行動制限を求めることを検討する。 
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２）催物（イベント等）の開催制限 
特定警戒都道府県及び特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、クラ

スターが発生するおそれがある催物（イベント等）や「三つの密」の
ある集まりについては、法第 24 条第 9 項及び法第 45 条第２項等に基
づき、開催の自粛の要請等を行うものとする。特に、全国的かつ大規模
な催物等の開催については、リスクへの対応が整わない場合は中止又は
延期するよう、主催者に慎重な対応を求める。なお、特定警戒都道府県
以外の特定都道府県は、感染防止策を講じた上での比較的少人数のイベ
ント等については、適切に対応する。ただし、リスクの態様に十分留意
する。 
また、スマートフォンを活用した接触確認アプリについては、世界各

国の公衆衛生当局において開発と導入が進められているところ、我が国
においても導入が検討されており、接触率の低減、感染の拡大防止に寄
与すること等を周知する。 

３）施設の使用制限等（前述した催物（イベント等）の開催制限、後述す
る学校等を除く） 

 ① 特定警戒都道府県は、法第 24条第 9項及び法第 45条第２項等に基
づき、感染の拡大につながるおそれのある施設の使用制限の要請等
を行うものとする。これらの場合における要請等にあたっては、第１
段階として法第 24 条第９項による協力の要請を行うこととし、それ
に正当な理由がないにもかかわらず応じない場合に、第２段階として
法第 45 条第２項に基づく要請、次いで同条第３項に基づく指示を行
い、これらの要請及び指示の公表を行うものとする。 

   特定警戒都道府県は、法第 24 条第９項に基づく施設の使用制限等
の要請を行い、また、法第 45 条第２項から第４項までに基づく施設
の使用制限等の要請、指示を行うにあたっては、国に協議の上、外出
の自粛等の協力の要請の効果を見極め、専門家の意見も聴きつつ行う
ものとする。政府は、新型コロナウイルス感染症の特性及び感染の状
況を踏まえ、施設の使用制限等の要請、指示の対象となる施設等の所
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要の規定の整備を行うものとする。 
   なお、施設の使用制限の要請等を検討するにあたっては、これまで

の対策に係る施設の種別ごとの効果やリスクの態様、対策が長く続く
ことによる社会経済や住民の生活・健康等への影響について留意し、
地域の感染状況等に応じて、各都道府県知事が適切に判断するものと
する。例えば、博物館、美術館、図書館などについては、住民の健康
的な生活を維持するため、感染リスクも踏まえた上で、人が密集しな
いことなど感染防止策を講じることを前提に開放することなどが考
えられる。また、屋外公園を閉鎖している場合にも、同様に対応して
いくことが考えられる。 

   また、特定警戒都道府県は、特定の施設等に人が集中するおそれが
あるときは、当該施設に対して入場者の制限等の適切な対応を求める
こととする。 

② 特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、法第 24 条第 9 項等に基
づく施設の使用制限の要請等については、感染拡大の防止及び社会経
済活動の維持の観点から、地域の実情に応じて判断を行うものとする。
その際、クラスター発生の状況が一定程度、明らかになった中で、これ
までにクラスターが発生しているような施設や、「三つの密」のある施設
については、地域の感染状況等を踏まえ、施設の使用制限の要請等を行
うことを検討する。一方で、クラスターの発生が見られない施設につい
ては、「入場者の制限や誘導」「手洗いの徹底や手指の消毒設備の設置」
「マスクの着用」等の要請を行うことを含め、「三つの密」を徹底的に避
けること、室内の換気や人と人との距離を適切にとることなどをはじめ
として基本的な感染対策の徹底等を行うことについて施設管理者に対し
て強く働きかけを行うものとする。また、感染拡大の防止にあたっては、
早期の導入に向けて検討を進めている接触確認アプリを活用して、施設
利用者に係る感染状況等の把握を行うことも有効であることを周知する。 
特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、法第 24条第９項に基づ

く施設の使用制限等の要請を行い、また、法第 45条第２項から第４
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項までに基づく施設の使用制限等の要請、指示を行うにあたっては、
国に協議の上、外出の自粛等の協力の要請の効果を見極め、専門家の
意見も聴きつつ行うものとする。 
なお、特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、特定の施設等に人

が集中するおそれがあるときは、当該施設に対して入場者の制限等
の適切な対応を求める。 

 ③ 事業者及び関係団体は、今後の持続的な対策を見据え、5月 4日専
門家会議の提言を参考に、業種や施設の種別ごとにガイドラインを作
成するなど、自主的な感染防止のための取組を進めることとし、政府
は、専門家の知見を踏まえ、関係団体等に必要な情報提供や助言を行
うこととする。 

４）職場への出勤等 
 ① 特定警戒都道府県は、事業者に対して、以下の取組を行うよう働き

かけを行うものとする。 
・ 職場への出勤は、外出自粛等の要請の対象から除かれるものであるが、
引き続き、「出勤者数の 7割削減」を目指すことも含め接触機会の低
減に向け、在宅勤務（テレワーク）や、出勤が必要となる職場でもロー
テーション勤務等を強力に推進すること。 

・ 職場に出勤する場合でも、時差出勤、自転車通勤等の人との接触を低
減する取組を引き続き強力に推進すること。 

・ 職場においては、感染防止のための取組（手洗いや手指消毒、咳エ
チケット、職員同士の距離確保、事業場の換気励行、複数人が触る箇
所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の出勤自粛、出張による従
業員の移動を減らすためのテレビ会議の活用等）を促すとともに、「三
つの密」を避ける行動を徹底するよう促すこと。 

・ 別添に例示する国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う
事業者及びこれらの業務を支援する事業者においては、「三つの密」を避
けるために必要な対策を含め、十分な感染拡大防止対策を講じつつ、事
業の特性を踏まえ、業務を継続すること。 
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② 特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、今後、持続的な対策が必
要になると見込まれることを踏まえ、事業者に対して、以下の取組を行
うよう働きかけを行うものとする。 

・ 引き続き、在宅勤務（テレワーク）を推進するとともに、職場に出勤
する場合でも、ローテーション勤務、時差出勤、自転車通勤等の人との
接触を低減する取組を推進すること。 

・ 職場においては、感染防止のための取組（手洗いや手指消毒、咳エ
チケット、職員同士の距離確保、事業場の換気励行、複数人が触る箇
所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の出勤自粛、出張による従
業員の移動を減らすためのテレビ会議の活用等）を促すとともに、「三
つの密」を避ける行動を徹底するよう促すこと。 

・ 別添に例示する国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う
事業者及びこれらの業務を支援する事業者においては、「三つの密」を避
けるために必要な対策を含め、十分な感染拡大防止対策を講じつつ、事
業の特性を踏まえ、業務を継続すること。 

③ 政府及び地方公共団体は、在宅勤務（テレワーク）、ローテーション勤
務、時差出勤、自転車通勤等、人との接触を低減する取組を自ら進める
とともに、事業者に対して、支援等を行う。 

５）学校等の取扱い 
 ① 文部科学省は、「新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の

実施に関するガイドライン」、及び５月１日に発出した「新型コロナ
ウイルス感染症対策としての学校の臨時休業に係る学校運営上の工
夫について」等において示した臨時休業の実施に係る考え方について
周知を行い、地域の感染状況に応じて、感染予防に最大限配慮した上
で、段階的に学校教育活動を再開し、児童生徒等が学ぶことができる
環境を作っていく。都道府県は、学校設置者に対し、保健管理等の感
染症対策について指導するとともに、地域の感染状況や学校関係者の
感染者情報について速やかに情報共有を行うものとする。 

 ② 厚生労働省は、保育所や放課後児童クラブ等について、保育の縮小



20 

や臨時休園等についての考え方を示す。その際、可能な保護者に登園
を控えるようお願いするなど保育等の提供を縮小して実施すること
や、医療従事者や社会の機能を維持するために就業継続が必要な者、
ひとり親などで仕事を休むことが困難な者の子ども等の保育等を確
保しつつ臨時休園することの考え方を示す。 

６）緊急事態措置の対象とならない都道府県における取組等 
① 緊急事態措置の対象とならない都道府県は、今後、持続的な対策が
必要になると見込まれることを踏まえ、住民や事業者に対して、以下
の取組を行うものとする。その際、緊急事態宣言の期間中は、緊急事
態措置を実施すべき区域が一部残っていること等を踏まえ、自粛要請
等の緩和及び解除については、慎重に対応するものとする。 
・ 「人と人との距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛
生」をはじめとした基本的な感染対策の継続など、感染拡大を予防
する「新しい生活様式」の定着が図られるよう、あらゆる機会を捉
えて、４月 22日の専門家会議で示された「10のポイント」、５月 1
日の専門家会議で示された「新しい生活様式の実践例」等について
住民に周知を行うこと。 

・ 不要不急の帰省や旅行など、特定警戒都道府県をはじめとする相対
的にリスクの高い都道府県との間の人の移動は、感染拡大防止の観点
から避けるよう促すとともに、これまでにクラスターが発生している
ような施設や、「三つの密」のある場についても、外出を避けるよう呼
びかけること。 

・ 全国的かつ大規模な催物等（一定規模以上のもの）の開催については、
リスクへの対応が整わない場合は中止又は延期するよう、主催者に慎
重な対応を求めること。 

・ 事業者に対して、在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自転車通勤
等、人との接触を低減する取組を働きかけるとともに、職場や店舗
等に関して、業種ごとに策定される感染拡大予防ガイドライン等を
踏まえ、感染拡大防止のための取組が適切に行われるよう働きかけ
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ること。 
・ これまでにクラスターが発生しているような施設や、「三つの密」
のある施設については、地域の感染状況等を踏まえ、施設管理者等
に対して必要な協力を依頼すること。 

②  緊急事態措置の対象とならない都道府県は、感染の状況等を継続
的に監視し、その変化が認められた場合、住民に適切に情報提供を行
い、感染拡大への警戒を呼びかけるとともに、感染状況の変化等に応
じて、特定警戒都道府県以外の特定都道府県における取組（前記の１）
②、２）、３）②、４）②）に準じて、迅速かつ適切に法第 24条第 9
項に基づく措置等を検討するものとする。 

③ 緊急事態措置の対象とならない都道府県は、①②の取組を行うにあ
たっては、予め国と迅速に情報共有を行う。 

７）水際対策 
① 政府は、水際対策について、国内への感染者の流入及び国内での感
染拡大を防止する観点から、入国制限、渡航中止勧告、帰国者のチェ
ック・健康観察等の検疫の強化、査証の制限等の措置等を引き続き実
施する。なお、厚生労働省は、関係省庁と連携し、健康観察について、
保健所の業務負担の軽減や体制強化等を支援する。 

② 諸外国での新型コロナウイルス感染症の発生の状況を踏まえて、必
要に応じ、国土交通省は、航空機の到着空港の限定の要請等を行うと
ともに、厚生労働省は、特定検疫港等の指定を検討する。 

③ 厚生労働省は、停留に利用する施設が不足する場合には、法第 29
条の適用も念頭に置きつつも、必要に応じ、関係省庁と連携して、停
留に利用可能な施設の管理者に対して丁寧な説明を行うことで停留
施設の確保に努める。 

８）クラスター対策の強化 
① 都道府県等は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、積極的疫学調査に
より、個々の濃厚接触者を把握し、健康観察、外出自粛の要請等を行う
とともに、感染拡大の規模を適確に把握し、適切な感染対策を行う。 
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② 政府は、関係機関と協力して、クラスター対策にあたる専門家の確保
及び育成を行う。 

③ 厚生労働省及び都道府県等は、関係機関と協力して、特に、感染拡大
の兆しが見られた場合には、専門家やその他人員を確保し、その地域へ
の派遣を行う。 

④ 政府及び都道府県等は、クラスター対策を抜本強化するという観点か
ら、保健所の体制強化に迅速に取り組む。これに関連し、特定都道府県
は、管内の市町村と迅速な情報共有を行い、また、対策を的確かつ迅速
に実施するため必要があると認めるときは、法第 24 条に基づく総合調
整を行う。さらに、都道府県等は、クラスターの発見に資するよう、自
治体間の迅速な情報共有に努めるとともに、政府は、対策を的確かつ迅
速に実施するため必要があると認めるときは、法第 20 条に基づく総合
調整を行う。 

⑤ 政府は、個人情報の保護及びプライバシーに十分配慮しながら、スマ
ートフォン開発会社が開発しているアプリケーションプログラミング
インタフェース（ＡＰＩ）を活用した接触確認アプリについて、接触率
の低減及び感染の拡大防止に寄与すること等の国民理解を得つつ、新型
コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム（ＨＥＲ-ＳＹＳ）
及び保健所等と連携することにより、より効果的なクラスター対策につ
なげていく。 

９）その他共通的事項等 
 ① 特定都道府県は、地域の特性に応じた実効性のある緊急事態措置を講

じる。特定都道府県は、緊急事態措置を講じるにあたっては、法第５条を
踏まえ、必要最小限の措置とするとともに、講じる措置の内容及び必要
性等について、住民に対し丁寧に説明する。特定都道府県は、緊急事態措
置を実施するにあたっては、法第20条に基づき国と密接に情報共有を行
う。国は、専門家の意見を聴きながら、必要に応じ、特定都道府県と総合
調整を行う。 

 ② 政府及び地方公共団体は、今後、持続的な対策が必要になると見込まれ
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ることから、緊急事態措置を講じるにあたっては、感染拡大の防止と社会
経済活動の維持の両立を図ることに留意する。 

 ③ 地方公共団体は、緊急事態措置について、罰則を伴う外出禁止の措置や
都市間の交通の遮断等、諸外国で行われている「ロックダウン」（都市封
鎖）のような施策とは異なるものであることを、政府と協力しつつ、住民
に対し周知する。加えて、緊急事態措置を講じること等に伴い、食料・医
薬品や生活必需品の買い占め等の混乱が生じないよう、住民に冷静な対
応を促す。 
④ 政府及び地方公共団体は、緊急事態措置の実施にあたっては、事業者
の円滑な活動を支援するため、事業者からの相談窓口の設置、物流体制
の確保、ライフラインの万全の体制の確保等に努める。 

⑤ 政府は、関係機関と協力して、公共交通機関その他の多数の人が集ま
る施設における感染対策を徹底する。 

 
（４）医療等 
① 重症者等に対する医療提供に重点を置いた入院医療の提供体制の確保
を進めるため、厚生労働省と都道府県等は、関係機関と協力して、次の
ような対策を講じる。 
・ 重症者等に対する医療提供に重点を置くべき地域では、入院治療が
必要ない無症状病原体保有者及び軽症患者（以下「軽症者等」という。）
は、宿泊施設等での療養とすることで、入院治療が必要な患者への
医療提供体制の確保を図ること。 
特に、家庭内での感染防止や症状急変時の対応のため、宿泊施設が

十分に確保されているような地域では、軽症者等は宿泊療養を基本
とする。そのため、都道府県は、ホテルなどの一時的な宿泊療養施
設及び運営体制の確保に努めるとともに、国は、都道府県と密接に
連携し、その取組を支援すること。 
子育て等の事情によりやむを得ず自宅療養を行う際には、都道府

県等は電話等情報通信機器を用いて遠隔で健康状態を把握していく
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とともに、医師が必要とした場合には電話等情報通信機器を用いて
診療を行う体制を整備すること。 

・ 都道府県は、患者が入院、宿泊療養、自宅療養をする場合に、その
家族に要介護者や障害者、子ども等がいる場合は、市町村福祉部門の
協力を得て、ケアマネージャー、相談支援専門員、児童相談所等と連
携し、必要なサービスや支援を行うこと。 

・ 病床の確保について、都道府県は、関係機関の協力を得て、新型コ
ロナウイルス感染症の患者を集約して優先的に受け入れる医療機関
の指定など、地域の医療機関の役割分担を行うとともに、結核病床や
一般の医療機関の一般病床等を活用して、ピーク時の入院患者の受
入れを踏まえて、必要な病床を確保すること。 

  また、医療機関は、ＢＣＰも踏まえ、必要に応じ、医師の判断によ
り延期が可能と考えられる予定手術や予定入院の延期を検討し、空床
確保に努めること。 

  さらに、都道府県は、仮設の診療所や病棟の設置、非稼働病床の
利用、法第 48 条に基づく臨時の医療施設の開設について検討する
こと。厚生労働省は、その検討にあたって、必要な支援を行うこと。 

・ 都道府県は、患者受入調整や移送調整を行う体制を整備するととも
に、医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩＳ）も活用し、患者受
入調整に必要な医療機関の情報の見える化を行っておくこと。また、
厚生労働省は、都道府県が患者搬送コーディネーターの配置を行うこ
とについて、必要な支援を行うこと。 

・ さらに、感染拡大に伴う患者の急増に備え、都道府県は、都道府
県域を越える場合も含めた広域的な患者の受入れ体制を確保する
こと。 

② 新型コロナウイルス感染症が疑われる患者への外来診療・検査体制
の確保のため、厚生労働省と都道府県等は、関係機関と協力して、次
のような対策を講じる。 

・ 帰国者・接触者相談センターを通じて、帰国者・接触者外来を受診
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することにより、適切な感染管理を行った上で、新型コロナウイルス
感染症が疑われる患者への外来医療を提供すること。 

・ また、都道府県等は、関係機関と協力して、集中的に検査を実施す
る機関（地域外来・検査センター）の設置や、帰国者・接触者外来へ
の医療従事者の派遣を行うこと。 
また、大型テントやプレハブ、いわゆるドライブスルー方式や

ウォークスルー方式による診療を行うことで、効率的な診療・検査体
制を確保すること。あわせて、検査結果を踏まえて、患者の振り分け
や、受け入れが適切に行われるようにすること。 

・ さらに患者が増加し、増設した帰国者・接触者外来や地域外来・検
査センターでの医療提供の限度を超えるおそれがあると判断する
都道府県では、厚生労働省に相談の上、必要な感染予防策を講じた上
で、一般の医療機関での外来診療を行うこと。 
こうした状況では、感染への不安から安易に医療機関を受診する

ことでかえって感染するリスクを高める可能性があることも踏まえ、
症状が軽度である場合は、自宅での安静・療養を原則とし、肺炎が疑
われるような強いだるさや息苦しさがあるなど状態が変化した場合
は、すぐにでもかかりつけ医等に相談した上で、受診するよう周知す
ること。 

・ 都道府県は、重症化しやすい方が来院するがんセンター、透析医
療機関及び産科医療機関などは、必要に応じ、新型コロナウイルス
感染症への感染が疑われる方への外来診療を原則行わない医療機
関として設定すること。 

・ 夏ごろまでを目途に、冬季のインフルエンザの流行を踏まえた外来
医療の在り方を検討すること。 

③ 新型コロナウイルス感染症患者のみならず、他の疾患等の患者への対
応も踏まえて地域全体の医療提供体制を整備するため、厚生労働省と都
道府県は、関係機関と協力して、次のような対策を講じる。 
・ 都道府県は、地域の医療機能を維持する観点から、新型コロナウイ
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ルス感染症以外の疾患等の患者受入れも含めて、地域の医療機関の役
割分担を推進すること。 

・ 患者と医療従事者双方の新型コロナウイルス感染症の予防の観点
から、初診を含めて、電話等情報通信機器を用いた診療体制の整備を
推進すること。 

④ 医療従事者の確保のため、厚生労働省と都道府県等は、関係機関と協力
して、次のような対策を講じる。 
・ 都道府県等は、現場で従事している医療従事者の休職・離職防止策
や、潜在有資格者の現場復帰、医療現場の人材配置の転換等を推進す
ること。また、検査を含め、直接の医療行為以外に対しては、有資格
者以外の民間の人材の活用を進めること。 

・ 厚生労働省は、都道府県が法第 31条に基づく医療等の実施の要請
等を行うにあたって、必要な支援を実施すること。 

⑤ 医療物資の確保のため、政府と都道府県等、関係機関は協力して、次
のような対策を講じる。 
・ 政府及び都道府県は、医療提供体制を支える医薬品や医療機器、医
療資材の製造体制を確保し、医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩ
Ｓ）も活用し、必要な医療機関に迅速かつ円滑に提供できる体制を
確保するとともに、専門性を有する医療従事者や人工呼吸器等の必
要な医療機器・物資・感染防御に必要な資材等を迅速に確保し、適切
な感染対策の下での医療提供体制を整備すること。 

・ 政府及び都道府県は、特に新型コロナウイルス感染症を疑う患者に
ＰＣＲ検査や入院の受入れを行う医療機関等に対しては、マスク
等の個人防護具を優先的に確保する。 

⑥ 医療機関及び高齢者施設等における施設内感染を徹底的に防止する
ため、厚生労働省と地方公共団体は、関係機関と協力して、次の事項に
ついて周知徹底を図る。 
・ 医療機関及び高齢者施設等の設置者において、 

▸ 従事者等が感染源とならないよう、「三つの密」が生じる場を
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徹底して避けるとともに、 
▸ 症状がなくても患者や利用者と接する際にはマスクを着用する、 
▸ 手洗い・手指消毒の徹底、 
▸ パソコンやエレベーターのボタンなど複数の従事者が共有する
ものは定期的に消毒する、 

▸ 食堂や詰め所でマスクをはずして飲食をする場合、他の従事者と
一定の距離を保つ、 

▸ 日々の体調を把握して少しでも調子が悪ければ自宅待機する、 
などの対策に万全を期すこと。 

・ 医療機関及び高齢者施設等において、面会者からの感染を防ぐ
ため、面会は緊急の場合を除き一時中止すべきこと。 

・ 医療機関及び高齢者施設等において、患者、利用者からの感染を防
ぐため、感染が流行している地域では、施設での通所サービスなどの
一時利用を中止又は制限する、入院患者、利用者の外出、外泊を制限
する等の対応を検討すべきであること。 

・ 医療機関及び高齢者施設等において、入院患者、利用者等について、
新型コロナウイルス感染症を疑った場合は、早急に個室隔離し、保健
所の指導の下、感染対策を実施し、標準予防策、接触予防策、飛沫感
染予防策を実施すること。 

⑦ 都道府県は、感染者と非感染者の空間を分けるなどを含む感染防御策
の更なる徹底などを通して、医療機関及び施設内での感染の拡大に特
に注意を払う。 
また、特に感染が疑われる医療、施設従事者及び入院患者等につ

いては、率先してＰＣＲ検査等を受けさせるようにする。加えて、検
査体制を踏まえ、手術や医療的処置前などにおいて、当該患者につ
いて医師の判断により、ＰＣＲ検査等が実施できる体制をとる。 

⑧ この他、適切な医療提供・感染管理の観点で、厚生労働省と都道府
県は、関係機関と協力して、次の事項に取り組む。 
・ 外来での感染を防ぐため、関係機関と協力して、医療機関の外来に
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おいて、一般の患者も含め、混雑を生じさせないよう、予約による
診療や動線が適切に確保された休日夜間急患センターの施設活用な
どを推進すること。 

・ 妊産婦に対する感染を防止する観点から、医療機関における動線分
離等の感染対策を徹底するとともに、妊産婦が感染した場合であって
も、安心して出産し、産後の生活が送れるよう、関係機関との協力体
制を構築し、適切な支援を実施すること。また、関係機関と協力して、
感染が疑われる妊産婦への早めの相談の呼びかけや、妊娠中の女性労
働者に配慮した休みやすい環境整備などの取組を推進すること。 

・ 小児医療について、関係学会等の意見を聞きながら、診療体制を検
討し、地方公共団体と協力して体制整備を進めること。 

・ 関係機関と協力して、外国人が医療を適切に受けることができるよ
う、医療通訳の整備などを、引き続き、強化すること。 

・ 5月 7日に特例承認されたレムデシビルの円滑な供給を図るととも
に、関係省庁・関係機関とも連携し、有効な治療薬等の開発を加速す
ること。特に、他の治療で使用されている薬剤のうち、効果が期待さ
れるものについて、その効果を検証するための臨床研究・治験等を速
やかに実施すること。 

・ ワクチンについて、関係省庁・関係機関と連携し、迅速に開発等を
進め、できるだけ早期に実用化し、国民に供給することを目指すこと。 

・ 法令に基づく健康診断及び予防接種については、適切な感染対策の
下で実施されるよう、時期や時間等に配慮すること。 

⑨ 政府は、上記に関し、地方公共団体等に対する必要な支援を行う。 
 
（５）経済・雇用対策 

 政府は、令和２年度補正予算を含む「新型コロナウイルス感染症緊急経
済対策」（令和２年４月 20日閣議決定）の各施策を、国・地方を挙げて迅
速かつ着実に実行することにより、感染拡大を防止し、事態の早期収束に
全力で取り組むとともに、雇用の維持、事業の継続、生活の下支えに万全
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を期す。引き続き、内外における事態の収束までの期間と拡がり、経済や
国民生活への影響を注意深く見極め、必要に応じて、時機を逸することな
く臨機応変かつ果断に対応する。 

 
（６）その他重要な留意事項 
１）人権への配慮、社会課題への対応等 
① 政府は、患者・感染者、その家族や治療・対策に携わった方々等の
人権が侵害されている事案が見られていることから、こうした事態が
生じないよう適切に取り組む。 

② 政府は、海外から一時帰国した児童生徒等への学校の受け入れ支援
やいじめ防止等の必要な取組を実施する。 

③ 政府及び関係機関は、各種対策を実施する場合においては、国民の
自由と権利の制限は必要最小限のものとするとともに、女性や障害者
などに与える影響を十分配慮して実施するものとする。 

④  政府は、新型コロナウイルス感染症対策に従事する医療関係者が風
評被害を受けないよう、国民への普及啓発等、必要な取組を実施する。 

⑤ 政府及び地方公共団体は、マスク及び個人防護具、医薬品、医薬部
外品、食料品等に係る物価の高騰及び買占め、売り惜しみを未然に回
避し又は沈静化するため、必要に応じ、法第 59条に基づく措置を講
じる。 

⑥ 政府は、地方公共団体と連携し、対策が長期化する中で生ずる様々
な社会課題に対応するため、適切な支援を行う。 
・ 長期間にわたる外出自粛等によるメンタルヘルスへの影響、配偶
者暴力や児童虐待。 

・ 情報公開と人権との協調への配慮。 
・ 営業自粛等による倒産、失業、自殺等。 
・ 社会的に孤立しがちな一人暮らしの高齢者、休業中のひとり親家
庭等の生活。 

・ 外出自粛等の下での高齢者等の健康維持・介護サービス確保。 
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⑦ 政府及び地方公共団体は、新型コロナウイルス感染症により亡くな
られた方に対して尊厳を持ってお別れ、火葬等が行われるための適切
な方法について、周知を行う。 

２）物資・資材等の供給 
① 政府は、国民や地方公共団体の要望に応じ、マスク、個人防護具や
消毒薬、食料品等の増産や円滑な供給を関連事業者に要請する。また、
政府は、感染防止や医療提供体制の確保のため、マスク、個人防護具、
人工呼吸器等の必要な物資を国の責任で確保し、必要に応じ、法第 54
条に基づく緊急輸送の要請や法第 55条に基づく売渡しの要請等を行
う。例えば、マスク等を国で購入し、必要な医療機関や介護施設等に
優先配布することや、感染拡大防止策が特に必要と考えられる地域に
おいて必要な配布を行う。 

② 政府は、マスクや消毒薬等の国民が必要とする物資を確保するため、
国民生活安定緊急措置法（昭和48年法律第121号）第26条第１項を適
用し、マスクの転売行為を禁止するとともに、過剰な在庫を抱えることの
ないよう消費者や事業者に冷静な対応を呼びかける。また、政府は、繰り
返し使用可能な布製マスクの普及を進める。 

③ 政府は、事態の長期化も念頭に、マスクや抗菌薬の原薬を含む医薬品、
医療機器等の医療の維持に必要な資材の安定確保に努めるとともに、国産
化の検討を進める。 

３）関係機関との連携の推進 
① 政府は、地方公共団体を含む関係機関等との双方向の情報共有を強
化し、対策の方針の迅速な伝達と、対策の現場における状況の把握を
行う。 

② 政府は、対策の推進にあたっては、地方公共団体、経済団体等の関
係者の意見を十分聴きながら進める。 

③ 地方公共団体は、保健部局のみならず、危機管理部局も含めすべて
の部局が協力して対策にあたる。 

④ 政府は、国際的な連携を密にし、ＷＨＯや諸外国・地域の対応状況
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等に関する情報収集に努める。また、日本で得られた知見を積極的に
ＷＨＯ等の関係機関や諸外国・地域と共有し、今後の対策に活かして
いくとともに、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響を受ける
国・地域に対する国際社会全体としての対策に貢献する。 

⑤  政府は、基礎医学研究及び臨床医学研究、疫学研究を含む社会医学
研究等の研究体制に対する支援を通して、新型コロナウイルス感染症
への対策の推進を図る。 

⑥  都道府県等は、近隣の特定都道府県等が緊急事態宣言後の様々な措
置を行うにあたり、その要請に応じ、必要な支援を行う。 

⑦  特定都道府県等は、緊急事態措置等を実施するにあたっては、予め
国と協議し、迅速な情報共有を行う。政府対策本部長は、特定都道府
県が適切に緊急事態措置を講じることができるよう、専門家の意見を
踏まえつつ、特定都道府県と総合調整を行う。 

⑧ 緊急事態宣言後の様々な措置を実施した際には、特定都道府県知事
及び指定行政機関の長は政府対策本部長に、特定市町村長及び指定地
方公共機関の長はその所在する特定都道府県知事に、指定公共機関の
長は所管の指定行政機関に、その旨及びその理由を報告する。政府対
策本部長は国会に、特定都道府県知事及び指定行政機関の長は政府対
策本部長に、報告を受けた事項を報告する。 

４）社会機能の維持 
① 政府、地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関は、職員にお
ける感染を防ぐよう万全を尽くすとともに、万が一職員において感染者又
は濃厚接触者が確認された場合にも、職務が遅滞なく行えるように対策を
予め講じる。特に、テレビ会議及びテレワークの活用に努める。 

② 地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関は、電気、ガス、水
道、公共交通、通信、金融業等の維持を通して、国民生活及び国民経済へ
の影響が最小となるよう公益的事業を継続する。 

③ 政府は、指定公共機関の公益的事業の継続に支障が生じることがないよ
う、必要な支援を行う。 
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④ 国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事業者は、国民生
活及び国民経済安定のため、事業の継続を図る。

⑤ 政府は、事業者のサービス提供水準に係る状況の把握に努め、必要
に応じ、国民への周知を図る。

⑥ 政府は、空港、港湾、医療機関等におけるトラブルなどを防止するた
め、必要に応じ、警戒警備を実施する。

⑦ 警察は、混乱に乗じた各種犯罪を抑止するとともに、取締りを徹底
する。

５）緊急事態宣言後の取組 
政府は、緊急事態宣言を行った後にも、特定都道府県等や基本的対処

方針等諮問委員会等との定期的な情報交換を通じ、感染状況の変化、施
策の実施状況等を定期的に分析・評価を行う。その上で、必要に応じて、
国民や関係者へ情報発信を行う。また、緊急事態解除宣言を行った後に
も、引き続き、警戒を行い、国内外の感染状況を分析し、それまでの知
見に基づき、より有効な対策を実施する。 

６）その他 
① 政府は、必要に応じ、他法令に基づく対応についても、講ずること
とする。

② 今後の状況が、緊急事態宣言の要件等に該当するか否かについて
は、海外での感染者の発生状況とともに、感染経路の不明な患者や
クラスターの発生状況等の国内での感染拡大及び医療提供体制のひ
っ迫の状況を踏まえて、国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼ
すおそれがあるか否かについて、政府対策本部長が基本的対処方針
等諮問委員会の意見を十分踏まえた上で総合的に判断することとす
る。

③ 政府は、基本的対処方針を変更し、又は、緊急事態の継続若しくは
終了するにあたっては、新たな科学的知見、感染状況、施策の実行
状況等を考慮した上で、基本的対処方針等諮問委員会の意見を十分
踏まえた上で臨機応変に対応する。
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(別添)緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者 

 以下事業者等については、「三つの密」を避けるための取組を講じていただき

つつ、事業の継続を求める。 

１．医療体制の維持 

・新型コロナウイルス感染症の治療はもちろん、その他の重要疾患への対応も

あるため、すべての医療関係者の事業継続を要請する。

・医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医療機器の輸入・製造・販

売、献血を実施する採血業、入院者への食事提供など、患者の治療に必要な

すべての物資・サービスに関わる製造業、サービス業を含む。

２．支援が必要な方々の保護の継続 

・高齢者、障害者など特に支援が必要な方々の居住や支援に関するすべての関

係者（生活支援関係事業者）の事業継続を要請する。

・生活支援関係事業者には、介護老人福祉施設、障害者支援施設等の運営関係

者のほか、施設入所者への食事提供など、高齢者、障害者などが生活する上

で必要な物資・サービスに関わるすべての製造業、サービス業を含む。

３．国民の安定的な生活の確保 

・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサービスを

提供する関係事業者の事業継続を要請する。

① インフラ運営関係（電力、ガス、石油・石油化学・ＬＰガス、上下水道、通

信・データセンター等）

② 飲食料品供給関係（農業・林業・漁業、飲食料品の輸入・製造・加工・流通・

ネット通販等）

③ 生活必需物資供給関係（家庭用品の輸入・製造・加工・流通・ネット通販等）

④ 食堂、レストラン、喫茶店、宅配・テークアウト、生活必需物資の小売関係

（百貨店・スーパー、コンビニ、ドラッグストア、ホームセンター等）

⑤ 家庭用品のメンテナンス関係（配管工・電気技師等）

⑥ 生活必需サービス（ホテル・宿泊、銭湯、理美容、ランドリー、獣医等）

⑦ ごみ処理関係（廃棄物収集・運搬、処分等）

⑧ 冠婚葬祭業関係（火葬の実施や遺体の死後処置に係る事業者等）

⑨ メディア（テレビ、ラジオ、新聞、ネット関係者等）

⑩ 個人向けサービス（ネット配信、遠隔教育、ネット環境維持に係る設備・サ

ービス、自家用車等の整備等）
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４．社会の安定の維持 

・社会の安定の維持の観点から、緊急事態措置の期間中にも、企業の活動を維

持するために不可欠なサービスを提供する関係事業者の最低限の事業継続

を要請する。

① 金融サービス（銀行、信金・信組、証券、保険、クレジットカードその他決

済サービス等）

② 物流・運送サービス（鉄道、バス・タクシー・トラック、海運・港湾管理、

航空・空港管理、郵便等）

③ 国防に必要な製造業・サービス業の維持（航空機、潜水艦等）

④ 企業活動・治安の維持に必要なサービス（ビルメンテナンス、セキュリティ

関係等）

⑤ 安全安心に必要な社会基盤（河川や道路などの公物管理、公共工事、廃棄物

処理、個別法に基づく危険物管理等）

⑥ 行政サービス等（警察、消防、その他行政サービス）

⑦ 育児サービス（託児所等）

５．その他 

・医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難なもの（高炉や半導体

工場など）、医療・支援が必要な人の保護・社会基盤の維持等に不可欠なもの

（サプライチェーン上の重要物を含む。）を製造しているものについては、

感染防止に配慮しつつ、継続する。また、医療、国民生活・国民経済維持の

業務を支援する事業者等にも、事業継続を要請する。
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業種 団体名 担当省庁名 策定期日

1 公益社団法人 全国公立文化施設協会 文部科学省 5月14日

2 全国興行生活衛生同業組合連合会（映画館） 厚生労働省 5月14日

3 全国興行生活衛生同業組合連合会（演芸場） 厚生労働省 ５月末

4
一般社団法人コンサートプロモーターズ協会
一般社団法人日本音楽事業者協会
一般社団法人日本音楽制作者連盟

経済産業省
文部科学省

５月末

5 クラシック音楽公演運営推進協議会 文部科学省 調整中

6 緊急事態舞台芸術ネットワーク 文部科学省 調整中

7 ②集会場、公会堂 公益社団法人 全国公民館連合会 文部科学省 5月14日

8 ③展示場 一般社団法人 日本展示会協会 経済産業省 調整中

9
公益財団法人 日本スポーツ協会
公益財団法人 日本障がい者スポーツ協会

文部科学省 5月14日

10 公益社団法人 日本プロサッカーリーグ 文部科学省 5月14日

11
一般社団法人 日本ゴルフ場経営者協会
公益社団法人 日本パブリックゴルフ協会

経済産業省 5月14日

12 公益社団法人 日本ゴルフ練習場連盟 経済産業省 5月14日

13 公益財団法人 日本テニス事業協会 経済産業省 5月14日

14 一般社団法人 日本アミューズメント産業協会 経済産業省 5月14日

15 一般社団法人 全日本指定射撃場協会 警察庁 5月14日

16 全国麻雀業組合総連合会 警察庁 5月14日

17 全日本遊技事業協同組合連合会 警察庁 5月14日

18

公益財団法人 日本ゴルフ協会
公益社団法人 日本プロゴルフ協会
一般社団法人 日本女子プロゴルフ協会
一般社団法人 日本ゴルフツアー機構
一般社団法人 日本ゴルフトーナメント振興協会

文部科学省 5月20日

19 公益社団法人 日本ボウリング場協会 経済産業省 5月21日

20
一般社団法人 日本レジャーダイビング協会
スクーバダイビング事業協同組合

経済産業省 5月21日

④体育館、水泳場、
　ボーリング場、
　運動施設、遊技場

業種別ガイドライン策定状況

①劇場、観覧場、
　映画館、演芸場

参考資料５－１
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21 一般社団法人 日本野球機構 文部科学省 調整中

22
東日本遊園地協会
西日本遊園地協会等

経済産業省 調整中

23 一般社団法人 日本フィットネス産業協会 経済産業省 調整中

24 公益財団法人 日本博物館協会 文部科学省 5月14日

25 公益社団法人 日本図書館協会 文部科学省 5月14日

26 地方競馬全国協会 農林水産省 ５月末

27 一般社団法人 ライブハウスコミッション 厚生労働省 ５月末

28 全国社交飲食業生活衛生同業組合連合会 厚生労働省 ５月末

29
一般社団法人 日本カラオケボックス協会連合会
一般社団法人 カラオケ使用者連盟
一般社団法人 全国カラオケ事業者協会

経済産業省
文部科学省

調整中

30

公益社団法人 全国競輪施行者協議会
全国小型自動車競走施行者協議会
公益財団法人 ＪＫＡ
一般財団法人 東日本小型自動車競走会
一般財団法人 西日本小型自動車競走会
一般社団法人 日本競輪選手会
一般社団法人 全日本オートレース選手会
一般社団法人 全国場外車券売場設置者協議会

経済産業省 調整中

31 公益社団法人 全国学習塾協会 経済産業省 5月14日

32 全日本指定自動車教習所協会連合会 警察庁 5月14日

33 全国届出自動車教習所協会 警察庁 5月14日

34 ⑧医療サービス

一般社団法人 日本総合健診医学会
公益社団法人 日本人間ドック学会
公益財団法人 結核予防会
公益社団法人 全国労働衛生団体連合会
公益財団法人 日本対がん協会
公益社団法人 全日本病院協会
一般社団法人 日本病院会
公益財団法人 予防医学事業中央会

厚生労働省 5月14日

⑤博物館、美術館、
　図書館

⑦自動車教習所、
　学習塾等

　
　

⑥遊興施設
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35 一般社団法人 建設電気技術協会 国土交通省 5月14日

36 一般社団法人 全国ＬＰガス協会 経済産業省 5月14日

37 全国石油商業組合連合会 経済産業省 5月14日

38 公益社団法人 日本下水道管路管理業協会 国土交通省 5月14日

39 一般社団法人 日本下水道施設管理業協会 国土交通省 5月14日

40 東日本高速道路株式会社 国土交通省 5月14日

41 中日本高速道路株式会社 国土交通省 5月14日

42 西日本高速道路株式会社 国土交通省 5月14日

43 首都高速道路株式会社 国土交通省 5月14日

44 阪神高速道路株式会社 国土交通省 5月14日

45 本州四国連絡高速道路株式会社 国土交通省 5月14日

46 一般社団法人 全国建設業協会 国土交通省 5月15日

47 一般社団法人 日本建設業連合会 国土交通省 5月18日

48

一般社団法人 日本埋立浚渫協会
一般社団法人 日本海上起重技術協会
一般社団法人 日本潜水協会
日本港湾空港建設協会連合会
全国浚渫業協会

国土交通省 5月18日

49 一般社団法人 電気通信事業者協会 総務省 5月18日

50 一般財団法人 食品産業センター 農林水産省 5月14日

51 公益社団法人 中央畜産会 農林水産省 5月14日

52 公益社団法人 大日本農会 農林水産省 5月14日

53 一般社団法人 日本林業協会 農林水産省 5月14日

54
全国漁業協同組合連合会
一般社団法人 大日本水産会

農林水産省 5月14日

⑨インフラ運営等

⑩飲食料品供給
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55

全国中央卸売市場協会
全国公設地方卸売市場協議会
全国第3セクター市場連絡協議会
一般社団法人 全国中央市場青果卸売協会
一般社団法人 全国青果卸売市場協会
全国青果卸売協同組合連合会
公益社団法人 日本食肉市場卸売協会
東京食肉市場卸商協同組合
一般社団法人 日本花き卸売市場協会
一般社団法人 全国花卸協会
一般社団法人 全国水産卸協会
全国魚卸売市場連合会
全国水産物卸組合連合会

農林水産省 5月14日

56 一般社団法人 日本加工食品卸協会 農林水産省 5月14日

57 一般社団法人 日本外食品流通協会 農林水産省 5月14日

58 全国給食事業協同組合連合会 農林水産省 5月14日

59 一般社団法人 日本給食品連合会 農林水産省 5月14日

60 酒類業中央団体連絡協議会 財務省 ５月末

61
⑪食堂、レストラン
　喫茶店等

一般社団法人全国生活衛生同業組合中央会
一般社団法人 日本フードサービス協会

厚生労働省
農林水産省

5月14日

62

オール日本スーパーマーケット協会
一般社団法人 全国スーパーマーケット協会
日本小売業協会
一般社団法人 日本ショッピングセンター協会
一般社団法人 日本スーパーマーケット協会
一般社団法人 日本専門店協会
日本チェーンストア協会
日本チェーンドラッグストア協会
一般社団法人 日本DIY・ホームセンター協会
一般社団法人 日本百貨店協会
一般社団法人 日本フランチャイズチェーン協会
一般社団法人 日本ボランタリーチェーン協会

経済産業省
農林水産省

5月14日

63 大手家電流通協会 経済産業省 5月14日

64 日本書店商業組合連合会 経済産業省 5月14日

65 日本コンパクトディスク・ビデオレンタル商業組合 経済産業省 5月14日

66 全国商店街振興組合連合会 経済産業省 5月14日

⑫生活必需物資供給



5

67
全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会
一般社団法人 日本旅館協会
一般社団法人 全日本シティホテル連盟

厚生労働省
国土交通省

5月14日

68 一般社団法人 日本ホテル協会 国土交通省 5月14日

69
一般社団法人 日本エステティック振興協議会
特定非営利活動法人 日本エステティック機構等

経済産業省 5月14日

70 全国質屋組合連合会 警察庁 5月14日

71 NPO法人 日本ネイリスト協会 経済産業省 5月21日

72 全国理容生活衛生同業組合連合会 厚生労働省 ５月末

73 全日本美容業生活衛生同業組合連合会 厚生労働省 ５月末

74 全国クリーニング生活衛生同業組合連合会 厚生労働省 ５月末

75 全国公衆浴場業生活衛生同業組合連合会 厚生労働省 ５月末

76 一般社団法人 日本リラクゼーション業協会 経済産業省 調整中

77 ⑭ごみ処理
一般財団法人 日本環境衛生センター
公益財団法人 日本産業廃棄物処理振興センター

環境省 5月14日

78
公益社団法人 日本ブライダル文化振興協会
一般社団法人 全日本冠婚葬祭互助協会

経済産業省 5月14日

79 日本バンケット事業協同組合 経済産業省 5月21日

80 一般社団法人 日本結婚相手紹介サービス協議会 経済産業省 調整中

81
全日本葬祭業協同組合連合会
一般社団法人 全日本冠婚葬祭互助協会

経済産業省 調整中

82 一般社団法人 日本民間放送連盟 総務省 5月13日

83 日本放送協会 総務省 5月14日

84 一般社団法人 衛星放送協会 総務省 5月14日

85 一般社団法人 日本ケーブルテレビ連盟 総務省 5月14日

86 一般社団法人 日本コミュニティ放送協会 総務省 5月14日

87 一般社団法人 日本映画製作者連盟 経済産業省 5月14日

88 一般社団法人 日本音声製作者連盟 経済産業省 ５月末

89 協同組合日本写真館協会 経済産業省 5月21日

90 一般社団法人 日本コールセンター協会 経済産業省 5月21日

91 一般社団法人 全国ペット協会 環境省 5月29日

⑮冠婚葬祭

⑬生活必需サービス

⑰個人向けサービス

⑯メディア
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92

一般社団法人 日本自動車販売協会連合会
一般社団法人 日本中古自動車販売協会連合会
全国オートバイ協同組合連合会
一般社団法人 全国軽自動車協会連合会
一般社団法人 日本自動車購入協会
一般社団法人 日本自動車査定協会
一般社団法人 日本オートオークション協議会
日本自動車輸入組合
一般社団法人 日本二輪車オークション協会
一般社団法人 中古二輪自動車流通協会

経済産業省 調整中

93 一般社団法人 全国銀行協会 金融庁 5月14日

94 日本証券業協会 金融庁 5月14日

95 一般社団法人 全国信用金庫協会 金融庁 5月15日

96 一般社団法人 全国信用組合中央協会 金融庁 5月15日

97 一般社団法人 全国労働金庫協会 金融庁 5月15日

98 一般社団法人 生命保険協会 金融庁 5月15日

99 一般社団法人 損害保険協会 金融庁 5月15日

100 一般社団法人 日本クレジット協会 経済産業省 調整中

101 公益社団法人 リース事業協会 経済産業省 調整中

102 鉄道連絡会（一般社団法人 日本民営鉄道協会 ・ JR等） 国土交通省 5月14日

103 公益社団法人 日本バス協会 国土交通省 5月14日

104 一般社団法人 全国ハイヤー・タクシー連合会 国土交通省 5月14日

105 一般社団法人 全国個人タクシー協会 国土交通省 5月14日

106 公益社団法人 全日本トラック協会 国土交通省 5月14日

107 日本内航海運組合総連合会 国土交通省 5月14日

108 一般社団法人 日本旅客船協会 国土交通省 5月14日

109 一般社団法人 日本船主協会 国土交通省 5月14日

110 一般社団法人 日本外航客船協会 国土交通省 5月14日

111 日本船舶代理店協会 国土交通省 5月14日

112 外航船舶代理店業協会 国土交通省 5月14日

113
定期航空協会
一般社団法人 全国空港ビル事業者協会

国土交通省 5月14日

⑲物流、運送

⑱金融
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114
一般社団法人 日本旅行業協会
一般社団法人 全国旅行業協会

国土交通省 5月14日

115 一般社団法人 日本倉庫協会 国土交通省 5月14日

116 一般社団法人 日本冷蔵倉庫協会 国土交通省 5月14日

117

公益社団法人 全国通運連盟
一般社団法人 航空貨物運送協会
一般社団法人 国際フレイトフォワーダーズ協会
日本内航運送取扱業海運組合

国土交通省 5月14日

118 全国トラックターミナル協会 国土交通省 5月14日

119 日本郵便株式会社 総務省 5月15日

120 一般社団法人 日本港運協会 国土交通省 5月18日

121 一般社団法人 日本経済団体連合会 経済産業省 5月14日

122 一般社団法人 日本造船工業会 国土交通省 5月14日

123 一般社団法人 日本中小型造船工業会 国土交通省 5月14日

124 一般社団法人 情報サービス産業協会 経済産業省 5月18日

125 ㉑オフィス事務全般 一般社団法人 日本経済団体連合会 経済産業省 5月14日

126 一般社団法人 全国警備業協会 警察庁 5月14日

127 公益社団法人 全国ビルメンテナンス協会 厚生労働省 ５月末

128 ㉓行政サービス 日本公証人連合会 法務省 5月14日

　　　※５月14日までの件数については、1件の追加報告があった(81件⇒82件)。

※上記のほか、学校、医療機関、社会福祉施設、社会体育施設、研究施設、建設業等については所管省庁においてガイドライン等を作成・公表。

㉒企業活動、
　治安維持

⑳製造業全般

(参考)
ガイドライン数 団体数

・５月１４日まで ８２件 １２６団体

・５月２１日まで １０１件（＋１９） １５４団体（＋２８）

・５月末又は調整中 １２８件（＋２７） ２０３団体（＋４９）
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令和 2年 5月 14日 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（改正）に基づく 

外食業の事業継続のためのガイドライン 

一般社団法人 日本フードサービス協会 

一般社団法人 全国生活衛生同業組合中央会 

本ガイドラインは、新型コロナウイルスの影響で厳しい状況下にある我が国の外食事業者が事業継続に向けた取組を実施す

る際の一助として、一般社団法人日本フードサービス協会（略称：JF）と一般社団法人全国生活衛生同業組合中央会（全国麺

類生活衛生同業組合連合会、全国飲食業生活衛生同業組合連合会、全国すし商生活衛生同業組合連合会、全国喫茶飲食生活衛

生同業組合連合会、全国中華料理生活衛生同業組合連合会、全国料理業生活衛生同業組合連合会の意見を集約している。）が協

力して作成したものです。 

業種・業態が多岐にわたる我が国の外食業では、実に様々なメニューやサービスを提供する店舗が全国に存在し、その多く

は中小事業者や個人事業者によって運営されています。本ガイドラインは、これらの事業者の皆さまが本格的に事業を再開さ

れるにあたって、店舗営業に必要な取組を具体的に提示しています。事業者の皆さまにおかれては、それぞれの店舗の実情に

沿った創意工夫をお願い致します。このガイドラインは令和２年５月 14日時点で作成されたものであり、適宜更新されます。 

１．はじめに 

去る４月７日、新型インフルエンザ等対策特別措置法第 32 条第１項に基づく緊急事態宣言が発出されましたが、国民の安

定的な生活の確保の観点から、外食業（食堂、レストラン、専門料理店、喫茶店、テイクアウト・配達飲食サービス等）は政

府の事業継続の求めに応じてきました。さらに５月４日に変更された「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」に

おいては、「事業者及び関係団体は、今後の持続的な対策を見据え、５月４日専門家会議の提言を参考に、業種や施設の種別ご

とにガイドラインを作成するなど、自主的な感染防止のための取組を進めること」が求められています。 

外食業は業種・業態が多岐にわたり、その多くは中小事業者や個人事業者によって運営されており、営業時間短縮や外出自

粛の要請の中で自主的な休業を余儀なくされ、甚大な影響を受けていますが、困難な状況下にあっても、外食事業者の変わら

ぬ理念は、お客様に安心してご来店いただくとともに、従業員やその家族が安心できる職場を確保することです。 

このため、本ガイドラインは、外食事業者の皆さまが本格的に事業を再開されるにあたって、現場の実情に配慮して３密（密

閉、密集、密接）を避け、手洗いなどの一般衛生管理の実施、人と人との間隔の確保等を通じて、お客様と外食業に働く従業

員の安全・安心を確保するための参考となる具体的取組等を示したものです。 

各事業者におかれましては、新型コロナウイルス感染症が収束するまでの間、本ガイドラインを活用し、新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大予防に向けた取組を推進していただきますようお願い申し上げます。

２．本格的事業再開に向けて 

感染防止のポイントは、従来の食品衛生法の一般衛生管理の遵守に加えて、社会的距離確保への留意、及び物理的接触削

減のための創意工夫ですが、これらの具体的な方法は、店舗の実情によってそれぞれ異なります。 

また、国及び地方自治体の最新情報を得るよう十分留意する必要があります。 

⚫ 店舗では食品衛生法を遵守して食品の安全で衛生的な取扱いを徹底させる。

⚫ 創意工夫として、例えば、営業時間や提供メニュー品目の工夫、予約・空席状況等について、お客様へ店内外の掲示やＩ

Ｔテクノロジー等を積極的に活用して情報発信し、店舗が社会的距離や安全性を考慮して感染防止に努めながら営業して

いることをお客様に分かってもらう。

⚫ 国や地元自治体から適宜発表される最新情報（方針や助言）の確保に留意し、新型コロナウイルス感染症防止対策として

以下の基本事項を確実に押さえながら、事業を継続する。

✓ 食品の安全と衛生管理

✓ 店舗・施設等の清掃と消毒

✓ 従業員の健康チェックと個人の健康・衛生管理の徹底

✓ 社会的距離の設定と確保への工夫

参考資料５－２

CS333415
テキストボックス



2 
 

３．お客様の安全 

1) 入店時 

• 店舗入口には、発熱や咳など異常が認められる場合は店内飲食をお断りさせていただく旨を掲示する。また、店舗入口や
手洗い場所には、手指消毒用に消毒液（消毒用アルコール等）を用意する。 

• 店舗入口及び店内に、食事中以外はマスクの着用をお願いする旨掲示する。 

• 飛沫感染・接触感染を防止するために十分な間隔をとることが重要であることをお客様に理解してもらい、店内が混み合
う場合は入店を制限する。 

• 店内飲食やテイクアウトで順番待ちをする場合は、各人ができるだけ２ｍ（最低１ｍ）以上の間隔を空けるように誘導す
る（床に間隔を示すテープを貼るなど）。 

• 順番待ちが店外に及ぶ場合は、従業員が間隔を保つように誘導するか、または整理券の発行等により行列を作らない方法
を工夫する。 

 

2) 客席へのご案内 

• テーブルは、飛沫感染予防のためにパーティションで区切るか、できるだけ２ｍ（最低１ｍ）以上の間隔を空けて横並び
で座れるように配置を工夫し、カウンター席は密着しないように適度なスペースを空ける。 

• 真正面の配置を避けるか、またはテーブル上に区切りのパーティション(アクリル板等)を設けるなど工夫する。 

• 少人数の家族、介助者が同席する高齢者・乳幼児・障害者等対面を希望する場合は、可能としてもよいが、他グループと
の相席は避ける。 

• グループ間の安全を確保するために、他のグループとはできるだけ２ｍ（最低１ｍ）以上の間隔を空け、会話は控えめに
し、BGMを聞くなどを勧めることを検討する。 

 

3) テーブルサービスとカウンターサービス 

• テーブルサービスで注文を受けるときは、お客様の側面に立ち、可能な範囲で間隔を保つ。 

• お客様が入れ替わる都度、テーブル・カウンターを消毒する。 

• カウンターサービスは、可能な範囲で従業員とカウンター席との間隔を保つ。 

• カウンターで注文を受けるときはお客様の正面に立たないように注意する。 

• カウンターでは、お客様と従業員の会話の程度に応じ、従業員のマスク着用のほか、仕切りの設置など工夫する。 

• 大皿は避けて、料理は個々に提供する、従業員等が取り分けるなど工夫する。 

• お客様同士のお酌、グラスやお猪口の回し飲みは避けるよう、業態に応じ、掲示等により注意喚起する。 

• 個室を使用する場合は、十分な換気を行う。 

 

4) 会計処理 

• 食券を販売している店舗は、券売機を定期的に消毒する。 

• 会計処理に当たる場合は、可能であれば、電子マネー等の非接触型決済を導入する。現金、クレジットカード等の受け渡
しが発生する場合には、手渡しで受け取らず、コイントレイ（キャッシュトレイ）などを使用する。また、コイントレイ

は定期的に消毒する、会計の都度手指を消毒するなど工夫する。 

• 飛沫を防止するために、レジとお客様の間にアクリル板等の仕切りを設置するなど工夫する。 

 

5)テイクアウトサービス 

• テイクアウトを実施している店舗では、お客様の店内滞留時間を短くするために、事前予約注文を受け付けるなどの仕組
みを導入する。 

• テイクアウト客と店内飲食客の動線を区別し、接触を避けるように工夫する。 

• 食中毒等の防止のため、料理は早めに消費するよう、口頭もしくは注意書きを添えてお客様に注意を促す（特に気温の高
い時期）。 

 

6)デリバリーサービス 

• デリバリー担当の配達員と来店客が接触しないように、可能であればデリバリー専用カウンターを設け、両者の動線が重
ならないように工夫する。 

• 料理の受渡しは必ず手指を消毒してから行う。 

• 代金が支払い済み（オンライン決済等）で、注文者が希望する場合は、注文者が指定した所に料理を置くなど非接触の受
渡しを行う。 

• 配達員は、店舗従業員と同様の健康管理、手洗い等の衛生管理を実践し、マスクを着用する。 

• 配達する料理の容器は、配達員が直に触れないよう袋等に入れ、配達に使用する運搬ボックス等は使用の都度、消毒する。 

• 食中毒等の防止のため、料理は早めに消費するよう、口頭もしくは注意書きを添えてお客様に注意を促す（特に気温の高
い時期）。 
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４．従業員の安全衛生管理 

• 食品を扱う者の健康管理と衛生管理を徹底する。 

• 従業員の健康管理において最も重要なことは、各自が店舗に新型コロナウイルスを持ち込まないことである。 

• 従業員は必ず出勤前に体温を計る。発熱や風邪の症状がみられる場合は、店舗責任者にその旨を報告し、勤務の可否等の
判断を仰ぐ。 

• 感染した従業員、濃厚接触者と判断された従業員の就業は禁止する。 

• 店舗ではマスクやフェイスガードを適切に着用し、頻繁かつ適切な手洗いを徹底する。 

• 従業員やその家族が過度な心配や恐怖心を抱かないよう、また風評被害や誤解などを受けないよう、事業者は現状を的確
に従業員に伝える（従業員へのリスク・コミュニケーション）。 

• 従業員のロッカールームや控え室は換気し、空調設備は定期的に清掃する。 

 

５．店舗の衛生管理 

• 店内（客席）は適切な換気設備の設置及び換気設備の点検を行い、徹底した換気を行う（窓・ドア等の定期的な開放、常
時換気扇の使用など）。 

• 店内清掃を徹底し、店舗のドアノブ、券売機、セルフドリンクコーナー等の設備等、多数の人が触れる箇所は定期的にア
ルコール消毒薬、次亜塩素酸ナトリウムで清拭する。また、テーブル、イス、メニューブック、タッチパネル、卓上ベル

等はお客様の入れ替わる都度、アルコール消毒薬、次亜塩素酸ナトリウム、台所用洗剤（海面活性剤）で清拭する。 

• 卓上には原則として調味料・冷水ポット等を置かないようにするが、撤去が難しい場合は、お客様が入れ替わる都度、ア
ルコール消毒薬、次亜塩素酸ナトリウム、台所用洗剤（海面活性剤）で清拭や用具の交換を行う。 

• ビュッフェやサラダバー及びドリンクバーは、利用者の飛沫がかからないように食品・ドリンクを保護する（カバーを設
置するまたは従業員があらかじめ又はその場で小分けする、客席と料理提供空間が近い場合には適度に仕切るアクリル板

等の仕切りを設けるなど）。トング等は頻繁に消毒若しくは交換するか、または手袋の着用を促す。 

• 従業員は、店内の一箇所にお客様が集まらないように留意する。 

• トイレは毎日清掃し、ドアやレバー等の不特定多数が触れる箇所は定期的にアルコール消毒薬、次亜塩素酸ナトリウムで
清拭する。 

• トイレのハンドドライヤーは使用を中止し、ペーパータオルを置く。また、汚物は蓋をして流すよう、使用者に注意を促
す。 

• 厨房の調理設備・器具を台所洗剤（界面活性剤）で清拭し、作業前後の手洗いなど、従来から取り組んでいる一般的な衛
生管理を徹底する。 

• 感染防止対策に必要な物資（消毒剤、不織布マスク、手袋、ペーパータオル、及びそれらの使い捨て用品を廃棄する容器

等）の一覧表（リスト）を作成し、十分な量を準備しておくか、または緊急時にすぐに入手できるよう予め手配をしてお

く。平時から使用した分をその都度補充し、常に一定の必要量を備蓄しておくことが望ましい（ローリングストック）。 

• ユニフォームや衣服はこまめに洗濯する。 

• 食品残渣、鼻水、唾液などが付いた可能性のあるごみ等の処理は手袋・マスクを着用してビニール袋等に密封して縛り、

マスクや手袋を着用して回収する。マスクや手袋を脱いだ後は、必ず手を洗う。 
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